
 
 

 

１ はじめに 

１．はしがき 

コロナに感染し入院した場合、感染防止の観点から、

患者は隔離され面会が謝絶されます。たとえ重症に

なり、危篤状態になったとしても、その家族の面会

が禁止されるようです。このような状況においてど

うやって遺言書を書くことができるでしょうか。私

事で恐縮ですが、筆者の息子のケースを言うと、息

子は自分がまさか死ぬとは思っていなかったので、

遺言を書いていませんでした。息子はコロナに感染

したわけではないので、入院先の病院は死期の迫っ

た息子への面会を許可しました。息子は私の持って

行ったノートの上に苦しみ喘ぎながら最後の力を

振り絞って遺言らしきものを書きつけました。これ

は字が崩れて読めるしろものではなく、印鑑も拇印

も押してなかったので、民法の自筆証書遺言とは言

えません（968条 1項）。それでも親として息子の

最後の頼みを受け止めることができて良かったと

思います。コロナでなくても危篤状態になることは

往々にありますから、この機会に民法の定める遺言

の特別の方式について考えてみたいと思います。 

 

２．民法の定める特別方式の遺言 

（１）死亡の危急に迫った者の遺言 

この遺言は、証人 3人以上の立会いをもって、その

一人に遺言の趣旨を口授しておこないます。この口

授を受けた者が、これを筆記して、遺言者及び他の

証人に読み聞かせ、又は閲覧させ、各証人がその筆

記の正確なことを承認した後、これに署名し、印を

押します（民法 976条 1項）。口がきけない者が遺言

をする場合には、遺言者は、証人の前で、遺言の趣

旨を通訳人の通訳により申述して、同項の口授に代

えなければなりません（同条 2項）。この遺言は、遺

言の日から 20 日以内に、証人の一人又は利害関係

人から家庭裁判所に請求してその確認を得なければ、

その効力を生じないとされます（同条 4項）。 
（２）隔絶地遺言 
伝染病に限らず行政処分によって交通を断たれた場

所に在る者は、警察官一人及び証人一人以上の立会

いをもって遺言書を作ることができます（同法 977
条）。この遺言の場合には、遺言者、筆者、立会人及

び証人は、各自遺言書に署名し、印を押さなければ

なりません（980 条）。 
（３）普通の方式による遺言の規定の準用（982 条） 
① 遺言書の加除等 

 遺言書中の加除その他の変更は、遺言者が、その

場所を指示し、これを変更した旨を付記して特にこ

れに署名し、かつ、その変更の場所に印を押さなけ

れば、その効力を生じません（968 条 3項）。 

② 成年被後見人の遺言 

成年被後見人が事理を弁識する能力を一時回復し

た時において遺言をするには、医師二人以上の立会

いがなければなりません（973 条 1項）。遺言に立

ち会った医師は、遺言者が遺言をする時において精

神上の障害により事理を弁識する能力を欠く状態

になかった旨を遺言書に付記して、これに署名し、

印を押さなければならなりません（973条 2項）。 

③証人及び立会人の欠格事由 

未成年者、推定相続人及び受遺者並びにこれらの配

偶者及び直系血族及び公証人の配偶者等は遺言の

証人又は立会人となることができません（974条）。 

④共同遺言の禁止 

遺言は、二人以上の者が同一の証書ですることがで

きません（975条）。 

（４）特別の方式による遺言の効力 

特別の方式によりした遺言は、遺言者が普通の方式

によって遺言をすることができるようになった時か

６箇月間生存するときは、その効力を生じないもの

とされます（983条）。 

なお、特別の方式の遺言書は普通の方式と同様に家

庭裁判所の検認を必要とします（1004 条）。 

３．遺言能力と紛争 

信託契約は行為能力がなければ有効になりませんが、

遺言は遺言能力があればできます（同法 961条、963

条）。しかし、遺言は代理によってなすことはできま

せん。遺言による信託は可能ですが、遺言の有効性

がしばしば紛争の種になります。従って特別方式に

頼らず、元気なうちに遺言書を作成しておくことが

肝要です。自筆遺言証書の保管制度は 2020年 7月か

ら始まりました。 
（髙橋倫彦 民事信託活用支援機構代表理事） 

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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受託者の任務の終了について 

    

会員の皆様、明けましておめでとうござ

います。本年も宜しくお願い申し上げま

す。民事信託活用支援機では、昨年の 11月

に、『パッとわかる 信託用語・法令コン

パクトブック』を第一法規（株）から出版

致しました。信託実務に関する専門用語の

意味を解説！関連する法令の条文も確認で

きる！複雑な信託業務に関する用語と法令

を同時に押さえ、適切な対応ができる一

冊！になっておりますので、是非ご活用く

ださい。今回は、上記の書籍でも取り上げ

た受託者の任務の終了について、説明をい

たします。 

１ 終了事由 

受託者には、信託の清算が結了するまで

は、信託事務を処理する義務があります

（信託法 29 条）。しかし、受託者が死亡そ

の他の任務を遂行できない事由が発生した

場合は、受託者の任務は終了し、新受託者

を選任して、その任務を引き継がせる必こ

とになます。すなわち、信託法 56条 1 項

では、１号：受託者の死亡、２号：受託者

である個人が後見開始または保佐開始の審

判を受けたこと（ただし、信託行為に別段

の定めがあるときは、その定めるところに

よる。）、３号：受託者（破産手続開始の

決定により解散するものを除く）が破産手

続開始の決定を受けたこと（ただし、別段

の定めがある場合には任務終了にならず、

受託者の職務を破産者が行うことにな

る。）、４号：受託者である法人が合併以

外の理由により解散したこと（他方、受託

者である法人が合併をした場合における合

併後存続する法人もしくは合併により設立

する法人、さらには受託者である法人が分

割をした場合における分割により受託者と

しての権利義務を承継する法人は、受託者

の任務を引き継ぐものとされている。）、

５号：受託者の辞任（受託者は、委託者及

び受益者の同意を得て、辞任することがで

きるが、信託行為に別段の定めがあるとき

は、その定めるところによる。また、受託

者は、やむを得ない事由があるときは、裁

判所の許可を得て、辞任することができ

る）、６号：受託者の解任（委託者及び受

益者は、いつでも、その合意により、受託

者を解任することができる）、７号：信託

行為において定めた事由という終了事由を

定めています。 

２ 前受託者等の通知及び保管の義務等 

受託者の死亡、行為能力喪失を事由とす

る任務終了の場合、受託者であった者の相

続人または成年後見人もしくは保佐人は、

知れている受益者に対し、これを通知しな

ければなりません。また、新受託者等また

は信託財産法人管理人が信託事務の処理を

することができるに至るまで、信託財産に

属する財産の保管をし、かつ、信託事務の

引継ぎに必要な行為をしなければなりませ

ん（信託法 60条 1 項・2 項）。 

３ 受託者に就任するに当たって 

個人の受託者が死亡し、あるいは後見・

保佐が開始した場合には、信託財産責任負

担債務の承継のみならず、信託事務処理の

面でも個人受託者の家族に負担をかけるこ

とになります。したがって、受託者に選任

され就任する際には、家族とよく話し合

い、家族の理解を得たうえで受託者に就く

ことが望ましいと言えます。（弁護士山口

正徳・民事信託活用支援機構理事） 

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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受託者への手紙の提案 

   

 委託者と受託者の間で信託契約を締結

し、資産を委託者より受託者に移転した

後、受託者による信託財産の管理・処分が

始まります。民事信託は委託者の家族が受

託者を務めることから、受託者への継続的

な支援が欠かせません。信託開始まで支援

をした専門家の方々は、信託開始後、受託

者へどのような支援をしているでしょう

か？ 常に支援が必要なほど管理・処分に

手間がかかる信託もないし、家族の信頼関

係の上に成り立つ信託だから問題もほとん

ど生じないだろうと思われがちですが、も

しかすると関与した信託に、今、クリティ

カルなことが生じているかもしれません。 

●受託者への連絡 

 多くの民事信託が、計算期間を、1月 1

日から 12月 31日としていると思います。

そのため年明けには、受託者は、信託契約

の定めに従い、計算期間の終了にともない

信託財産の状況を受益者に報告するために

信託財産目録や収支計算書を作成すること

になります。また、信託財産について 1年

間の収益の額が 3万円を超えていた場合、

受託者は法定調書（信託の計算書）を作成

し、受託者の住所を管轄する税務署に 1月

31 日までに提出しなければなりません。 

 このように毎年年明けは受託者が行わな

ければならない事務が生じます。そこで、

信託契約に関与した専門家の方々へ、筆者

は、受託者への手紙を提案してみたいと思

います。年賀状のように年に 1回、受託者

の信託事務について信託組成に関与した専

門家がリマインダーを送るのです。今どき

手紙を送るのは事務的にも効率が悪い、開

封されずに捨てられるかもしれないと思わ

れる方もいらっしゃることでしょうが、組

成に関与した信託が安定して継続していく

ことも、関与した専門家の重要な役割とし

て行ってみてはいかがでしょうか？ 

●受益者や受託者の状況確認も 

 さらに手紙には、受益者の健康状況や受

託者の生活環境に大きな変化が生じていな

いかを尋ねてみてはいかがでしょう。受益

者代理人を定めた信託においては、受益者

の健康状況が思わしくなく受益者代理人の

就任の必要が生じているかもしれません。

また、受託者が仕事の関係で転居していた

り、受託者自身が健康を害し信託財産の管

理に支障をきたす事態が生じているかもし

れません。そのような事態が生じることは

稀なことと思われますが、受益者や受託者

に何かが生じたときには必ず連絡してくだ

さいと、手紙に記しておくことで、関与し

た民事信託に生じうる問題を排除できるこ

とにもつながるのではとも考えます。 

●新たなビジネスにつながることも 

 できれば、手紙を送り、電話をしてみ

る。手紙は直接お話しをするきっかけにも

なります。確定申告や決算のように定期的

にコンタクトを取っている税理士が関与し

た民事信託ならば、コンタクトのきっかけ

づくりも必要ないかもしれません。一方、

法律の専門家の方々は、確定申告のような

定時のコンタクトの機会はありません。継

続的なコンタクトは新たなビジネスのきっ

かけにもなるかもしれません。この提案に

ご興味をお持ちいただいた方は早速今年か

ら実施してみてはいかがでしょうか？ 

石脇俊司 民事信託活用支援機構理事 

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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１ はじめに 

米国の民事信託の訴訟事案を検索したところ、米国

で成功した著名な日本人レストラン・オーナーの青

木廣彰氏（以下「ロッキー」と言う）の信託に係る

事案がありました。日本料理の一つである鉄板焼き

ステーキは今では米国人に大変人気があり、米国の

ドナルド・トランプ前大統領が来日した時、安倍首

相が銀座の鉄板焼きステーキで大統領をもてなし

ました。この日本料理の普及にはロッキーが米国ニ

ューヨークに開いた鉄板焼きステーキ・レストラン

「BENIHANA OF TOKYO」（注）の貢献によるものが大

であると思われます。このレストランは、その料理

人による派手な包丁のパーフォーマンスが米国人

に受けて、今や全米で約 80店、世界で約 110店を

展開するチェーンに発展しました。筆者がロスアン

ゼルスの店に行った時も米国人で賑わっていまし

た。ロッキーはこのレストラン・チェーンを保有す

る Benihana Inc.（以下「ベニハナ」と言う）を NASDAQ

店頭市場に登録させ約 50百万ドル（50億円）の資

産を築きました。 

注：東京日本橋に彼の父親が開いたレストラン「紅花別館」が

経営者を変えて今でもある。 

１．ロッキーの遺言代用信託 

彼はその奔放な女性遍歴から 6人の子供（カナ、ケ

ビン、スチーブン、カイル、エコー、デボン）があ

り、1998年子供たちのために遺言代用信託である

Benihana Protective Trust（以下「この信託」と

言う）を設定し、ベニハナの持株をこの信託に移転

しました。2002年になり、彼は 3番目の妻小野恵

子（以下「恵子」と言う。）と再婚しました。恵子

はニューヨーク在住の美貌でやり手の企業コンサ

ルタントであり、ロッキーとパーティで知り合った

と言われています。恵子は結婚後彼の子供たちを父

親のロッキーに会わせませんでした。米国の資産家

は婚約者と結婚後の財産処分に関する婚前契約

（prenuptial/premarital agreement）を締結する

ことが多いのですが、ロッキーは恵子との再婚に当

たってこれを締結しませんでした。そこで、子供た

ちが結婚後に恵子に対して婚後契約(postnuptial 

agreement)の締結を迫りましたが、彼女はこれを拒

否しました。 

２．ロッキーの家族間紛争 

子供たちが、この再婚を快く思わず、恵子を財産目

当てで男を誑し込む女と非難した（注）ので、ロッ

キーは 2002年に弁護士の勧めによりこの自己が有

する無制限の受益者指名権の範囲を彼の子孫に限

定する、受益者指名権の部分的放棄書に署名しまし

た。2008年にロッキーが死亡した時、恵子がこの

部分的放棄書はロッキーが虚偽の説明を受けて誤

って署名したと主張したので、受託者はこの部分的

放棄の確認をニューヨーク州検認裁判所に請求し

ました。この訴訟ではこの放棄の有効性を証明する

責任が原告である受託者と被告である恵子のどち

らにあるかが争点になりました。遺言検認判事はこ

の請求を否認しましたが、同州の高位裁判所の上訴

部はこれを認め、2016年に同州最高上訴裁判所は

上訴部の判決を支持しました。 

恵子はロッキーの死後ベニハナの最高業務責任者

（CEO）になり、この信託の受託者になりましたが、

2019 年末に 2名の子供が恵子を受託者の義務違反

を理由に罷免する訴訟を提起したので、家族間紛争

はさらに続くことになりました。 

注：New York Magazine誌“Rocky’s Family Horror 

Show” 

３．家族間紛争の予防 

日本においても、社会の高齢化に伴い高齢者の再婚

が増加するので、その財産の相続をめぐって前の配

偶者との間に設けた子（前婚の子）と後の配偶者と

の間の紛争が避けられません。遺言代用信託では、

委託者が生前に受益者を自由に変更できるので、前

婚の子は受益者に指名されていても不安です。しか

し、受益者を変更できない生前信託では、子を親の

財産に依存させかねません。そこで、やはり介護へ

の貢献度合い等を勘案し、親がその裁量により受益

者を変更できる余地を残しておくことが望ましいと

思われます。その意味では、この米国の事案のよう

な、受益者の範囲を限定する受益者指名権の仕組み

は日本でも使えると思います。この訴訟の詳しい経

過と論点は 3月末発行予定の家族信託実務ガイド第

21号をご覧ください。 

（髙橋倫彦 民事信託活用支援機構代表理事） 

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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高齢顧客との金融取引に関して全銀協から発表された資料について 

             

１ はじめに 

２０２１年２月１８日に全銀協から「金融取引の

代理等に関する考え方および銀行と地方公共

団体・社会福祉関係機関等との連携強化に関

する考え方について（公表版）」という資料が発

表されました。 

この資料は、全銀協が会員の銀行向けに参

考として作成をした資料になりますが、世間の

関心が高いテーマであり、報道でも「本人の利

益のためなら認知症患者の預金も出金が可能」

と大々的に取り上げられました。 

今回は、この全銀協の発表した資料につい

て、簡単にまとめてみます。 

２ 発表した資料の内容について 

公表された資料は A4 で６枚のものからなりま

すが、その内容は大きくは２つの内容で構成さ

れています。 

１つ目は「Ⅰ 金融取引の代理等に関する考

え方」と題する内容で、銀行の窓口等における

高齢のお客様との対応にあたっての参考となる

よう、状況別に取引のポイント等をまとめていま

す。 

２つ目は「Ⅱ 銀行と地方公共団体・社会福祉

関係機関等との連携強化に関する考え方」と題

する内容です。 

以下では順に説明します。 

（１）「Ⅰ 金融取引の代理等に関する考え方」

について 

公表された資料においては、大原則として、

銀行の預金は本人の資産であり、家族といえど

も代わりに預金を払い出すことはできない、とい

う立場を示しています。報道で取り上げられたよ

うに、本人の利益のためなら（簡単に）預金の出

金が可能ということは言っていないので注意が

必要です。 

そして、認知判断能力が低下した顧客との取

引においては、成年後見制度を使うのが一般

的であると示したうえで、その利用の低迷など

についても言及しつつ、本人の認知判断能力

を５つの状況別に分けて整理しています（以下

の表は、公表された資料にある表をもとに作成

しています）。 

＜状況別の対応の考え方＞ 

 

 

状況 

本人に認知判断能力があるか 

あり なし（※一部低下しているケースも含む） 

本人取引 代理取引 

代理権はあるか 

あり なし 

想定

され

る取

引形

態 

（１） 

通常取

引 

（２） 

認知判断

能力が低

下した顧

客本人と

の取引 

（３） 

法定代理 

（成年後

見人等） 

（４） 

任意代理 

（親族

等） 

（５） 

無権代理 

（親族

等） 

 

上記の表の（１）から（４）は一般的な内容にな

るためここではあまり取り上げず、（５）（無権代

理）を中心に説明をします。 

（５）については、「親族等による無権代理取

引は、本人の認知判断能力が低下した場合か

つ成年後見制度を利用していない（できない）

場合において行う、極めて限定的な対応であ

る」と書かれていることから明らかなように、報道

されているような、本人の認知判断能力が低下

した場合に親族であれば無条件に取引が可能
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となるというようなことを想定はしていないのに

注意が必要です。 

公表資料において取り上げている例として

は、「認知判断能力を喪失する以前であれば本

人が支払っていたであろう本人の医療費等の

支払い手続きを親族等（注に、銀行は含まれな

い旨記載あり）が代わりにする行為など、本人の

利益に適合することが明らかである場合に限

り、依頼に応じることが考えられる」と示してお

り、参考になります（ただし、注において、この対

応は「あくまで無権代理におけるリスク許容の考

え方の一例であり、無権代理の親族等からの払

出依頼に応じることによるリスクは伴う」と付記し

ている点にも注意が必要です。）。 

なお、表の（４）の任意代理については「親族

等」を想定している点も注意が必要です。近時

の事例でも専門家が財産管理委任契約の受任

者となった場合において、高額の横領事件が

発生していることも注意をしておかないといけま

せん。 

（２）「Ⅱ 銀行と地方公共団体・社会福祉関係

機関等との連携強化に関する考え方」について 

 高齢者支援にかかわる業務をやっていると社

会福祉関係機関と連携をしていくことは不可欠

です。このことは金融取引にもあてはまります。 

 そこで、公表資料においては、銀行において

も、地域にある「地域包括支援センター」や「社

会福祉協議会」、「中核機関」などとの連携を強

化していくことの大切さについて取り上げていま

す（あわせて、あわせて個人情報保護のことに

ついても取り上げています）。 

３ 今後の対応について 

 今回の全銀協の公表資料は、報道等により

大々的に取り上げられたこともあり、今後の高齢

者の金融取引の実務に一定の影響をもたらす

ことが想定されます。 

 もっとも、すでに述べたとおり、今回の資料は

「認知判断能力が低下した場合には、家族が

簡単に銀行の取引を代理できる」ということを認

めたものはなく、きわめて限定的な場合に成年

後見制度によらない取引の余地を認めたもの

であると考えるのが良いと思います（銀行によっ

てはこれまでも「便宜払い」ということで、今回の

公表資料の想定するようなことへの対応をすで

に行っているところもあるかもしれません）。 

 そうすると、預金等を持っている方が、信頼で

きる家族に対して柔軟に任せたい場合には民

事信託を活用したりするのが良いと思われます

し、裁判所の監督のもとでしっかり管理してもら

いたい場合は成年後見というところはこれまでと

大きくは変わらないと思われます。 

 いずれにしろ、本人の資産が本人の意に反

する形だったり、本人のために使われなかった

りという事態は防ぎつつも、本人の認知判断能

力低下後も本人の資産が本人のために使わ

れ、家族が困らないようにすることは大切です。 

 そのために、関与する専門家としては、新しい

情報をしっかりと正確に把握しながら、目の前

の依頼者にとって最善の方法は何かというのを

考えていくことが重要だと思われます。 

 「２０００万円問題」のときもそうですが、報道さ

れている内容と公表された資料の間にはずれ

が生じることはままあります。報道ベースでの情

報ももちろん大切ですが、ぜひ各自で原典とな

る報告書自体にあたってみていただきたいと思

います。 

（弁護士 菊永将浩 民事信託活用支援機

構専門家協議会会員） 



 
 

 

 

 

 

１ 今回は、一部で話題となっていた、東京地裁平成 

 

【新刊】

 

amazon 新刊 

https://www.amazon.co.jp/dp/4817847085/ 

日本加除出版から、「信託法からみた 民事信託の手

引き」が発刊されます。 

当機構理事・専門家協議会副会長の伊東と、理事の

山口がともに所属する、ひまわり信託研究会のメンバ

ーで執筆したもので、メンバーであり、現在日本弁護

士連合会信託センターのセンター長を務める伊庭潔弁

護士の編となっております。 

２０１７年に発刊された前著「信託法からみた 民

事信託の実務と信託契約書例」から４年、この間当機

構の専門研修等やニューズレターにてもお伝えしてき

たとおり、民事信託を巡る法的・税務的論点に関する

議論は格段の深化を見せております。また、銀行実務

等も民事信託の普及に伴い、大きな進化を遂げつつあ

ります。 

本書は、 

第１章 総論－民事信託の仕組み 

第２章 信託契約書等を作成する際に留意すべき事

項 

第３章 信託契約書等の作成後の事務 

第４章 民事信託と隣接制度 

第５章 民事信託を巡る法律関係 

第６章 民事信託の税務 

第７章 金融機関の民事信託実務 

第８章 主な改正 

の８章に、実に１２１のＱが解説され、現在の民事

信託を巡る法的・税務的・実務的問題点が、あまねく

網羅され、最先端の知見が紹介されております。 

伊東は、第６章の全部とその他いくつかの項目を担

当しました。税務については必ずしも専門でない伊東

ですが、執筆に当たっては、関係法令・通達を必ず直

接参照し、信託に関する税務上の取扱いの根拠規定を

明らかにすることに意を用いました。 

旧著ともども、ご参照いただければ幸いです。 

【旧著】 

 

amazon 旧著 

https://www.amazon.co.jp /dp/4817843829/ 

 

(弁護士伊東大祐・専門家協議会副会長) 
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信託の変更について

前回のニューズレターでは、伊東理事よ

り「信託法からみた民事信託の手引き」発

刊のご紹介をいただきました。私も執筆の

一部を担当いたしましたので、今回は「Ｑ

５１信託を変更するにはどうすればよいの

ですか。「別段の定め」として、どのよう

に規定すればよいですか。」の概略を紹介

いたします。 

１ 信託の変更の定義 

信託の変更は、信託行為に定められた信

託の目的、信託財産の管理方法、受益者に

対する信託財産の給付内容その他の事項に

ついて、事後的に変更することです。な

お、信託法２条（定義）では、信託の変更

は定義されていません。 

２ 信託の変更の方法 

 原則的な方法は、委託者、受託者および

受益者の合意です（信託法 149条 1項）。

しかし、関係当事者の利害に配慮しつつ

も、より柔軟な信託の変更を可能とするた

め、変更する信託行為の内容が関係当事者

のうちの特定の者の利益を害しないことが

明らかである場合には、その者の関与なく

して信託の変更ができるものとされていま

す。 

⑴ 委託者の意思である信託の目的に反しな

いことが明らかであるときには委託者と

の合意は不要とされています（信託法

149 条 2項 1号）。 

⑵ 信託の目的に反しないことおよび受益者

の利益に適合することが明らかであると

きは、委託者・受益者との合意は不要と

され、受託者の書面・電磁的記録の意思

表示のみで変更できるとされています

（信託法 149条 2項 2号）。 

⑶ 受託者の利益を害しないことが明らかで

あるときは、受託者との合意は不要とさ

れています（信託法 149条 3項 1号）。 

⑷ 信託の目的に反しないことおよび受託者

の利益を害しないことが明らかであると

きは、委託者・受託者との合意は不要と

され、受益者の意思表示のみで変更でき

るとされています（信託法 149 条 3項 1

号第３項第２号）。 

３ 信託の変更の方法に関する別段の定め 

 上記のとおり信託法は信託の変更の原則

的な方法を定めていますが、同時に、「前

三項の規定にかかわらず、信託行為に別段

の定めがあるときは、その定めるところに

よる。」と定め（信託法 149 条 4項）、信

託行為の別段の定めによって、前記⑴～⑷

の方法に加えて、あるいは、上記⑴～⑷の

方法を排除して、別異な方法による信託の

変更を採用することもできます。 

例えば、「信託法１４９条２項の規定に

もかかわらず、受託者は、信託監督人が存

在するときはその同意なくして本件信託の

変更をすることができない。」といった契

約条項を設けることも可能です。 

 ところで、実際の契約書では、別段の定

めが信託法の原則的な方法を制約している

のか、それとも、原則な方法に別異の方法

を付加した規定なのかが明らかではないこ

とがあります。後日の紛争を予防するため

には、信託の実務家としては、その別段の

定めが、制約なのか付加なのかという意味

付けを意識したうえで、文言を工夫する必

要があります。 

（弁護士山口正徳・民事信託活用支援機

構理事） 
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賃貸不動産の信託 

   

 高齢者が所有する賃貸不動産を信託財産

とする民事信託の組成を支援する専門家も

増えてきていることと思います。 

 人口が減少し、空き家率が上昇している

状況において、今後の賃貸経営は厳しさが

増すことと思われます。その一方、地主の

相続対策、土地の有効活用として新たに賃

貸不動産を建築する方はいます。法定後見

や任意後見は本人のための財産管理が目的

であり運用まで認められないため、賃貸不

動産の管理・運用を目的とする民事信託の

ニーズ引き続きは存在するものと思われま

す。 

●築古の賃貸不動産における信託の検討 

 高齢となった資産家が所有する築古（建

築してから年数が経過した）の賃貸不動産

について、今後の賃貸管理、修繕や建替え

に対応できるよう民事信託を活用するケー

スについて考えます。 

 クライアントから信託の相談を受けた専

門家は、このようなケースではどのような

情報を取得していくことが必要でしょう

か？ 家族構成、資産所有者の資産承継の

意向、信託する賃貸不動産に関する債務の

状況、受託者を担える家族は誰かなどの情

報が必須であることは、すでにこの類の信

託の組成を経験された方ならばすぐにおわ

かりいただけることと思いますが、賃貸不

動産の状況について実務でどこまで把握し

ているでしょうか？ 

 資産の所有者が高齢なため、意思能力が

衰えていく過程において、認知症対策とし

て急ぎ民事信託が必要であるとの相談を受

けることがあると思いますが、相談を受け

た専門家は急ぎ対応するために、信託財産

となる不動産の状況を把握せずに信託を企

画し信託契約を作成していくことはないで

しょうか？ 最近では認知症対策といえば

民事信託（家族信託）という認識もできて

きたため、そのような相談も増えてきてい

ますが、信託は受託者による資産管理の仕

組みであることをしっかりと認識して信託

を企画し信託契約を作成していっていただ

けたらと思います。 

●賃貸不動産の価値を維持するために 

 賃貸不動産が築古となれば、大規模修繕

も必要となります。修繕していない物件は

価値が下がり収入が減少することにもつな

がるため計画的な資金準備が必要です。信

託を始めるときに、今後の修繕に対応でき

る資金は委託者にあるのか？ ない場合に

は信託後の家賃収入をためていくことで資

金準備をするのか？ それも難しいとする

ならば、受託者が資金調達しなければなら

ないか？ これらの点についてしっかりと

検討していただくことが必要と思います。 

大規模修繕用の資金調達ができるよう信

託契約に受託者の借入権限を定めたとして

も、将来、受託者が借入れできるとは限り

ません。新たに調達する資金に対応する担

保価値がなければいくら受託者に権限があ

っても金融機関は融資してくれません。信

託した後に受託者が行っていく資産の管理

に支障をきたさないよう、信託を企画する

際に信託する資産の現状（家賃の状況、空

室の状況、周辺家賃相場、修繕履歴、修繕

積立の状況、今後の修繕に必要となる資金、

借入金の返済状況など）を把握することも

必要です。賃貸不動産に関する専門的なこ

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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ともあるので、不動産専門家の意見などを

聴くことも必要かもしれません。 

●受託者責任を果たせる信託を企画する 

信託が開始されれば、信託財産の管理は

受託者が責任を負います。商事信託ならば、

信託目的を実現できそうにない資産であれ

ば、受託者はその信託を引き受けません。

受託者責任を果たせる資産であるか？ 商

事信託の受託者は事前に入念に物件を審査

して信託を引受けるか否かの判断をします。 

民事信託は委託者の目的を実現するため

に、急ぎ対応しなければならない局面もあ

るかもしれません。しかし、信託が終了す

るまでの間に現在の資産状況からどのよう

なことが生じるかを予測し、それを依頼者

に説明しながら信託を企画していく必要が

あると考えます。 

また、現状では信託契約を作成した専門

家が継続的に受託者を支援していることも

まだまだ少ないように思われます。受託者

が信託財産を適正に管理できるよう受託者

を支援することも必要と思われます。それ

は決して信託監督人として受託者の不正な

どを監視する立場としての支援ではなく、

信託を安定的に継続させる受託者の支援者

としての役割です。 

民事信託の組成を支援することで専門家

が得る報酬の得方にも問題があるかもしれ

ません。認知症対策として委託者の意向を

実現し家族のためにもなる信託契約を作成

できたかもしれませんが、その信託契約は、

信託開始後、受託者が信託財産を継続して

安定的に管理できるような信託となってい

るかまで細心の注意を払ったものとしてい

ただきたいと思います。 

信託が開始されたはあとは受託者の責任。

そのように考え民事信託の組成に重心をお

いた専門家の支援が続くとすれば、今後、

雨後の筍のように「危ない民事信託」を生

むことにもつながります。認知症対策は今

後の日本に一層必要なことと思いますが、

そればかりに重点をおいた信託利用の勧め

は、どこかで問題を生じる可能性がありま

す。 

委託者が元気なうちに、これまで行って

きた賃貸経営の次を担う子供を受託者とし

て、信託開始後しばらくは委託者も関与す

るような（たとえば指図者としての関与な

ど）信託を企画し提案するのはどうでしょ

うか？ 将来、家族の資産を守る賃貸経営

を信託開始後しばらくは委託者も資産管理

に関与し、賃貸経営を子供に引き継ぐ信託

です。この提案は、資産家の意思能力が減

退するずっと前に提案していくことになり

ますが、委託者が元気なときに賃貸経営の

後継者を育成することもできます。そして

家族の大切な資産の管理を実現できる仕組

みでもあり、まさに家族で行う信託なので

はと考えます。 

石脇俊司 民事信託活用支援機構理事 



 
 

 

１ はじめに 

１．ロッキーの遺言代用信託 

 

金融機関のジェロントロジー 

ジェロントロジーとは 

今年 1月から銀行業務検定試験の新科目として「金

融業務 3級、シニア対応銀行実務コース」（以下「新

試験科目」と言う。）が実施され、合格者には「銀

行ジェロントロジスト」の認定証の付与が行われる

ことになりました。ジェロントロジーとは、人間の

老化現象を多面的、総合的に研究する学問であり、

「老齢」の意の接頭辞に「学問・研究」の意の接尾

辞が連結した語です。老人学などと訳されています。 

わが国では高齢化に伴う負の側面が強調され不安

感をあり、特に民事信託の分野では、認知症対策の

信託が喧伝されています。しかし、このような動向

は健全とは言えません。米国ではジェロントロジー

が早くから学問として確立し、加齢変化を、人の生

涯における発達の過程と考え、これを前向きに研究

します。また年齢による差別は、人種や性別等によ

る差別と共に問題になります。 

 

金融機関の高齢者取引の対応 

高齢化社会への移行に伴い金融機関における高齢

者取引のトラブルが増加しているので、金融庁はそ

の関係法令に基づき金融機関に対して高齢者取引

に係る指導・監督を行っています。全国銀行協会、

日本証券業協会、生命保険協会等の業態別団体はそ

れぞれの業態の高齢者取引に関するガイドライン

等を公表しています。当機構は昨年 5月の専門研修

のオンライン試行において「高齢者の財産管理と金

融機関対応」をテーマとして取り上げ、それぞれの

業態の高齢者取引ガイドラインを解説しました。全

国銀行協会は、銀行の預金は基本的には本人の資産

であり、預金を払い出す場合には預金者本人の意思

確認が必要となるため、原則として家族といえども

預金者の預金を払い出すことはできないとの立場

ですが、家族に成年後見制度等の利用に対する抵抗

感等があり、家族から本人の医療費、施設入居費、

生活費等の支払いのために、親族等への預金の払出

しを求められるケースが多々あることから、本年 2

月に「金融取引の代理等に関する考え方」（以下「銀

行協会の考え方」と言う。）を公表しました。 

 

 

 

 

全国銀行協会会長記者会見 

同協会会長は「この考え方の整理に際しては、金融

庁、厚生労働省、全国社会福祉協議会、全国地域・

在宅介護支援センター協議会といった多くの関係

省庁、機関との協議を重ね、また代理取引に関する

法律構成や実務対応の考え方等は、会員行が従前よ

り参加している日本金融ジェロントロジー協会作

成の報告書に依拠した。」と述べています。 

 

金融機関のジェロントロジー 

相続事業承継のコンサルティングを行う専門家は

金融機関の高齢者取引への対応を知っておく必要

があります。そこで当機構のニューズレター2月 25

日（106 号）で会員の菊永將浩先生が銀行協会の考

え方を紹介しました。今回のニューズレターでは金

融財政事情研究会が日本意思決定支援推進機構と

の共催で行うこの新試験科目の内容（以下「金融ジ

ェロントロジー」と言う））を紹介します。 

 

金融ジェロントロジーの内容 

① 高齢者と認知症（生涯発達理論、認知症、意思

決定支援等） 

② 金融機関と公的支援窓口の連携（公的医療制度、

介護保険制度、地域包括支援センター等） 

③ 財産管理（成年後見制度、任意後見制度、遺言、

信託、認知症保険等） 

④ 高齢者取引に係る法律・制度（民法、金商法、

消費者契約法、預金者保護法、振り込め詐欺救

済法、反収法、高齢者虐待防止法、高齢顧客ガ

イドライン等） 

⑤ 金融実務対応（口座開設、取引、家族からの払

い戻し請求、成年後見人からの払い戻し請求、

遺産分割前の相続預金の仮払い制度等） 

 

民事信託の必要性 

金融機関の高齢者取引の対応は、銀行協会の考え方

にも拘わらず厳しいので、やはり商事、又は民事の

信託の利用が究極の解決策です。（髙橋倫彦 民事

信託活用支援機構代表理事） 

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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事業承継において後継者が心を砕くポイントと 

事業承継信託が広まらない理由？ 

 

民事信託を使った事業承継対策が書籍等で提案

されて久しいですが、実際にはほとんど広まってい

ないようです。ちょうどこのニューズレターを書い

ている週に、士業専門コンサルタントの方、信託に

詳しい出版社の方とお会いする機会がありました

が、お二人とも事業承継信託はほとんど聞いたこと

がないそうです。まだまだこれからという状況がよ

くわかりました。 

私自身、昨年 4月に事業承継をした経験者です。

前代表から司法書士法人を、親族でない第三者とし

て承継しました。その際、私たち専門家にとって事

業承継話のメインである、株の買い取り資金、税金、

事業用ローンの連帯保証などは、気にならなかった

と言えば嘘になりますが、のど元過ぎれば熱さを忘

れ、なるようになったなという印象です。 

もっとも心を砕き、悩んだのは、「他人の作った

組織をどうやって自分の組織にするか」でした。 

 どのような順序で進めていったか、体験談形式で

ご紹介したいと思います。 

 

（１）経営理念を自分の言葉で語る 

 まずは、とにもかくにも経営理念です。 

当法人には、創業者である前代表の思いを言葉に

した経営理念があります。事業承継と同時に変更し

てもいいのですが、それまで理念の実現を最上位の

目的におく理念経営という方針をとってきました

ので、スタッフへの求心力を思えばそういうわけに

はいきません。自分の言葉ではない経営理念を、ど

う自分の言葉で語るか？ここが第一関門でした。 

とはいえ、経営理念とはだいたい抽象的なもので

す。当法人の理念も例に漏れず、誰も否定しようの

ないものでしたので、何とか自分の心の声を経営理

念に結び付けることはできました。 

 

（２）自分のリーダーシップの方針の決定 

次の関門は、理念の実現へ向けて、どのようなア

プローチをとるか？ここが一番大変でした。 

世界をとりまくビジネス情勢、時流・現代の価値 

 

 

観といった大きな部分から入って、わが国、業界へ

と視点を落としていき、自分のもつ特性と徹底的に

向き合い、頭の中で形作って語れるくらい明確にす

る。０から１を作る作業ですので、（１）とは比較

にならない難易度でした。 

ちなみに、私はそれまでも支店長としてある程度

リーダーシップの必要な立場にいました。しかし、

船の行先を決める船頭と、船頭の決めた行先に到着

できるよう漕ぎ手に指示を出す役割では、リーダー

シップのとり方に雲泥の差があると実感したタイ

ミングでもありました。 

 

（３）現場への影響力発揮の開始 

リーダーシップの方針が決まったら、事業承継前

から少しずつ現場へ影響力を出していきます。スタ

ッフの中には、かつて同僚として机を並べて同じ仕

事をした人もいる。そういった人たちへリーダーと

して影響力を発揮するにはどうしたらよいか？ 

経営心理学の藤田耕司先生（※）曰く、影響力を

発揮するには「何を言うか」と「誰が言うか」の２

つの視点が必要にも関わらず、世の中の人はたいて

い「何を言うか」しか考えない、まずは「誰が言う

か」の「誰」になることが必要、とのことです。藤

田先生のもとで組織心理を勉強し、基本を大切にし

ながらスタッフとの関わり方を工夫しました。 

 

上記はあくまで私のケースです。事業承継には

10年ほど準備・並走期間が必要と言われますが、

当法人の前代表はスパッと身を退くことを美学と

していたので(笑)、人によってはここまで考えない

という人もいるでしょう。しかし、こんなもんじゃ

ないという人もいるはずです。事業を継続するため

の事業承継であり、継続するのは後継者です。事業

承継という「点」ではなく、当該企業にとって本当

に大切なことを線、あるいは面で考える必要がある

のかもしれません。 

 

最も悩んでいた頃、私が兄貴分として慕っている

税理士の先生とお酒を飲んでいて、ついつい愚痴を

言ってしまいました。誰の助けもなく苦しい中、よ

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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く言われる「経営者は孤独」という言葉の神髄がわ

かって少し疲れていたのかもしれません。 

その時、あろうことかその先生は私を𠮟𠮟りつけた

のです。「何を言ってんだ！甘えちゃダメだよ！君

がやるんだろ！」 

そんな言い方しなくても…と肩を落として帰り

の電車に乗ったのですが、じわじわと先ほどの自分

を恥ずかしく思う気持ちが芽生え、翌日からは目に

見えて様々な決断のスピードが速くなりました。 

後継者にとって最高のサポートというのは、実は

こういうことだったりするのかもしれません。 

 

 テクノロジーの進歩により、資本主義経済が終わ

って、その発展形である価値主義経済が始まったと

言われています。変化と柔軟性がますます求められ

る時代において、経営の核となる理念、リーダーシ

ップの重要性が今後も増していきます。 

株をあっちに移動し、金をこっちに移し、信託の

手法で議決権はこっち、財産的価値はこっち…とい

った視点のみでのサポートは、事業承継コンサルと

しては不十分になるでしょう。 

しかし、真に後継者が求めるサポートは、非常に

難易度が高く、対応できる専門家も少なく、信託の

提案まで漕ぎつけられない、というのが、案外なか

なか事業承継信託が広まらない原因の一つなのか

もしれません。 

逆に言えば、ここにこそ、これからの時代に私た

ち専門家の力を発揮する場所があるはずだと考え

ています。 

 

（※） 

一般社団法人日本経営心理士協会 

https://keiei-shinri.or.jp/ 
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信託口口座開設等に関するガイドラインについて 

    

去る４月２８日のオープンセミナーでは

昨年日弁連信託センターから発表された信

託口口座開設等に関するガイドライン（以

下、「本ガイドライン」という。）の解

説・討論を行い、好評をいただきましたの

で、本レターではその振り返りをしたいと

思います。 

１ 民事信託が拡大する背景と課題 

本ガイドラインは民事信託を対象として

います。民事信託は、２０１７年頃から急

速に利用が拡大していますが、主に、高齢

者の財産管理や相続人等への財産の承継に

利用されています。その背景には、後見制

度における使い勝手の悪さがあるものと推

測されます。ただし、民事信託の受託者は

信託財産の所有者であり、所有者としての

権限を全て有しています。しかも、家庭裁

判所のような公的な監督機関は存在しませ

ん。したがって、受託者の権限濫用のリス

クが高く、信託法は受託者に対して様々な

義務と責任を課していますが、実務的に最

も大切な義務は、受託者の固有財産と信託

財産とを区別して管理する分別管理義務

（信託法３４条）です。 

２ 民事信託における信託口口座の位置付

け・重要性 

信託口口座は、民事信託の分別管理にお

いて肝になるアイテムです。信託法では、

金銭・預金の分別管理に関し、計算を明ら

かにすれば足りるものとしていますが、

様々な預り金規制をみても分かるとおり、

民事信託においても物理的に口座を分けて

管理することは、受託者の権限濫用防止の

効果が大きく、受益者の安心感にも受託者

の説明し易さにも資するものです。したが

って、民事信託における信託口口座は、実

務的に分別管理義義務を支える最重要のア

イテムです。 

３  本ガイドラインが策定された目的 

前述のとおり、金銭・預金の分別管理

は、「その計算を明らかにする方法」で足

ります（信託法３４条２項２号ロ）。そこ

で、信託銀行関係者からは、「信託口口座

の開設は必要ない。受託者の預金口座で固

有財産と信託財産を一括管理すれば良

い。」という意見も聞かれます。しかし、

民事信託の受託者は、たいていは高齢の委

託者の子や孫といった家族であり専門家で

はない一般の方であって、財産管理に慣れ

ていません。したがって、仮に受託者の預

金口座で固有財産と信託財産を一括管理し

たとすれば、固有財産と信託財産の混同が

起こる可能性は少なくありません。そこ

で、民事信託では、受託者の義務違反に対

する心理的な制約という観点から、固有財

産である預金口座とは別に、信託財産専用

の預金口座（＝信託口口座）を開設する方

法により、分別管理を徹底することが効果

的です。ところが、現時点で信託口口座の

開設に対応している金融機関は少ない。特

に、地方においては金融機関の数が少ない

ため、信託口口座の開設に苦労しているの

が現状であす。そこで、本ガイドラインが

公表され、信託口口座に関する問題点とそ

の在り方が示されることにより、民事信託

を利用するために信託口口座の開設を希望

する依頼者・弁護士と信託口口座の開設を

担う金融機関とが共通の認識を持ち、もっ

て、適切な信託口口座の開設に取り組む金

融機関が増え、現状が改善されることが期

待されています。 

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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４ 本ガイドラインの中の重要なポイント 

本ガイドラインの中の重要なポイントの

一つが、信託口口座と預貯金差押です。 

この点に関する代表的な考え方は、受託

者を差押債務者として受託者名義の預貯金

口座を差し押さえる旨の債権差押命令の送

達を受けた金融機関は、信託口口座も含め

受託者名義の預貯金を全て差押命令の対象

と判断し、預貯金者である受託者等におい

て信託法２３条５項に基づく第三者異議の

訴えによって対応するべきであるとするも

のです。しかし、この考え方に対しては、

訴訟手続きに拠らなければ信託法が認める

信託財産の独立性に適う結果を得られない

というのでは、受託者等に過度の負担を強

いるものであるとの批判があります。 

なお、信託口口座の開設に際して信託契

約をチェックして当該預金が信託財産であ

ることを知っている金融機関（第三債務

者）は、請求債権が信託債権であれば支払

う旨の陳述書を執行裁判所に提出すべきで

あるという意見も聞かれます。 

上記の代表的な考え方に対し、債権差押

命令において、差押債権目録で信託財産が

差押対象に含まれていることが記載されて

いないかぎり、当該債権差押命令は受託者

の固有財産のみを対象とするものと解すれ

ば足りるとする考え方もあります。 

 この点については、個々の金融機関で取

扱いが異なることも予想されます。いずれ

にしろ、債務名義である判決主文の記載方

法、あるいは、差押債権目録の記載方法に

関し、裁判実務における運用上の改善（あ

るいは立法的解決）が望まれます。 

（弁護士山口正徳・民事信託活用支援機構

理事） 



 

 

 

 

 

 

１ 今回は、一部で話題となっていた、東京地裁平成 

 

１ ブームの背景 

いわゆる新信託法は、平成１８年に制定され、平成

１９年９月３０日から施行されました。 

この新信託法の多くの規定は、いわゆる商事信託向

けのものでしたが、遺言代用信託や後継ぎ遺贈型連続

信託に関する規定が設けられるなど、民事信託での活

用の可能性も秘めたものでした。 

しかし、その後も長らく民事信託での活用はあまり

行われてきませんでした。 

ここに一つの転機をもたらしたのは、平成２７年相

続税改正です。基礎控除が大幅に引き下げられ、相続

の事前対策の重要性が認識されることに伴い、これま

での遺言を中心とした相続対策の限界を超えた柔軟な

対策を可能とするものとして、民事信託が注目される

こととなったのです。 

その一方で、平成１２年から設けられていた成年後

見制度について、様々な機能不全が目立つようになっ

てきました。被後見人のための財産管理という原則を

固守する家庭裁判所の実務運用のもと、柔軟な財産管

理や資産承継を見越した対策を講じることが禁じられ

るなど、成年後見制度による資産管理は窮屈なものと

感じられるようになってきたのです。また、そのよう

な制度を活用しても、成年後見人報酬が負担になった

り、専門家後見人が財産を横領するなどの不祥事も目

立つようになり、成年後見制度によらない財産管理の

方策として、民事信託が注目を浴びるようになりまし

た。 

そのような中で、各種専門家による民事信託・家族

信託の研究・普及の活動が試みられ、民事信託の活用

が進むこととなったのです。 

２ 最近の実情 

しかし、従来の遺言を中心とした資産承継の対策

や、成年後見制度（任意後見も含む）を王道とする考

えは根強く、民事信託の活用に警戒感を示す層が少な

からず存在しています。 

民事信託の活用が行き過ぎて、いわば濫用といえる

事例も生じ、紛争化した結果裁判例も見受けられるよ

うにもなり、専門家層においては民事信託を敵視せず

ともいわば様子見の態度を取り、積極的活用に二の足

を踏む人がまだ多く見られます。 

いうまでもなく遺言や成年後見制度などの従前の制

度にも、民事信託にも、それぞれ長所と短所があっ

て、「信託のようなキワモノには近づくべきでない」と

いうのも誤りですし、「遺言や後見など古くさいやりか

たはダメで信託こそが正しい」というのも誤りです。 

あえて信託を使わなくてもよい場合には従前の制度

を活用し、信託でなければ目的が達せない場合や、信

託を活用した結果の問題が想定されない場合に柔軟な

信託を活用するなど、事案と目的に応じた手段の使い

分けができてこそ、真に依頼者のためになる専門家と

いうべきです。 

当機構においては、「民事信託サミット」において関

係団体と連携して、民事信託に関わる専門家等におい

てあるべき倫理規範を追求することを呼びかけまし

た。その後のコロナ禍で引き続きの連携作業が進んで

おりませんでしたが、最近このせっかくの機運を是非

活かそうという活動が始まっています。 

そのような正しい理念に基づいて、民事信託という

有効なツールがより活用されるように目指して参りま

す。 

３ ネットに見る実情 

私は、Google アラートというサービス（無償です）

に、「民事信託」「家族信託」などのワードを指定し

て、関連の情報を収集したり、折に触れて検索エンジ

ンで関連用語の検索を行うなどして、世の中の実情を

把握するようにしていますが、最近目立つのが、地方

銀行などが信託口口座開設をテコとして、民事信託の

アドバイス業務に乗り出している例です。 

口座開設や年間の口座管理にフィーを徴するなどの

ビジネスモデルをとるところや、預金や貸し付け金利

に特例を設けるなどして、民事信託において受託者が

管理する資産を取り込んだり、融資機会を開拓したり

するなどのビジネスを試みているようです。特定の団

体と提携して専門家を紹介するなども行われているよ

うです。 

民事信託をめぐる法的論点の多くが解明され、信託

口口座開設に応ずる金融機関も増えてきた当今が、民

事信託のさらなる飛躍のタイミングと思われます。当

機構もますますその流れを促進しようと考えていま

す。    (弁護士伊東大祐・専門家協議会副会長) 

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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受託者の資格などについて 

    

来る９月１７日（金）は、１６時より「受

託者の実務Ｑ＆Ａ」というタイトルで専門研

修を担当させていただきます。そこで、今回

は、イントロを兼ねて受託者の資格などの内

容でレターを書かせていただきます。 

１ 受託者とは 

受託者とは、「信託行為の定めに従い、信

託財産に属する財産の管理又は処分及びその

他の信託の目的の達成のために必要な行為を

すべき義務を負う者（信託法２条５項）」を

いいます。この受託者は、「信託財産に属す

る財産の管理又は処分及びその他の信託の目

的達成のために必要な行為をする権限（信託

法２６条本文）」を有し、「信託の本旨に従

い、信託事務を処理しなければならない（信

託法２９条１項）」、正しく民事信託のキー

プレーヤですが、受益者のために信託財産の

管理又は処分等をする者なので、受益者とし

ての享受を除いて、信託の利益を享受するこ

とはできません（信託法８条）。 

 

２ 受託者の資格 

受託者の資格については、後見改正整備法

５９条に基づき改正が行われました。現行法

では「信託は、未成年者を受託者としてする

ことができない。（信託法７条）」とされて

いますが、改正前は、成年被後見人や被保佐

人も資格が無い者とされていました。受託者

の任務終了事由に関しても、改正前は後見開

始・保佐開始を絶対的な終了事由としていた

のですが、現行法では、信託行為による別段

の定めで、後見・保佐が開始しても受託者の

任務が終了しないとすることが可能です（信

託法５６条１項但書）。とはいえ、通常この

ような別段の定めは作らないでしょう。しか

しながら、極めて特殊な事案においては、成

年後見人・保佐人の代理による信託事務の処

理を想定して、後見開始・保佐開始を受託者

の任務終了事由から除外することも検討され

て良いかと思います。 

 

３  受託者としての可否・適否 

信託業（＝信託の引受けを行う営業（信託

業法２条１項））は、内閣総理大臣の免許又

は登録を受けた者でなければ営むことができ

ず（信託業法３条・７条１項）、信託の引受

けを行う営業とは、営利の目的をもって反復

継続して行うことをいうと解されています。

では、例えば弁護士は、受託者になれるでし

ょうか？通常、弁護士は営利の目的をもって

弁護士業務を行います。また通常、弁護士は

反復継続の意思をもって弁護士業務を行いま

す。したがって、非常に特殊なケースを除

き、弁護士による信託の引受けは、信託業に

該当して信託業法の規制を受けるので、弁護

士は受託者にはなれないと考えられます。他

の士業についても、同様です。なお、信託業

法施行令１条の２第１号は、弁護士業務に必

要な費用に充てる目的で弁護士が依頼者から

金銭を預かる行為について、信託の引受けに

当たるとしても、信託業法の規制は受けない

ものとしています。その他、民事信託の受託

者としての可否・適否につては、免許・登録

をもたない株式会社を受託者とすることがで

きるか？信託事務処理の全てを第三者に委託

することができるか？といった問題が考えら

れます。受託者をどうするか？という問題

は、民事信託を組成するに当たって、最重要

の課題と言えるでしょう。 

（弁護士山口正徳・民事信託活用支援機

構理事） 

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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必ずしも後継者と決まっていない子への 

自社株の移転方法を考えてみる 

 

先日、ある税理士の先生から、相談を受けました。

顧問先の会社さんで、株価の安い今のうちに 100%

株主の社長から息子さんへ株を移しておきたい。し

かし息子さんはまだ若く、経営権は社長に残したい。

また、息子さんが将来会社を継ぐかどうか若干の不

安もあるため、いずれ別の道もとれるようにしてお

きたい、とのことでした。 

 

＜自己信託を使った提案＞ 

私からは、社長が自己信託をして委託者兼受託者

となり、息子さんを受益者にする提案をしました。

会社の経営権は社長に残り、株の財産的価値は息子

さんへ移ります。信託終了時の設計のしかたで、将

来的に別の道をとることも可能となります。 

しかし、税理士の先生から、これだと息子さんが

会社を継がない場合、後継者へ株を移転する際に結

局課税されるのでは？とのご意見が。確かにそうで

しょう。というか、一旦財産的価値のある株又は受

益権を息子さんのものにした後、別の人へ移すこと

になれば、どんな方法でもそうなりそうです。 

 

＜種類株（黄金株）を使っては？＞ 

そこで、税理士の先生からお話があったのは、株

の大半を息子さんに移しつつも、社長に１株だけ残

し、それを黄金株にする方法でした。そうすれば株

の財産的価値（の大半）は息子さんに移り、実質的

経営権は社長に残ります。また、もし息子さんが会

社を継がないことになれば、黄金株１株を後継者へ

渡せば課税の問題もありません。これで自己信託の

方法と同じような効果なら、こちらでやりたいとの

ことでした（信託は組成費用が高くなるからです。）。 

 

＜種類株（黄金株）を使った提案の問題点＞ 

この提案に対して、私は２つの点を指摘しました。 

まず、黄金株は、内容が登記されてしまいます。

「会社の経営に口出しする特異な人がいる」ように

見える内容が世の中に公開されるわけですから、と

ても格好悪い。代わりに、同じ種類株スキームでも 

 

 

登記されない「属人株」を提案することもあります

が、今回のケースでは向いていませんでした（黄金

株と属人株の違いについてはまたの機会に。）。 

 また、この種類株スキームだと、息子さんが会社

を継がなかった場合、以後、後継者は財産的価値の

ない経営権を承継することになります。すなわち、

株の経営権と財産的価値が分離した状態が続いて

いくことになります。会社を継いだ新社長、しかも

株主総会・取締役会の議決権・拒否権まで持ったオ

ーナー社長が、頑張って会社を成長させても、その

儲けは会社を継がなかった息子さんにいってしま

う構造になります。現社長の代はいいのでしょうが、

事業承継に難が出そうです。 

 

＜結末は？＞ 

 結局、税理士の先生が再度確認し、息子さんが会

社を継ぐ意思は固いとのことで、信託よりも安い種

類株でのオーダーを受けました。私からは、後継者

候補が変わらない前提なら属人株がよいですよ、と

アドバイスをしています。 

 

＜もう一つの課題？＞ 

 今回は属人株に落ち着きましたが、本件は、書籍

等で紹介されている信託を使った事業承継スキー

ムの教科書的事例です。私の事務所の料金体系は相

場から離れてはいませんが(笑)、確かに信託の方が

高くなる。おそらく多くの事務所さんでもそうだと

思います。 

その理由として、種類株スキームでは、言ってし

まえば株を移して種類株を設定して終わりです。し

かし、信託を使うと、当事者間に将来にわたる継続

的な関係を構築し、それが継続している間のことも

設計に入れ込むため、費用は高くなってしまう。 

もちろん、ケースバイケースで、それぞれの事案

とお客様の考え方を総合的に勘案してベストな方

法を提案すればよいのですが、この辺りに、今後の

民事信託普及のカギの１つが隠れているような気

もしないでもありません。 

 

（司法書士岩白啓佑 民事信託活用支援機構理事） 

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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上場株式の管理信託（商事信託商品） 

   

 民事信託ではありませんが、マネックス

SP 信託が、上場株式を信託財産とする管理

信託のサービスを開始しました（商品名は

「たくす株」）。 

マネックス SP信託は、管理型信託会社

（委託者又は委託者から指図の権限の委託

を受けた者のみの指図により信託財産の管

理又は処分が行われる信託のみの引受を行

う信託会社（信託業法 2条 3項））のた

め、信託財産である上場株式の売買は、委

託者（兼受益者）の指図が必要です。 

商品サービスの特徴は２つあげていま

す。１つは、委託者（兼受益者）が将来認

知症（マネックス証券に認知症の診断書を

提出）になったとき、上場株式の売買や信

託財産の管理口座にある預り金をその口座

より出金する指図は、信託契約時に決めた

代理人が、受託者マネックス SP信託に行

う、上場株式を所有する高齢者の認知症対

策。もう１つは、委託者兼受益者に相続が

発生したとき、受取人に指定した配偶者又

は子供へと資産を承継ができることをあげ

ています（信託財産の残高がなくなったと

きも信託は終了することになっている）。 

親会社のマネックス証券は、口座管理機

関としての役割と、信託契約代理店として

信託契約の媒介をします。マネックス証券

を口座管理機関とするには、管理型信託の

ため、委託者（兼受益者）の指図が必要で

あり、信託契約時に業務委託先の選定に関

する指図書を委託者（兼受益者）が提出す

ることになっています。 

上場株式等を信託財産とする民事信託に

対して証券口座（信託口）の提供をする証

券会社もでてきましたが、その際、信託口

口座は特定口座の利用ができず、一般口座

のみの利用となることが、利用者にとって

不便なこととなっていますが、「たくす

株」についても信託財産は一般口座へ払い

出され、一旦一般口座へ払い出された銘柄

は特定口座での取り扱いをすることができ

ないとなっています。 

一方、仕組みとして面白いのは、信託期

間中に信託株式に発生する配当金や株主優

待等の株主権利は、マネックス証券の委託

者の証券総合口座で受け取ることになって

います。権利確定日に委託者の証券総合口

座において対象となる株式を保有するよ

う、「たくす株」専用口座にある信託株式

を証券総合口座に移管し、権利確定日の翌

営業日に「たくす株」専用口座に戻す手続

きをするとしています。株式ごとの権利確

定日が異なるため、この手続きは証券会社

においてかなり手間となることが想定され

ますが、受益者が株主優待を直接受け取れ

るようにしたよいサービスと考えます。 

上場株式は、財産管理口座は特定口座の

利用ができないなど信託を利用することで

のシステム的な課題があります（令和４年

度の税制改正要望では信託でも特定口座の

利用ができるよう要望が上がっている）。

しかし、このようなサービスがスタートし

たことにより、高齢者の上場株式等を信託

により管理することができるようになり、

さらにサービスの向上が期待されます。 

マネックス証券に証券口座をお持ちであ

れば、この信託の約款等詳細を見ることが

できます。ご興味のあるかたはご覧いただ

くとよいでしょう。 

（石脇俊司 民事信託活用支援機構理事） 

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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１ はじめに 

１．はしがき 

 

民事信託（家族信託）普及の担い手と倫理 

 

１．日本における普及の担い手 

（１）普及の担い手 

民事信託の普及の担い手（以下「民事信託アドバイ

ザー」と言う。）は、現在司法書士が中心ですが、弁

護士、税理士、フィナンシャルプラナー等の士業の

先生方が続きます。一部の信託銀行及び信託会社、

並びに一部の地方銀行（第二地銀も含む）及び信用

金庫も、最近では一部の証券会社も民事信託の相談

サービスを行っています。また一部の金融機関は信

託財産の管理口座（信託口預金口座、同証券口座）

を開設します。民事信託（家族信託）の普及を目的

とする団体（一般社団法人）はインターネットで検

索すると 20 以上あるようです。  

 

（２）アドバイザーの研修と検定 

民事信託アドバイザーの業務のための公式の資格は

ありません。商事信託では信託協会が信託業務基礎

講座を、経済法令研究会が銀行業務検定試験の信託

実務 3級の科目を設けています。民事信託では民事

信託士協会が民事信託士検定、家族信託普及協会が

家族信託コーディネーターの研修等を行っています。 

 

（３）民事信託士検定の内容 

民事信託士検定の場合、受験者はまず協会から出題

された基礎問題及び事例問題を行い、協会の全体講

義を視聴します。同講義の内容は、信託の基礎、信

託関係人の職務、民事信託の税務、民事信託士の倫

理総論、同倫理各論、信託会社の設立と事例問題の

7科目です。 

次に、事例問題を題材とするディスカッションと確

認テストの後、受験者はこの事例問題の最終回答を

提出します。協会は受験者の最終回答、ディスカッ

ション時の発言内容や取り組み姿勢等を考慮して合

否の判定を行います。 

 

２．米における普及の担い手 

（１）米国の担い手 

米国の民事信託アドバイザーは検認専門弁護士、資

産承継のプランナー、会計士等並びに銀行、信託会 

 

 

 

社及び投資銀行です。資産承継のプランナーの中に

は会社組織により大規模な普及活動を行っていると

ころもあります。 

 

（２）公認の信託及び信認アドバイザー資格 

注目すべきは、米国の銀行協会が公認の信託及び信

認アドバイザー資格を授与していることです。これ

は Certified Trust and Fiduciary Advisor（CTFA）

と言い、その受験には富裕層業務務経験 10年以上、

又は同経験 5 年以上で法学士の資格、又は同経験 3

年以上で銀行協会が実施している信託業務の研修制

度の全ての終了証明が必要です。 

 

（３）CTFA試験の内容 

CTFA の試験の範囲は下記のように信託業務だけで

なく広く遺産計画等のアドバイザー業務を含みます。 

信認（fiduciary）原則と適用、統合した遺産計画と

助言、資産運用―全ての種類の資産の相互作用、信

託財産の管理、リスク/法令順守の管理、倫理、顧客

関係の 7科目です。 

 

３．英国における普及の担い手 

英国には民事信託の普及を目的とする民間団体とし

て STEP があり、会員に専門的研修と専門職行動規範

の遵守求めています。STEP は FP 協会のように世界

各国に会員があります（日本にはまだ支部がありま

せん）。 

 

４．各普及団体に共通する倫理意識 

日米で共通する試験科目で注目すべきは「倫理」で

す。民事信託士では倫理総論と倫理各論、CTFAでは

リスク/法令順守、倫理です。英の STEPは専門職行

動規範の遵守を求めています。 

当機構では健全な民事信託の発展のために、高度な

専門研修を行っていますが、今般「行動指針」、「倫

理綱領」を定めました。これらは会員を縛る規則で

はありませんが、会員は自己規律としてこれらを遵

守することが望まれます。 

（髙橋倫彦 民事信託活用支援機構代表理事） 
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１ 今回は、一部で話題となっていた、東京地裁平成 

 

１ 徐々に活用が拡がりつつある民事信託ですが、遺言

や成年後見と違い、いまだ高齢者財産管理・資産承継の

重要な一角を占めている状態には至っていません。今回

は、民事信託の活用を制約するものについて考えてみよ

うと思います。 

２ 高齢者の財産管理や、障害を持つお子さんの親なき

後問題などの場合、適任の受託者がなかなか見つからな

いという問題があります。 

高齢者の財産管理の場合、子世代が親が認知症になっ

たあとの問題などを懸念して相談される場合などは、子

世代の誰かが受託者になるのが一般ですが、子世代の意

見の不一致、相続を見越した疑心暗鬼からなかなか受託

者が決まらない場合も見受けられます。 

子がおらず、普段の身の回りの面倒を甥姪などがみて

くれているような場合は、高齢者の側も受託者としての

負担をかけることに気後れし、頼みづらいこともままあ

り、また、甥姪の側も受託者の重い責任を負いかねて話

が進まないこともよくあります。 

親なき後のケースは、信託期間が相当長期になること

が見込まれますので、まだ若い親族でそこまでの責任を

負ってくれる人はなかなか見つかりません。 

これらの問題は、成年後見制度を利用せざるを得なく

なった場合の不便・困難を直視しつつ、関係者において

粘り強く話し合いを行う以外に解決策はないですが、費

用が低廉な信託会社を整備したり、公的な受託者制度を

検討するということも検討されるべきと思われます。 

３ 信託には成年後見制度のような公的な監督システ

ムがないので、受託者の権限濫用を防ぐために監督シス

テムをおくことが望ましいものの、受託者ですら見つけ

難いのに、受益者代理人や信託監督人などの候補者を見

つけるのは、更に困難が伴います。監督システムは単に

受託者の権限行使を監視するというだけでなく、受託者

自身が判断に迷うときの相談役という意味合いもあり

ます。その点では、信託組成に関与した専門家がリーズ

ナブルな対価で監督役を引き受けることや、当機構のよ

うな団体が組織力を持って監督役になる、あるいは監督

役を務める専門家のサポート機能を担うなどの方策を

検討すべきと思われます。 

３ 資産承継目的の場合、長期にわたる予測がそもそも

困難であることも、ネックの一つです。遺言であれば、

1 段階の相続だけが対象で、せいぜい相続人・受遺者が

先に死亡した場合の補充条項を検討すれば足りますが、

後継ぎ遺贈型受益者連続信託などを活用する場合には、

長期の資産承継を無理矢理規定しているようなケース

も見受けられます。しかし、長期の家族の形などは容易

に予想できるものでもなく、また、家産に対するニーズ

や社会経済状況も予想を超えて変化する可能性があり

ますので、無理に一定の予想に縛り付けることは危険で

す。この点についての一つの解決策は、次世代以降の自

主的な解決に委ねるというものです。後継ぎ遺贈の形を

あえて取らずに受益権を遺産分割の対象とし、相続人の

話し合いでその時点のニーズに合った承継を実現して

もらうということです。また、信託の変更が柔軟にでき

るように注意して条項を設けておくことも必要です。こ

れらについては、信託組成に関わる専門家において、

種々のケースを想定したモデル条項を検討しておくべ

きと思います。 

４ 課税関係の不明点やその対策などは、近時研究が進

みつつあります。課税庁がはっきりしたことを言わない

ので、いまだ心配がないわけではないですが、専門士業

団体や、当機構などの団体において、課税庁も巻き込ん

だ疑問点解明の意見交換などをすれば、いずれ解決は可

能であると思われます。 

５ これは私見ですが、民事信託の相談を受ける専門家

において、信託の活用についていささか大袈裟に構えす

ぎではないかと感じるところもあります。ある地域金融

機関の店頭からの依頼で、母娘間の現金２０００万円ほ

どの信託を行政書士さんが組成したので、見て欲しいと

言われたことがありました。母は他にも資産は持ってい

ますが、認知症になったときに施設入所費用が引き出せ

ないことに備えたいというものでした。母娘間には信頼

関係もあり、他の家族も全く反対していないという状況

で、このようなシンプルなニーズを信託という明確な法

律関係に仕組むことにも十分な意義があります。スキー

ム本に例示されているような何十条にも及ぶ規定が、全

てのケースに必要だとは思えません。しかし、このよう

なシンプルな信託においても、親子間の預け金等の曖昧

な形のまま放置せず、信託関係を明示することには大き

な意味があると思います。このようなシンプルな活用が

広く進むことが、市民の間に信託の理解と活用が進むこ

とに繋がるのではないでしょうか。 

(弁護士伊東大祐・専門家協議会副会長) 
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信託財産責任負担債務の債務控除について 

    

去る 11月 16日に行われた専門研修（税

理士が提案する財産管理と相続）では中田

義直先生より充実したご講義をいただきま

したが、その中でも民事信託実務において

重要な信託財産責任負担債務の債務控除に

ついて、整理してみたいと思います。 

１ 問題の所在➀ 

例えば、土地所有者を委託者（兼受益

者）、子を受託者とする自益信託を設定

後、信託内借入によりアパートを建設した

とします。その後、委託者が死亡したと

き、信託財産責任負担債務であるアパート

ローンを債務控除できるのか？すなわち、

相続税申告書第 13表「債務及び葬式費用」

の債務の明細に当該アパートローンを記載

して大丈夫なのか？という問題がありま

す。債務控除に関し、相続税法は、➀13条

1項で「被相続人の債務で相続開始の際現

に存するもの」としていますが、当該アパ

ートローンは、受託者の債務であって、被

相続人＝委託者の債務ではありません。 

仮に、委託者の死亡により信託が終了し

て、受託者である子が帰属権利者として土

地・アパートを取得した場合の相続税申告

では、残余財産を受益者から遺贈により取

得したものとみなす相続税法第 9条の 2第

4項により土地・アパートも相続財産とし

て記載することになりますが、当該アパー

トローンを相続債務として記載できるでし

ょうか？この点、「当該信託の信託財産に

属する資産及び負債を取得し、又は承継し

たものとみなして」とする相続税法第 9条

の 2第 6項が同 4項を除外していることか

ら、負債を承継したものとみなすことはで

きない、債務控除は認められないという意

見が考えられます。これに対し、債務控除

が可能との意見も多いように思われます。

まず、信託受益権を取得した者の相続税の

課税において債務控除を肯定していた土地

信託通達（個別通達）は廃止されたが、そ

の趣旨は撤回ではなく一般化であると考え

られること（信託法第 183条第 6項によ

り、帰属権利者は信託の清算中は受益者と

みなされます。）。また、信託法第 48条第

5項の受託者・受益者間の合意があれば、

受益者に信託財産責任負担債務に係る責任

を認識できること、などが理由になると思

われます。 

とはいえ、委託者の死亡時に信託を終了

させることなく、受託者である子を第２次

受益者としたうえで、信託契約上の終了事

由により適宜に信託を終了させる（帰属権

利者は信託終了時の受益者）方が、債務控

除を行う上で安心かもしれません。かかる

受益者連続スキームであれば、第２次受益

者は相続税法第 9条の 2第 2項により受益

権取得がみなされた者として、相続税法第

9条の 2第 6項が適用され、信託財産責任

負担債務であるアパートローンを承継した

とみなされるからです。 

２ 問題の所在② 

次に、相続税法は、②14条 1項で「前条

の規定によりその金額を控除すべき債務

は、確実と認められるものに限る。」とし

ており、この確実性については、債務の存

在のみならず、履行が確実なものでなけれ

ばならないとされています。例えば、相続

基本通達 14-1 では、保証債務は原則として

控除されず、連帯債務で負担金額が明らか

専門家協議会 会員 ニューズレター 

  

民事信託の活用が広がるための環境づくり 

2021.11.25 

Member’s 

News 

一般社団法人 

民事信託活用支援機構 



となっている場合には、当該負担金額を控

除する、とされています。 

この点、受益者連続スキームであれば、

相続税法第 9条の 2第 6項により被相続人

の債務ではない受託者の債務に関して当初

受益者から第二次受益者への相続による承

継をみなしてしまうのですから、受託者に

よる履行の確実性、あるいは信託財産によ

る履行の確実性をもって、「確実と認めら

れるもの」に当たると考えてよいのではな

いでしょうか？ 

これに対し、委託者の死亡により信託が

終了する場合はどうでしょうか？土地信託

通達（個別通達）に即して考えれば、受益

者連続スキームと同じく、受託者による履

行の確実性で要件を満たすように思われま

す。しかし、受託者・受益者間の合意に即

して被相続人＝委託者に焦点を当てて考え

ると、保証債務と同様に確実性に欠けるよ

うにも思われます。 

この点に関して参考となりそうな東京高

裁平成４年２月６日判決は、書面によらな

い贈与（任意の取消しが可能なため履行終

了時点で贈与があったと取り扱う例が多

い。）に関し、「贈与契約に基づく債務

は、保証債務のような補充的なものではな

いから、いやしくもその債務が存在するこ

と及びその債務が履行されることが確実で

あると証拠上認められるならば、これを

『確実と認められるもの』ではないとはい

えない」「書面によらない贈与であって

も、相続時点において、相続人によって取

消権が行使されずに履行されることが確実

と認定できるか否かが問題であるというべ

きである。そしてこの点の認定に関して

は、相続開始後における状況、特に相続人

によって現実に右債務の履行がされたか否

かの点は、相続開始時点において債務の履

行が確実と認められるか否かの認定におい

ても斟酌されて然るべきである。」と判示

しています。たしかに、信託財産責任負担

債務（当該アパートローン）は、保証債務

のような補充的なものではないといえるで

しょう。また、委託者の死亡で終了する信

託契約では、帰属権利者が信託財産責任負

担債務について債務引受をする旨の条項を

みかけることが多いのですが、これは相続

開始後における状況の斟酌という点を考慮

したものかもしれません。 

筆者としては、慎重を期して、受益者連

続スキームを採用し、相続後も受託者（信

託財産）による返済を継続させることが、

債務控除の観点からは安心なのではないか

と考えています。 

３ 立法の過誤？ 

 そもそも、相続税法第 9条の 2第 6項は

なぜ同 4項を除外しているのでしょうか？ 

その立法理由について、信託法が定める清

算手続きでは、信託財産責任負担債務を弁

済した後に残余財産を給付することが予定

されているため（信託法第 177 条・同 181

条）、相続税法の立法者は、信託終了後の

信託財産責任負担債務の承継を想定してい

なかったとの意見があります。ところが、

現実には、信託終了後もアパートローン等

の信託財産責任負担債務に関し、債権者を

含む関係者全員の合意に基づき、弁済によ

る消滅を回避して、帰属権利者が債務を引

き受けて分割返済を継続していく事例が多

いのです。ところで、今のところ委託者の

死亡で終了する民事信託において債務控除

が否認されたという事例は、まだ筆者の耳

には入っておりません。もしこの辺りの情

報がありましたら是非お知らせください。 

（弁護士山口正徳・民事信託活用支援機構

理事） 



 

 

 

 

 

 

 

 

ゴールベースアプローチ 

   

 人生 100 年時代、超高齢社会の日本にお

いて、ゴールベースアプローチによる資産

形成の考え方が最近広まってきています。 

 ゴールベースアプローチは、米国では、

90 年代の半ばからすでに普及していまし

た。日本においては、2017 年 3月に金融庁

が「顧客本位の業務運営に関する原則」

（以下、顧客本位の原則。）を公表した以

降、各金融事業者が、顧客本位の原則に対

する取り組み状況を公表し、顧客本位の資

産形成・運用の支援をする方法として、ゴ

ールベースアプローチの考え方を取り入れ

るようになり、その広がりを見せるように

なりました。 

 ゴールベースアプローチは、個人の目標

や夢をかなえるために資産形成を考える方

法で、最終目標（ゴール）を決め、そのゴ

ールから逆算して投資を考える方法です。

老後資金、住宅資金、子供の教育資金、車

の購入資金、レジャー・娯楽などの資金な

ど、さまざまなライフイベントに向けて、

いつまでにいくらの資金を準備していくか

を計算し資産形成を行っていきます。 

 若い世代であれば、老後資金準備のゴー

ルまでに長い時間があるため、許容するリ

スクを高めにしたポートフォリオでの運用

も可能となりますが、50 歳代の人が定年後

の資金計画をふまえた運用では、若い世代

ほど高い利回りを期待するポートフォリオ

での運用は難しくなります。また、子供の

教育資金の準備についても、子供の入学の

時期は決まっているため、保守的な運用に

ならざるを得ません。また、レジャーや娯

楽資金の準備に利回りの高い（リスクの高

い）ポートフォリオで運用し、運用の結果

が予定通りとなれば、レジャー・娯楽は予

定通り（むしろ予定以上の資金を使える）

実施、残念ながら期待利回りを実現できな

かった場合は、レジャー・娯楽の予定を変

更するなどライフイベントの変更を行いな

がら、それぞれ個人のゴールを目指し運用

していきます。 

 ゴールベースアプローチを実現するに

は、シミュレーションツールのサポートも

必要です。そのツールを使いながら各人の

運用ポートフォリオを決定し、実行してい

きます。 

商品を提供する金融事業者としては、顧

客それぞれのゴールを聴き、そのゴールの

実現にむけ顧客本位で業務を行っていかな

ければならなりません。例えば、同じ内容

の商品であれば、手数料が低い方が運用利

回りは高くなるため、手数料についても明

確に開示しながら、その顧客に最適な運用

商品の提供を行っていかなければなりませ

ん。 

 民事信託の設計においても、信託の目的

を実現するための設計が必要です。目的の

実現にむけ、信託財産の管理・処分義務が

課されている受託者は、信託期間中、受益

者のために信託財産を継続して管理・処分

していきます。 

民事信託は、高齢者が所有する資産の認

知症対策として設計されることが多いです

が、信託財産の管理・処分権を単に受託者

に移転し、管理・処分が滞ることを防ぐだ

けでなく、受託者が信託目的実現にむけて

信託期間中にどのように管理・処分してい

くかを設計時に明確に決めることも重要で

す。 

専門家協議会 会員 ニューズレター 

  

民事信託の活用が広がるための環境づくり 

2021.12.10 

Member’s 

News 

一般社団法人 

民事信託活用支援機構 



 少しずつですが、証券会社が信託口口座

の提供を始めてきています。金融商品が信

託財産ならば、信託財産の管理・処分にゴ

ールベースアプローチの考え方を導入する

ことも必要でしょう。受益者が必要とする

資金の準備のため、信託財産の運用方針を

信託設計時に検討していきます。 

信託は、次世代への資産承継を実現する

ものでもあります。信託を利用して子や孫

が将来必要となる資金を給付したいという

目的ならば、信託財産は一定のリスクを取

りながら運用することも必要でしょう。 

しかし、金融商品の運用に慣れていない

専門家のみが関与して信託を設計した場

合、リスクのある（リスクとは価格変動の

振れ幅があるという意味で使用していま

す）金融商品の運用は設計時点では考慮せ

ずに受託者に任せるとして、信託契約だけ

を形式的に作成し、あとはよろしくという

のはいささか無責任な感じがします。 

今後、金融商品を信託財産とする信託も

増えていくとすれば、信託契約を作成する

専門家が金融商品の運用経験が少ない場

合、その分野の専門家を交えてともに検討

していくことが必要であり、民事信託の設

計においても、顧客本位の取組姿勢が必要

と筆者は感じています。 

金融資産に限らず、賃貸不動産を信託財

産とする民事信託でも同じでしょう。賃貸

不動産の価値を保ち、賃貸収入を維持する

ことが、受益者のためになるからです。信

託財産の状況に応じ、信託設計時に信託財

産の価値を維持する修繕計画などを立てる

こととの支援をする専門家は、現時点では

少ないでしょう。しかし、信託は、受益者

のために受託者が信託財産をしっかりと管

理していく必要があり、受託者が資産管理

の専門家でない場合、信託期間中にどのよ

うな信託財産の管理をしていくかのガイド

も必要でしょう。この場合、不動産の専門

家の関与も必要となります。 

人生 100年時代の信託の組成において、

信託の設計に関与する専門家は、ゴールベ

ースアプローチの考え方も是非参考にして

いただけたらと思います。 

（石脇俊司 民事信託活用支援機構理事） 



 

 

 

 

 

 

 

 

民事信託の組成に関与した専門家の責任 

    

近年、民事信託の利用の増加と比例する

形で、民事信託に関するトラブルも増えて

きており、場合によっては訴訟まで至るも

のも出てきています。 

今回は、民事信託の組成に関与した専門

家の責任が問題となった事案として注目さ

れている令和３年９月１７日東京地方裁判

所判決について取り扱うこととします。な

お、この裁判例については、「家庭の法と

裁判２０２１年１２月号」（日本加除出

版）及び「家族信託の実務 信託の変更と実

務裁判例」（遠藤英嗣著）（日本加除出

版。２０２１年１１月刊）において詳細に

取り上げられておりますので、そちらもご

確認いただくと良いと思います。 

 

１ 事案の概要 

この訴訟は、原告が被告司法書士との間

で締結した委任契約に基づいて作成した信

託契約書では信託口口座の開設が出来ず、

また、想定していた信託内融資が受けられ

ないことが明らかになったことから、原告

が被告に対して、①将来融資等が受けられ

るような内容の信託契約を作成する債務に

かかる債務不履行責任、②委任契約を締結

するにあたって融資を受けられないリスク

があること等を説明すべき信義則上の義務

違反による不法行為責任、として損害賠償

を請求した事案になります。 

 

２ 本訴訟の争点及びそれに対する裁判所

の判断 

 本訴訟の争点は、①債務不履行責任の成

否、②不法行為責任の成否、③損害の有無

及びその額、の３つになります。 

 結論からすると、見積書や提案書の内容

から被告の債務不履行責任は否定しつつ、

不法行為責任を認めたうえで、損害額の一

部を認めたという形になります。 

 以下、順番に説明をしていきます。 

（１）債務不履行責任の成否について 

①当事者の主張概要 

 原告からは、将来において受託者が信

託内融資を受けられるように、またその

前提として信託口口座の開設ができるよ

うに、信託契約書案文を作成する段階

で、事前に金融機関に案文のチェックを

受け、内容等の調整を行うことや、信託

契約書の作成は被告が委託者の代理人と

して嘱託を行うのではなく、原告本人に

行わせるなど信託内融資が受けられるよ

うな措置を講じるべき債務を負っていた

にも関わらず、その債務を怠ったことが

債務不履行にあたるとの主張がなされま

した。これに対し、被告からは、原告主

張の内容等の調整義務等は負わない旨の

主張がなされました。 

②裁判所の判断 

 今回、原告・被告の間では委任契約書

は交わされていなかったところ、裁判所

は、提案書、見積書の記載をもとに、委

任事務の内容を認定したうえで、事前に

金融機関のチェックを受ける等の措置を

講ずる義務や委託者本人に作成の嘱託を

させるべき注意義務を一般的に負うもの
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ではないとして、被告の債務不履行責任

を否定しました。 

（２）不法行為責任の成否について 

 ①当事者の主張概要 

  原告は、被告が委任契約に先立つ説明

の際に、民事信託の信託内融資に関し、

何らのリスクがないかのように説明をし

て委任契約を締結させるなどした行為

が、不確実な行為について断定的判断を

提示しないという義務等に違反するなど

し、この注意義務違反は不法行為を構成

すると主張しました。これに対し、被告

は、あらかじめ信託内融資の必要につい

て説明を受けておらず、原告が主張する

ような説明義務は負わない旨を主張しま

した。 

 ②裁判所の判断 

  裁判所は、司法書士には、当事者に対

し、信義則に基づき、当該業務に関し、

必要な情報収集、調査等を行い、十分か

つ適切な情報を提供すべき義務を負うこ

とがあるものと解されるとしたうえで、

本件においては、委任契約を締結するに

先立ち、原告に対し、信義則に基づき、

金融機関の信託内融資、信託口口座等に

関する対応状況等の情報収集、調査等を

行ったうえで、その結果に関する情報を

提供するとともに、信託契約を締結して

も信託内融資及び信託口口座の開設を受

けられないというリスクが存することを

説明すべき義務を負っていたというべき

と判示したうえで、本件では、被告の原

告に対する情報提供義務及びリスク説明

義務違反があり、これらは不法行為を構

成するとして、不法行為の成立を認めま

した。 

（３）損害の有無及びその額 

 原告の請求額は３９１万０６４４円とな

っており、その内訳は次のとおりでした。 

 ①原告と被告との間の委任契約に関して

支出した費用 

  ア 被告に振込送金した報酬等  

１３７万９３８２円 

  イ 振込手数料      ８６４円 

  ウ 被告作成の信託契約書にかかる適 

格性審査手数料 ３万２４００円 

  ⇒ア～ウの合計 １４１万２６５６円 

 ②①に基づく信託登記の抹消費用（登録

免許税及び弁護士報酬） 

           １１万８０００円 

 ③やり直しとなった信託契約書作成等に

かかる費用 

  ア 公証役場手数料  

１０万０５８０円 

  イ 家族信託支援業務報酬  

８２万０８００円 

  ウ 信託登記費用（登録免許税及び弁 

護士報酬）  ９５万６８８０円 

  エ 振込手数料     １７２８円 

  ⇒ア～エの合計 １８７万９９８８円 

 ④本件訴訟にかかる弁護士費用  

５０万円 

 

 これに対し、被告は、もともとの信託契

約書の変更をした場合の費用８０００円の

限度での損害が認められるにすぎないと主

張しました。 



裁判所は両者の主張をもとに、上記（３）

①の金額全額、②の金額全額、④の一部

（１５万円）が本件に関する損害額である

として、合計１６８万０６５６円を損害額

として認定しました。 

 

３ 本件のポイント 

 本件訴訟では信託組成に関わった専門家

の責任が争われたところですが、その中で

いくつかポイントになったと思われる点を

取り上げます。 

（１）信託契約書の作成にあたって、委託

者代理人方式でなされたこと 

本件では、委託者の代理人による契約締

結になっていたことから信託口口座の開設

には応じてもらえなかったとの点が取り上

げられています。この点について、専門家

としては注意が必要です。一般に、契約書

を公正証書で作成する際に代理人方式は広

く使われていますが、遺言と同じ機能を持

つことも多い民事信託の契約において、委

託者本人の意思確認を公証人が実際に行わ

ない形での契約書の作成はリスクがあるこ

とが示されたものと言えると思います。 

（２）委任を受けた業務についての委任契

約書がないこと 

 今回の訴訟においては司法書士の責任が

問題となっていますが、士業においては必

ずしも委任契約書を作成することまでして

いない業種もあるところです（ちなみに、

弁護士は委任契約書を作成することが職務

基本規程により義務付けられています）。

今後、民事信託の組成に関与する専門家と

しては、どのような業務について委任を受

けたかを明確にしておくことで自らの身を

守るとともに、のちのちのトラブルの予防

を図っていくことが大切になってくるかも

しれません。 

（３）民事信託に関与する専門家の説明義

務（説明責任）について判示されたこと 

本判決では、当時の民事信託に関する司法

書士会等の活動状況などを認定したうえ

で、司法書士に対して、委任契約に先立

ち、信義則上、金融機関の信託内融資、信

託口口座等に関する対応状況等の情報収

集、調査等を行ったうえで、その結果に関

する情報を提供するとともに、信託契約を

締結しても信託内融資や信託口口座の開設

を受けられないというリスクが存すること

を説明すべき義務を負っていたというべき

という判断が示されています。 

今までもそうだったとは思いますが、今後

はより一層、単に信託契約書を作成すれば

終わりではなく、事前に融資等が必要にな

る案件については金融機関との事前協議な

どをしていくことが必要になると思われま

す。 

４ まとめ 

 今後も、民事信託に関する裁判は増えて

いくと思いますが、専門家としては裁判所

がどのような判断を示すのかについてしっ

かりと情報収集をしていき、自らの民事信

託への関与が問題視されることがないよう

に襟を正していくことが求められると考え

ます。 

（菊永将浩 弁護士 専門家協議会会員） 



 

 

 

 

 

 

 

信託の分割について 

 

新年あけましておめでとうございます。来

る 1月 21日に行われる専門研修では、当会

会員である司法書士法人 UNIBESTの久保田

司法書士より家族信託の分割事例のご講義

をいただきます。そこで、今回は、その予

習として信託の分割の概略をご説明したい

と思います。 

１ 信託の分割・併合の定義 

「信託の分割」とは、「吸収信託分割」と

「新規信託分割」の双方を含む概念であ

り、「吸収信託分割」とは、ある信託の信

託財産の一部を受託者を同一とする他の信

託の信託財産として移転することをいい、

「新規信託分割」とは、ある信託の信託財

産の一部を受託者を同一とする新たな信託

の信託財産として移転することをいいます

（信託法 2条 11項）。信託の分割は、広義

には信託の変更に該当すると考えられるの

で、信託の変更の方法に関する信託法１４

９条に準じた規定が設けられています。し

かし、信託財産に関する管理処分権を有す

る受託者の関与なく信託財産が変わってし

まうのは適当ではないので、受託者の関与

なく信託の変更を許している１４９条３項

に準じた規定はありません。  

２ 信託の分割の方法 

 信託の分割の原則的な方法は、委託者、

受託者および受益者の合意です（信託法

155 条 1項、同 159条 1項）。しかし、よ

り柔軟な信託の分割・併合を可能とするた

め、変更内容が関係当事者のうちの特定の

者の利益を害しないことが明らかである場

合には、その者の関与なくして可能なもの

とされています。 

⑴委託者の意思である信託の目的に反しな

いことが明らかであるときには、委託者と

の合意は不要とされ、受託者と受益者の合

意によって実現できます（各条 2項 1

号）。 

⑵信託の目的に反しないことおよび受益者

の利益に適合することが明らかであるとき

は、委託者・受益者との合意は不要とさ

れ、受託者のみの書面等による意思表示に

よって実現できます（各条 2項 2号）。 

⑶なお、信託行為に別段の定めがあるとき

は、その定めによります（各条３項）。し

たがって、信託行為の別段の定めによっ

て、上記⑴・⑵の方法に加えて、あるい

は、上記⑴又は⑵の方法を排除して、異な

る方法を採用することもできます。例え

ば、新規信託分割の方法に関し、指図権者

の指図に基づき、受託者のみによる新規信

託分割の実現も可能です。 

３ 信託の分割の利用例 

吸収信託分割では、例えば、ある年金信託

を分割して他の年金信託と併合するための

利用が想定できます。新規信託分割では、

自益信託の新規信託分割の後に受益者を変

更するスキームで暦年贈与を実現すること

が可能であり、某信託銀行の信託商品で利

用されています。すなわち、まず、多額の

金銭を信託財産とする自益信託を開設し、

別段の定めに基づく新規信託分割で信託財

産１００万円の信託を作り、さらに、その

信託の受益者を別段の定めに基づき変更す

るスキームです。研修でどのような事例が

紹介されるのか、とても楽しみです。 

（弁護士山口正徳・民事信託活用支援機構

理事） 
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オレの目の黒いうちは、オレがやる！ 

を民事信託で叶える方法はあるのか？ 

 

認知症対策の民事信託関係業務、特に会社やアパ

ートの経営といった事業に関する案件を見ており

ますと、ときどき遭遇する相談があります。委託者

となるご本人は、認知症対策の重要性はわかってお

り、今すぐ信託をすることに対して理解はある。た

だ、信託後も、実際に認知症になるまでは、事業を

受託者に完全に任せるのではなく、自分も（ある程

度は）関与していきたい、というものです。このよ

うな思いにはどのような方法でこたえることがで

きるのでしょうか？検討してみます。 

 

＜最初に思い浮かぶのは指図権者＞ 

 まずパッと思い浮かぶのは指図権者でしょう。指

図権者とは、受託者に対し、その働きに指図を出す

人です。委託者（兼受益者）であるご本人を指図権

者としておけば、認知症になるまでは事業に関与す

ることができます。 

 指図権者については信託法に定めがなく、商事信

託を所管する信託業法に定めがあるのみです。民事

信託では、法律上の立ち位置があいまいなものであ

り、信託行為の中でしっかりと規定する必要があり

ます。法律上、責任条項がないうえ、指図権者の責

任等に関する判例もいまだないことから、争いにな

った場合に様々な困難が生じることが考えられま

す。このことから、多用することは控えるべきであ

るとの意見もあります（日本加除出版「家族信託契

約」遠藤英嗣著）。 

 

＜指図権者の定めの問題点＞ 

 上記リスクをカバーしたうえで、委託者を指図権

者にしておけば万々歳、というわけにはいきません。

委託者が認知症になるリスクに備える信託ですか

ら、委託者を指図権者にすることには根本的なリス

クがあるわけです。よって、委託者が認知症になっ

た場合には指図権者の定めはその効力を失うこと

を信託行為の中に入れておく必要があるでしょう。 

 ところが、これがなかなか難しいのです。「認知

症になったときは指図権者の定めが失効」というの 

 

 

は、指図権者の定めに条件（法律上は解除条件と言

います。）がついているということです。条件をつ

ける場合は、どうなったら条件が成就するのか、客

観的にわかるような定め方にしておく必要があり

ます。この点、認知症による判断能力の低下は軽度

から重度までグラデーションがあり、どの時点で

「認知症になった」と言えるのかを明確にするのは

なかなか難しいものがあります。 

 一例としては、「後見開始の審判が確定したとき」

というものも考えられます。これなら明確ではあり

ますが、認知症対策の民事信託は、後見制度の利用

を回避したいがためのものも多い現状、この定め方

では本末転倒になりかねないことも多いのです。 

 

＜受益者代理人をつけて、受託者と協議させる方法

はどうでしょうか＞ 

 例えば、受益者代理人をつけることとし、指図権

者である委託者の判断能力の状態を見て、「受託者

と受益者代理人が書面で合意したとき」に指図権者

の定めが失効するという定めはいかがでしょう

か？受託者単独で判断できるようにすると、受託者

の恣意的な判断が可能になってしまいます。そこで、

受益者の利益最大化がお仕事である受益者代理人

を置いて、その判断に関与させます。これを書面で

合意させることで、条件成就時点を明確にできます。

なお、受益者代理人がついていても、委託者兼受益

者であるご本人は、判断能力があるうちは、指図権

者としての権利行使、及び信託行為の定めに従って

の受益者としての権利行使は可能です。 

 この方法によっても、例えば、まだご本人の判断

能力が衰え切ったと言えないうちに、受託者と受益

者代理人とで指図権を排斥してしまう可能性はあ

るにはあります。どんな信託も本当に完璧な条項を

作るのは難しく、むしろ本当の完璧を目指してはキ

リがなくなってしまうので、あとはご本人がどこま

でリスクを許容できるか、というところになってく

るかと思います。 

 

（司法書士岩白啓佑 民事信託活用支援機構理事） 

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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民事信託の実質的支配者は誰か 

１．実質的支配者リスト制度 

法人の透明性を向上させ、資金洗浄等の目的による

法人の悪用を防止する観点からは実質的支配者の情

報が必要です。しかし現行の法人の登記情報ではそ

の代表者名は分かりますが、実質的支配者が誰かに

ついては公示されていません。そこで、法務省は、

次に述べる FATFの対日勧告に基づき、本年１月末か

ら株式会社について「実質的支配者リスト制度」の

運用を開始しました。今後株式会社が金融機関から

融資等を受けるために実質的支配者の情報を求めら

れた場合は、登記所から実質的支配者リストの写し

の交付を受けて、これを金融機関に提出することが

できることになりました。なお、NPO 法人や民事信

託に「実質的支配者リスト制度」はありません。 

２．FATFの第 4 次対日審査結果 

（１）マネロン・資金供与対策 

FATF（Financial Action Task Force）はマネーロン

ダーリング対策やテロ資金対策の為に G７諸国を含

む 35か国と EC等の地域機関が加盟している政府機

関であり、「金融活動作業部会」と訳されています。

昨年 8月に FATFが日本に対する第 4次のマネーロン

ダーリング・テロ資金対策の審査結果を公表し、日

本が先進国の中で低評価になったので、政府は同対

策を改善し今後のフォローアップ審査をクリアする

ために、同公表と同時に警察庁、財務省、金融庁、

法務省等の関係省庁の緊密な連携を確保するために

「マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策政策会議」

を設置し、またマネロン・テロ資金の供与・拡散防

止の金融対策に関する「行動計画」を公表しました。

この会議は関係省庁の職員をもって構成する分科会

を開催することができ、行動計画では関係省庁が実

施主体になりました。 

（２）対日審査結果の報告書の指摘 

報告書の第 7 章 37～39は、「日本は法人及び法的取

極め（信託等）の悪用に係るリスクについての理解

がない法執行機関は捜査に役立つ基本情報や実質的

支配者情報の情報源について理解が不足している。 

政府は金融機関、暗号資産交換業者、及び大半の指

定非金融業者及び職業専門家に実質的支配者情報の 

 

 

 

収集と検証を求め、また公証人に新しく設立される 

会社の実質的支配者情報をチェックするよう求めて

いるが、そのための措置がまだ実施されていない。

また会社が基本情報の提供を怠った場合の罰則は適

用されていない。」と厳しく指摘しています。 

（３）法人、信託の悪用防止のための行動計画 

（行動計画の４） 
① 実質的支配者情報の透明性向上  
全ての特定事業者が、期限を設定して、既存顧客の実

質的支配者情報を確認するなど、実質的支配者に関す

る情報源を強化する。商業登記所が実質的支配者情報

を保管し、その旨を証明する制度を開始する。（この制

度は今般「実質的支配者リスト制度」として運用を開

始しました。） 
② 民事信託・外国信託に関する実質的支配者情報の利

用・正確性確保 
信託会社に設定・管理されていない民事信託及び外国

信託に関する実質的支配者情報を利用可能とし、その

正確性を確保するための方策を検討し、実施する。 
③ 法人・信託に関するガイダンス作成  
都道府県警や国税庁等の法執行機関向けに、法人及び

信託の実質的支配者情報に適時にアクセスするための

ガイダンスを作成する。  
④ 特定非金融業者及び職業専門家の顧客管理の実施  
全ての特定非金融業者及び職業専門家を実質的支配者

情報の確認を含む顧客管理義務の対象とすることを検

討し、所要の措置を講じる。 
３．金融機関等特定業者の対応強化 

金融庁は金融機関に対し「マネーロンダーリング対

策やテロ資金対策に関するガイドライン」で求めて

いる態勢整備を要請しました。 

４．職業専門家の顧客管理義務 

民事信託には登記制度がないので、法務省は、その

支配者情報を利用可能とし、その正確性を確保する

ために職業専門家に対して実質的支配者情報の確認

を含む顧客管理義務を課す措置を講じることを検討

していると思われるので、今後注視していきたいと

思います。 

（髙橋倫彦 民事信託活用支援機構代表理事） 

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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１ 今回は、一部で話題となっていた、東京地裁平成 

 

１ 1 月 25 日の岩白理事の本ニューズレターでは、委託

者が信託後に信託財産管理に関与をのこす方法として､指

図権者や受益者代理人の活用を紹介されました。 

 ご紹介の内容は、信託財産の管理処分の権限に基づき受

託者が行う意思決定について､他者がそれを制限したり、

決定内容に影響を及ぼすにはどういう方策があるのか、と

いうことができますが、その前提として、受託者の持つ信

託財産の管理処分の権限や、それを制限し、あるいは受託

者に対して監督等を行う信託関係人の制度が、信託法にお

いてどのように構成されているかを振り返ってみることも

有益と思います。 

２ 出発点 受託者の権限は広い 

委託者は、信託目的を定めて受託者に信託財産を移転

し、その管理処分を委ねる訳ですが、受託者は信託財産の

所有者となりますので、信託財産について「所有者とし

て」管理処分の権限を有することになります。 

むろん信託には信託目的があり、受託者はそれに従って

受益者のために管理処分しなければなりませんので、受託

者が何らの制約なく自由に管理処分できるというものでは

ありません。信託法も２６条で、受託者は「信託財産の管

理処分及びその他の信託の目的の達成のために必要な行為

をする権限」を有すると規定しています。 

しかし、この権限の範囲による法律効果は、信託法にお

いては、信託財産責任負担債務の範囲を示す 21 条 1 項の

5～7 号に関連し、また、受益者による受託者の権限違反

行為の取消しについての 27 条に関連する形になっていま

すが、これらの規定が示すとおり、信託財産が受託者の行

為の結果生じた債務の責任財産となるか（債権者や他の債

権者という外部的関係での問題）、や、受益者による当該

行為の取消しという形での規定がされ、そこに第三者の善

意悪意も関連しての複雑な規定がおかれ、この解釈は極め

て難解なことになっています。 

ところが信託法を離れるとどうでしょうか。不動産登記

では、例えば信託契約上受託者に不動産の処分権を認めな

いこととしていても、受託者が信託財産である不動産を他

に譲渡し、移転登記を申請してもそれは登記官において阻

止されません。あくまでも完全所有権者として扱われま

す。その処分行為に信託監督人や受益者代理人、信託法上

規定されない指図権者や同意者の同意等を条件としていて

も、それらの同意の有無は登記手続上はチェックされませ

ん。 

このように、①受託者の権限は信託契約上制限はできて

も対外的には無制限として扱われる、②権限違反について

は行為の効果が及ぶかの法的係争や、受益者等による取消

しとして事後的に争うしかない、というのが信託法の制度

の基本的仕組みです。 

３ 信託関係人の機能 

信託法は、信託管理人、信託監督人、受益者代理人の信

託関係人の制度を定め、また、旧信託法の時代から実務上

活用されてきた指図権者という制度もあります。信託管理

人は受益者が不在の場合ですので省略しますと、まず信託

監督人は、信託に関する一般的な監督権を持っているので

はなく、131 条により、受益者の権利のうち制限できない

ものである 92 条各号の監督権を持つものです。受託者の

権限行使をコントロールするのに信託監督人をただ置くだ

けでは足りません。実務上受託者が不動産売却など一定の

行為をするのに信託監督人の同意を要するなどの仕組みを

置くこともありますが、同意がなく移転登記された場合に

却下されるものでないことは前述のとおりであり、その効

果の限界に注意が必要です。 

受益者代理人は、元来は受益者が多数になる場合に権限

の統一的行使を可能にし受益者による監督を代行して実効

あらしめるためのものです。また多数の受益債権の行使を

統一的にするなどの効果が期待された制度設計になってお

り、反面受益者の権限が 92 条の権利を除き制限されそれ

は受益債権の行使にも及びます。最近の家族間の信託での

受益者代理人の活用は一種の転用というべきで、有益な工

夫ですが、反面受益者の権利を制約しすぎでないか、注意

が必要です。 

 指図権者は信託法上には規定がありませんが、旧信託法

の時代から、投資判断などの専門知識を補充する場合と、

委託者に実質的判断権を残す場合に活用されてきました。

委託者や受益者の意思を受託者の信託財産の管理処分に反

映するには素直に直接的なものと言えますが、指図権者の

指図に違反した行為について事前に阻止できる仕組みがな

いことと、指図権者自身が信託監督人や受益者代理人のよ

うに取消権等の是正権を持つものでないことに限界があり

ます。 

４ とはいうものの、法的強制力がなくとも、信託関係者

間での事実上のコントロールは無意味ではなく、家族の信

託などではこれらの活用を工夫すべき意味は十分ありま

す。信託組成に関わる専門家は、これらの仕組みの有用性

とともにその限界も十分に関係者に説明すべきでしょう。 

(弁護士伊東大祐・当機構理事・専門家協議会副会長) 

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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受託者の解任について 

    

今回のレターでは、受託者の解任につい

て書かせていただきます。最近、受託者を

変更したいという相談を自益信託の委託者

兼受益者から複数件受けました。いずれ

も、信託契約書（いずれも公正証書ではな

いもの）を確認すると、受託者の解任を制

限する条項が存在していました。はたし

て、このような制限条項は、適正なものな

のでしょうか？ 

１ 受託者の解任事由 

信託法には、受託者の変更という概念は

ありません。信託法では、旧受託者の任務

の終了と新受託者の就任とが規定されてお

り、終了＋就任＝変更ということになりま

す。 

受託者の任務の終了事由は、信託法５６

条１項に列挙されており、同条同項６号に

「第５８条の規定による受託者の解任」が

挙げられています。そして、信託法５８条

は、１項で「委託者及び受益者は、いつで

も、その合意により、受託者を解任するこ

とができる。」と規定しています。合意と

いう文言になっていますが、委託者＝受益

者の自益信託においては、委託者＝受益者

の単独の意思表示によって、いつでも受託

者を解任できる、という意味になります。 

ところで、信託法は同時に、５８条３項

で「前２項の規定にかかわらず、信託行為

に別段の定めがあるときは、その定めによ

る。」と規定しています。すなわち、委託

者及び受益者の合意による受託者の解任を

制限する別段の定めが許容されています。 

２ 受託者の解任を制限する条項 

実際に、筆者が相談を受けた信託契約で

は、➀ある民事信託契約では、受託者の義

務の不履行又は重大な契約違反が条件とし

て加重されていました。しかしながら、受

託者の義務の不履行又は重大な契約違反を

立証することは、簡単なことではありませ

ん。また、②別の民事信託契約では、受託

者の承諾が条件として加重されていまし

た。 

３ 考察 

 例えば、受益者の浪費抑制を目的とする

他益信託であれば、受益者の意思に基づく

受託者の解任を制限することは合理的で

す。しかし、自益信託において利益を享受

する者は、委託者＝受益者だけです。受託

者は、受益者のために信託財産の管理又は

処分等をする者なので、信託の利益を享受

することはできません（信託法８条）。だ

とすれば、委託者＝受益者の自益信託にで

は、理由のない委託者＝受益者の意思に基

づく受託者の解任が許されるべきだと思わ

れます。 

従って、少なくとも現実に、受託者にお

いて、委託者＝受益者に不信感を惹起され

る事情が認められる事案では、信託契約の

一部無効、すなわち、受託者の解任事由を

制限する条項の無効が認められても良いよ

うに思われます。 

実際、信託の倒産隔離機能を強調した、

受託者の委託者に対する詐欺的な信託組成

が疑われる事例もあります。今後の訴訟で

は、このような事例で、信託契約の一部無

効が認める判決もでるのではないかと考え

ています。（弁護士山口正徳・民事信託活

用支援機構理事） 

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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認知症による預金口座の凍結を防ぐ信託（信託銀行の商品） 

   

 銀行預金は、預金者本人の意思確認がで

きなければ引き出すことができません。預

金者本人が認知症になり意思確認できない

状況になると、預金の引き出しや振り込み

手続きが難しくなります。そうなると、高

齢な預金者の家族が、生活費や介護費用を

立て替える必要も生じ、家族の負担は大き

くなります。 

この「預金口座の凍結問題」の対策の１

つに民事信託の利用があり、その取り組み

は今後増えていくことが考えられます。 

 また、民事信託ではなく、信託銀行の信

託商品を利用するという選択もあると思い

ます。そこで今回は、信託銀行の商品につ

いて紹介してみたいと思います。 

 複数の信託商品を比較して検討したいと

ころですが、紙面の関係から、このニュー

ズレターでは、三菱 UFJ信託銀行（以下、

同行といいます。）の「つかえて安心」の

信託商品を取り上げてみます。筆者がこの

商品を取り上げた理由は、他の信託銀行で

も同様な商品があるものの、スマートフォ

ンのアプリを利用することができ、親と遠

く離れて住む子供たちでも、便利に利用す

ることもできると思い、筆者の独断で取り

上げるもので、それ以上に他意のないこと

を申し上げておきます。また、以下の内容

は、筆者がこの商品の利用を検討するとき

に気になる点について取り上げています。

商品の詳細な内容は、同行の HP

（https://www.tr.mufg.jp/shisan/tsukaet

eanshin_02.html?id=tokucho）や商品を説

明する資料等を読者が直接ご確認いただけ

るようお願いいたします。 

●信託目的 

 HP記載の商品説明資料によると、この信

託商品の信託目的は以下の通りです。 

「委託者または委託者の未成年後見人、任

意後見人もしくは成年後見人が、同行が別

に定める代理出金機能付信託アプリ利用規

定に従い、委託者、受益者代理人、後見人

またはこの信託に係る権利について代理権

を付与された保佐人、補助人（以下、後見

人等といいます。）からの申し出を受けて

同行において払い出した金銭の入出金履歴

の作成を行うとともに、委託者、受益者代

理人、後見人等または委託者の推定相続人

が指定した親族等に入出金履歴の閲覧を認

めることにより、委託者の財産管理を円滑

かつ継続的に透明性のある方法により実施

できるようにする目的で信託された金銭を

管理する」 

●信託目的からわかる信託商品の内容 

 上記の信託目的から、預金者の判断能力

の低下に対応する信託商品として、多方面

から使い勝手について検討した商品である

と筆者は感じています。以下にそのポイン

トを挙げます。 

 ポイント①：この信託商品の契約者は委

託者本人だが、委託者本人が任意後見の被

後見人、法定後見の被後見人でも利用でき

る商品であること。 

 ポイント②：代理権を付与された、受益

者代理人、後見人等が、同行に預金引き出

し手続きをすることができる。 

 ポイント③：代理出金機能付信託アプリ

があり、代理権を付与された人がアプリを

使って預金引き出しの手続きができる。 
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 ポイント④：同行が入出金履歴を作成

し、その履歴を委託者、受益者代理人、後

見人等または推定相続人が指定した親族ま

で見ることができる。 

●民事信託と比べてみると 

 民事信託で利用する信託口口座では、信

託財産の入出金は受託者が行います。受託

者は、入出金履歴の記録いわゆる信託帳簿

を作成し、信託の計算期間終了時に、受益

者（委託者）に信託財産の状況を報告しま

す。この手続きは受託者が果たす義務があ

る信託事務であり、必ず受託者がおこなわ

なければなりません。 

 一方、この「つかえて安心」を利用する

と、受託者の信託銀行が信託帳簿の作成、

信託財産の状況報告を行います。さらにそ

れは受益者以外の親族等もアプリ上で確認

することができ、大変便利な信託です。 

 民事信託では、受託者による帳簿等の作

成等、報告及び保存の義務の履行が大きな

課題です。しかし、信託銀行の信託商品を

利用すれば、委託者の財産管理状況を透明

性のある方法により確認することができ、

利用者にとって便利です。任意後見を利用

する場合においても、この信託商品を利用

すると、任意後見人が代理する被後見人の

預金口座の手続きの履歴が明確に記録さ

れ、任意後見監督人も任意後見人の事務を

確認しやすくなります。とても便利で機能

的な信託商品と筆者は感じています。 

●民事信託をサポートするアプリもある 

 民事信託においても、受託者の信託事務

の負荷の軽減等を目指して、信託財産の入

出金履歴や残高状況をアプリで確認できる

よう、その機能を提供するサービスも開始

されているようです。 

 将来において、信託口口座を提供する金

融機関が、このようなサービスを提供する

会社のシステムと連携（API 連携）し口座

情報を提供すれば、民事信託においてもと

ても便利な機能になり、是非、このような

サービス展開に期待したいと思います。 

 しかし、金融機関が信託銀行の信託代理

店となり、信託商品を代理又は媒介するこ

とで収益を上げることを優先すると、API

連携に魅力を感じず応じないこともあると

筆者は感じています。今後、どのような展

開となるか、注目したいと思っています。 

●信託報酬 

 「つかえて安心」は、信託設定時、信託

財産への追加入金時に、同行に報酬を支払

う必要があります。報酬率は、信託元本額

に対して、5000万円以下の部分は、1.65%

（消費税込み）、5000万円超の部分は、

1.1%（消費税込み）となっています。さら

に、月額管理料として 528円（消費税込

み）の管理料がかかります（月額管理料は

信託財産額にかかわらず）。 

 1000 万円を信託しようとすれば、16万

5000 円の信託報酬の支払いが必要になりま

す。信託元本額が多額になると、報酬率が

乗じられ高額になりますが、数千万円程度

の信託元本額であれば、信託商品の機能と

利便性から民事信託ではなく、信託銀行の

商品を利用する人もいるだろうと、筆者は

考えています。 

●専門家は比較して提示することも必要 

 今後は、民事信託に対応する専門家は、

依頼者に対して、民事信託を利用するの

か、それとも信託銀行の信託商品を利用す

るのかについて比較して提案する必要も生

じると思います。 

 依頼者とその家族にとってどの仕組みが

よいか、その選択肢を提示することは、専

門家に必要な業務でもあると考えます。 

（石脇俊司 民事信託活用支援機構理事） 



 
 

 

 

 

 

高齢＆低成長日本における社会課題に 

民事信託で挑戦！？ 

～認知症対策をしながら、じっくり運用で資産成

長とゆとりある生活を目指す～ 

 

私も当機構の理事の末席を汚しておりますので、

民事信託をいかに活用するか、日々考えております。 

現代日本は高齢社会を迎え、様々な課題が声高に

叫ばれていますが、その中で、私は今、老後生活資

金の不安、高齢者の膨大な預金が市場に出回らない

問題、認知症による資産凍結、にフォーカスした民

事信託の活用を考えております。 

 

数年前、老後生活資金 2000万円不足問題が話題

になりましたが、老後生活資金が心配なら、資産運

用して増やせばいい。年金制度への信頼が揺らぐ一

方の現在、資産運用は政府も推奨しています。 

また、高齢者の膨大な預金が市場に出回らないこ

とも問題となっております。2015年の厚労省の試

算では、2025 年（もうすぐ！）には、65歳以上の

3人に 1人が認知症またはその予備群となる可能性

が指摘されており、膨大な預金が市場に出回らない

どころか凍結してしまうことも危惧されます。資産

運用が広まれば、この問題にもアプローチできます。  

例えば、500万円を、年 5%複利を目指し、投資信

託で 10年長期分散運用（年 5%というのは決してハ

イリスク・ハイリターンではなく、堅実な運用目安

に分類されるでしょう。）したとしましょう。単純

計算ですが、税金を考慮しても資産は約 240万円増

える計算になります。 

 

 メリットは理解しても、（特に高齢になってくる

と）考えることや手続が面倒という声も多く聞きま

す。また、認知症になってしまった場合、預金であ

れば、代理人による引き出しを認めるなど金融機関

が手を打ち始めていますが、証券だとまだまだ凍結

リスクが高いようです（ちなみに、認知症になって

も家族が預金を引き出せる制度は、ほとんどが本人

の生活費や療養看護費に限られ、柔軟な運用に使用

するのは難しいようです。）。 

 

 

 

では、民事信託を使って何とかできないか？ 

ここ最近、有価証券の民事信託口座に対応してく

れる証券会社が少しずつ増えてきました。ネット検

索のレベルでは期待薄に見えても、電話で正式に問

い合わせると対応しているとの回答が得られ、私の

事務所までわざわざ説明に来てくれる証券会社も

出てきています。 

そこで、民事信託で親が子に資金を託し、子が有

価証券で運用する方法をとるとどうでしょう。親は

面倒な部分を子に任せ、子の運用で資産を増やすこ

とができます。同時に、認知症による資産凍結対策

にもなります。また、特に投資信託は長期で持つほ

ど複利効果が大きくなるところ、親子二代に渡る時

間を味方につけた理想的な運用ができ、子にとって

も、将来の相続財産が増えるメリットがあると言え

るでしょう。 

 

 この取り組みは、民事信託の知見に加え、資産運

用の知見も必要で、私だけで考えるのは難しく、現

在、ＦＰ（ＩＦＡ）の方々に協力を仰いでいます。 

もちろん、以前から一部証券会社界隈では、証券

の民事信託の取組みはあったものの、証券の信託口

口座に対応する証券会社が少なかったこと、（堅実

な）資産運用と民事信託両方の知見をもった専門家

が少なかったことから、少なくとも私の周りの専門

家では、このような取組みの話はほとんど聞きませ

ん。これまでの民事信託は、認知症による資産凍結

のリスクヘッジがメインであり、言い換えればここ

止まりだったのです。しかし、同じ認知症に対する

財産管理制度である後見と比べても、投資による資

産運用が柔軟にできうるのが民事信託です。できれ

ば、専門家として、そのメリットをしっかり活かす

方法を考え、社会に提供していきたいところです。 

 

とはいえ、投資である限りリスクはゼロにはなり

ませんし、信託契約の内容もこれまでとは違った視

点から吟味しなければなりません。例えば、委託者

が望む運用方針をどのように契約書の中に反映さ

せるか？この信託は、ともすれば受託者の暴走が起

きやすいパターンと思われます。受託者がハイリス
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ク・ハイリターンの証券に投資し、失敗して資産が

大きく減るということも大いに考えられます。そし

て、そのような運用方針は、多くの場合、委託者兼

受益者の意思に反すると思われます。 

民事信託の専門家による委託者兼受益者の希望

をはっきりと盛り込んだ契約締結のサポート、資産

運用のプロによるしっかりとしたリスク説明と投

資指導。この２つが鍵になるんだろうなと考えてお

りますし、この２つが揃えば、日本が抱える社会課

題に大きな一石を投じる取り組みになる可能性を

秘めている気もしています。 

 

（司法書士岩白啓佑 民事信託活用支援機構理事） 



 
 

 

 

 

 

民事信託の実質的支配者は誰か（２） 

１．マネーロンダーリング対策やテロ資金対策 

本年 2 月 10 日のニューズレター126 号で、G７諸国

を含む 35か国と EC 等の地域機関が加盟している政

府機関「金融活動作業部会」（FATF）がマネーロンダ

ーリング対策やテロ資金対策に関する第 4次対日審

査を行い、昨年 8月にその審査結果が公表されたこ

と、政府が FATFの要請に応え、マネロン・資金供与

対策を強化の「行動計画」を策定したことを紹介し

ました。FATFが「日本は法人及び法的取極め（信託

等）の悪用に係るリスクについての理解がない。法

執行機関は捜査に役立つ基本情報や実質的支配者情

報の情報源について理解が不足している。」と厳しく

指摘しました。法人や信託は隠れ蓑として使われる

危険性があるからです。法人の代表者は株主とは限

りません。信託の受託者は原則受益者ではありませ

ん。政府は行動計画の実施のため、本年 1月から法

人の実質的支配者情報の取得のために登記所による

「実質的支配者リスト制度」を実施しました。しかし、

法的取極め（信託等）には登記制度がないので、実

質的支配者情報の取得方法が課題です。この問題は、

民事信託活用支援機構の 5 月の専門研修で取り上げま

す。 

 

２．ロシア連邦等に対する経済制裁等の実施 

政府は、ロシア連邦によるウクライナ共和国への軍

事侵攻の平和解決のための国際協力として、本年 2

月以降ロシア連邦等に対して経済制裁等を行いまし

た。この制裁は段階的に強化され、4月 12日までに

11回の新たな制裁措置の公表がありました。 

金融分野の制裁は支払い規制及び資本取引規制です。

これまでに多数のロシア連邦及びベラルーシ共和国

等の関係者、その金融機関、企業等の団体が規制対

象として指定されました。 

このウクライナ侵攻は遠い海外のことであり、国内

の民事信託に係る専門家には関係がないことのよう

に感じますが、この経済制裁の実施には国際協調が

求められるので、無関係ではありません。財務省は

金融機関に対して外為法に基づき金融取引時の本人

確認手続きの徹底を要請しました。 

 

 

金融取引には暗号資産の取引も含み、本人確認には

信託の実質的支配者の確認も含みます。 

 

３．信託の悪用防止のための「行動計画」 

政府のマネロン・テロ資金の供与・拡散防止の金融

対策の行動計画では、民事信託の透明性を確保する

ために次のような方策を検討し実施することになっ

ています。 

① 信託会社に設定・管理されていない民事信託及

び外国信託に関する実質的支配者情報を利用可能と

し、その正確性を確保するための方策を検討し、実

施する。 

② 全ての特定非金融業者及び職業専門家を実質的

支配者情報の確認を含む顧客管理義務の対象とする

ことを検討し、所要の措置を講じる。 

 

４．信託の先進国英米の動向 

① 英国では金融機関はその顧客について会社と同

様に信託についても実質所有者を特定し、その本人

確認を行います。実質所有者とは顧客を所有または

支配する個人、又は取引の利益を受ける者を言いま

す。信託又は会社サービス提供者が仲介をしている

法人又は個人、登記上の事務所、営業所 郵便物受

け取り住所を提供している会社、信託の受託者又は

受益者は実質所有者とみなされます 

なお、信託又は会社サービス提供者はマネロン及び

テロ資金供与対策の法令を遵守し、英国歳入税関庁

等に登録を要します。 

② 米国では、銀行等の金融機関はリスクベースの

マネロン法令順守計画を立て、顧客管理を行わなけ

ればなりません。法人顧客については実質所有者の

確認が必要ですが、信託についての特別な規定はあ

りません。 

 

５．民事信託の実質的支配者と職業専門家 

法務省は、今年中に民事信託の実質的支配者情報を

利用可能としその正確性を確保するための方策、及

び職業専門家に実質的支配者情報の確認を含む顧客

管理義務を課す措置を講じる計画を立てています。

今後どのような措置が出るのか目が離せません。 

（民事信託活用支援機構代表理事 髙橋倫彦 ） 
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１ 今回は、一部で話題となっていた、東京地裁平成 

 

１ 相続法制については、平成 30年の民法相続法編の大

改正により、配偶者居住権制度の創設・自筆証書遺言の要

件緩和と預かり制度の創設・遺留分減殺請求権の金銭債権

化・遺留分の算定方法の見直し・相続による遺産取得への

対抗要件主義の導入及び遺言の絶対的効力の見直し等の、

非常に重要な改正が行われました。 

実務上大きな影響があると思われる対抗要件主義化や遺

言の全体的効力の見直しなどについては、当機構において

もその重要性を指摘してきたところです。 

また、配偶者居住権制度の創設は、立法意図であった配

偶者の居住利益の保護という点を超えて、一種の節税効果

が期待できるという点での活用が進められ、予想外の普及

が見られているところです。 

自筆証書遺言の預かり制度についても、その本体より、

法律には規定されていない死亡時通知が、その制度の実効

性を担保するために整備され、公正証書遺言を超えた実務

上の活用可能性が指摘されてきたところです。 

２ さて、その後この法改正の実務運用が定着しつつある

状況下で、新たに「所有者不明土地」問題に関連した法改

正が行われ、民事実体法としても非常に重要な法改正が行

われました。 

「所有者不明土地」問題とは、相続等で所有権の帰属に

変更があった場合にも、従前は相続登記等を義務づける法

制度がなかったことから、被相続人の名義のまま放置さ

れ、その後に何回も相続が繰り返され、現在の所有者が判

明しないことにより、当該土地の有効な活用等が阻害さ

れ、また、管理の適切を欠いた土地が近隣に悪影響を及ぼ

すなどの問題です。 

もとより、土地の適切な管理と運用は、その所有権を有

する者において行われるべきところ、長期に低迷する経済

状況のもと、所有者においても土地の有効活用へのインセ

ンティブが低下し、また、遺産分割等の権利承継の確定も

それを行うべき関係者の自治に任され、ある程度有効活用

の余地のある土地についても、その確定プロセスの心理

的・経済的負担などから忌避され、結果として権利関係を

確定しないままとなっている事例が、ことに昨今多く見受

けられることとなったところです。 

また、高齢化に伴い、遺産分割等の手続自体が、関係者

の意思能力の喪失等で困難となる事例も増えてきました。 

そこで、政府においては、平成２７年４月に国交省に検

討会を設置し、必要な法整備について検討を重ね、平成３

０年にはまず民事実体法以外の部分について、所有者不明

土地の利用の円滑化等に関する特別措置法を制定して、公

的な利用の円滑化、所有者の探索の合理化、地方公共団体

の長等による財産管理人選任請求制度の創設などをまず行

いました。 

３ 次いで令和３年４月、民事基本法制自体についても見

直しが行われました。「民法等の一部を改正する法律」及

び「相続等により取得した土地所有権の国庫への帰属に関

する法律」の制定がそれです。 

この法改正等は、所有者不明土地問題への対処を目的と

するものですが、それにとどまらない民法の基本制度等の

改正を内容とする非常に重要なものとなっています。 

第１に、令和５年４月１日に施行される、土地利用の円

滑化に関する一例の民法改正です。財産管理制度につい

て、所有者不明土地管理制度・管理不全土地管理制度等の

新たな制度が創設されました。また、共有者不明の共有地

の利用の円滑化について、裁判所の関与の下で、不明共有

者等に対して公告等をした上で、残りの共有者の同意で、

共有物の変更行為や管理行為を可能にする制度等が創設さ

れます。実務的に重要と思われるのは、相続開始から 10

年を経過したときは、個別案件ごとに異なる具体的相続分

による分割の利益を消滅させ、画一的な法定相続分で簡明

に遺産分割を行う仕組みが創設されます。また、相隣関係

についての法改正もされ、ライフラインを自己の土地に引

き込むための導管等の設備を他人の土地に設置する権利を

明確化し、隣地所有者不明状態にも対応できる仕組みが設

けられます。 

第２に、令和５年４月２７日に施行される、相続土地国

庫帰属法です。これは、相続等により土地の所有権を取得

した者が、法務大臣の承認を受けて、その土地の所有権を

国庫に帰属させることができる制度を創設するもので、地

価の低い地方等での「負動産」問題の解消が期待されるも

のです。 

第３に、令和６年４月１日に施行される、不動産登記法

の改正です。相続人等に３年以内の相続登記の申請を義務

づけるとともに、各種支援措置が設けられます。また、登

記官の職権による死亡等の事実の登記簿上への表示が行わ

れることとなります。 

 以上のとおり、特に今回の一連の民法・不動産登記法の

改正及び相続土地国庫帰属法の制定は、必ずしも所有者不

明土地問題にかかわらない相続法制や相隣関係法の改正も

含む、重要な改正となっていることに注意が必要です。 

(弁護士伊東大祐・当機構理事・専門家協議会副会長) 
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相続税に関する令和 4 年 4 月 19 日最高裁判決 

   

今回取り上げるのは、相続税に関しての

令和４年４月１９日最高裁判決です。この

判決はマスコミなどでも大きく取り上げら

れたため、ご存じの方も多いかもしれませ

ん。 

この判決は信託の事案ではないものの、

民事信託にかかわる専門家としてしっかり

と認識をしておく必要があるものと思われ

ますので今回取り上げさせていただきま

す。 

なお、本稿では、事案については概要を

紹介するに留めますが、この事案の詳細に

ついては、今回の最高裁判決の第一審であ

る令和元年８月２７日東京地裁判決、同控

訴審である令和２年６月２４日東京高裁判

決に関して、多くの評釈等が出ております

ので、興味のある方はそちらを参照してく

ださい。 

１ 事案の概要 

 この事案は、相続財産である不動産の一

部について、財産評価基本通達（以下、

「評価通達」という）の定める方法によっ

て相続税の申告をしたところ、所轄の税務

署長から、当該不動産の価格は評価通達に

よって評価することが著しく不適当であっ

て、別途実施の鑑定による評価額をもって

評価すべきであるとして、この鑑定評価額

をもととしてなされた更正処分及び過少申

告加算税の賦課決定処分について、当該処

分を受けた者がその取消を求めたというも

のです。ざっくり言うと、評価通達に基づ

いて０円で申告された相続税の申告につい

て本来は２億４０４９万８６００円が正し

いとしてなされた更正処分、賦課決定処分

の取消しを求めたものです。 

 本件における主な事柄を時系列に記載す

ると次のようになります。なお、本件にお

いて問題となる不動産を「本件甲不動産」

「本件乙不動産」と、両者をあわせて「本

件各不動産」と表記します。 

 

・平成２１年１月３０日   

被相続人が信託銀行から６億３０００万円

を借り入れて、同日付で本件甲不動産を８

億３７００万円で取得。 

・平成２１年１２月２５日  

被相続人が信託銀行から３億７８００万円

を借り入れて、その他に調達した資金とあ

わせて本件乙不動産を５億５０００万円で

購入。 

・平成２４年６月１７日  

被相続人死亡（享年９４歳） 

⇒遺言に基づいて上告人らのうちの１名

が、今回評価が問題となる本件各不動産を

取得。 

※本件において、甲不動産、乙不動産の購

入及びそれに伴う借入を行っていなけれ

ば、本件相続にかかる相続税の課税価格の

合計額は６億円を超えていた。 

・平成２５年３月７日   

本件各不動産を承継した上記の者が不動産

のうち、本件乙不動産を５億１５００万円

で第三者に売却。 

・平成２５年３月１１日  
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所轄税務署長に対し、評価通達に基づき算

定された不動産価額をもとに申告。申告書

において算出された課税価格の合計額は２

８２６万１０００円とされ、基礎控除の結

果として相続税の総額は０円で申告。な

お、申告時には、本件甲不動産を２億００

０４万１４７４円、本件乙不動産を１億３

３６６万４７６７円で評価。 

・平成２８年３月１０日  

国税庁長官が評価通達６により、評価通達

の定める方法によらず他の合理的な方法で

評価するよう所轄国税局長に指示。 

※評価通達６は評価通達の定めによって評

価することが著しく不適当と認められる財

産の価額は国税庁長官の指示を受けて評価

する旨を定めている。 

・平成２８年４月２７日  

所轄税務署長は、上記の指示に基づいて不

動産鑑定士が不動産鑑定評価基準に基づき

算定して鑑定評価額に基づき、本件甲不動

産の価額を７億５４００万円、本件乙不動

産の価額を５億１９００万円として、それ

を前提として更正処分、賦課決定処分を行

った（相続税の総額を２億４０４９万８６

００円）。 

２ 最高裁判決の内容 

 最高裁は、概ね次のように判示をしたう

えで上告を棄却しました（正確な判示につ

いては、すでに裁判所 HPに本判決が掲載さ

れていますのでそちらを参照してくださ

い）。 

（１）相続税法２２条について 

  本件の各処分が相続税法２２条に違反

するのではという主張について、相続税

法２２条についての考えを示しながら、

本件では同条違反はないと判断しまし

た。 

 （判示の概要） 

① 相続税法２２条は、相続等により取

得した財産の価格を当該財産の取得の

時における時価によるとするが、ここ

にいう時価とは当該財産の客観的な交

換価値をいうものと解される。 

② 評価通達は、上記の意味における時

価の評価方法を定めたものであるが、

上級行政機関が下級行政機関の職務権

限の行使を指揮するために発した通達

にすぎず、これが国民に対し直接の法

的効力を有するというべき根拠は見当

たらない。 

③ 相続税の課税価格に算入される財産

の価額は、当該財産の取得の時におけ

る客観的な交換価値としての時価を上

回らない限り、同条に違反するもので

はなく、本件各更正処分に係る課税価

格に算定された本件各鑑定評価額は、

本件各不動産の客観的な交換価値とし

ての時価であると認められるというの

であるから、これが本件各通達評価額

を上回るからといって、相続税法２２

条に違反するものということはできな

い。 

（２）租税法上の一般原則である平等原則

について 

  本件の各処分が租税の原則の一つであ

る平等原則に反するのではという主張に

ついて、（１）と同様に最高裁としての

考え方を示したうえで本件では同原則違

反はないと判断しました。 

 （判示の概要） 

 ① 評価通達は相続財産の価額の評価の

一般的な方法を定めたものであり、課

税庁がこれに従って画一的に評価を行

っていることは公知の事実であるか

ら、課税庁が特定の者の相続財産の価



額についてのみ評価通達の定める方法

により評価した価額を上回る価額によ

るものとすることは、たとえ当該価額

が客観的な交換価値としての時価を上

回らないとしても、合理的な理由がな

い限り、平等原則に違反するものとし

て違法である。 

② 相続税の課税価格に算入される財産

の価額について、評価通達の定める方 

法による画一的な評価を行うことが実

質的な租税負担の公平に反するという

べき事情がある場合には、合理的な理

由があると認められるから、当該財産

の価額を評価通達の定める方法により

評価した価額を上回る価額によるもの

とすることが上記の平等原則に違反す

るものではないと解するのが相当であ

る。 

③ 本件では、本件購入・借入がおこな

われていなければ課税価格が６億円を

超えるものであったにもかかわらず、

これが行われたことにより、本件各不

動産の価額を評価通達の定める方法に

より評価すると、課税価額の合計額は

２８２６万１０００円にとどまり、基

礎控除の結果、相続税の総額が０円に

なるというのであるから、上告人らの

相続税の負担は著しく軽減される。 

④ このことについて被相続人及び上告

人らはこのことを知り、租税負担軽減

を意図して行ったものであることか

ら、本件各不動産の価額について評価

通達の定める方法による画一的な評価

を行うことは、本件購入・借入のよう

な行為をせず、又はすることのできな

い他の納税者と上告人らとの間に看過

しがたい不均衡を生じさせ、実質的な

租税負担の公平に反するというべきで

あるから、上記事情があるものという

ことができる。 

⑤ 本件各不動産の価額を評価通達の定

める方法により評価した価額を上回る

価額によるものとすることが上記の平

等原則に違反するということはできな

い。 

（３）結論 

  本件各更正処分において、所轄税務

署長が本件相続に係る相続税の課税価

格に算入される本件各不動産の価額を

本件各鑑定評価額に基づき評価したこ

とは適法というべきである 

４ まとめ 

  この判決は、世間の注目度も高いもの

となっているため、今後、様々な分析や

検討がなされていくと思われます。 

  すでにインターネット上では、「これ

で相続税対策としての賃貸物件の建築は

できなくなった」「いや、今回のはやり

すぎたからだめだっただけだ」など色々

な意見が出ているところです。 

  この判決の射程がどこまで及ぶのか、

また実際の実務においてどのような影響が

生じてくるのか、については、相続・資産

承継分野にかかわる専門家としてはしっか

りとアンテナを張っていくことが必要だと

思われます。 

 

（菊永将浩 弁護士 専門家協議会会員） 



 

 

 

 

 

 

 

 

信託の目的について 

    

民事信託活用支援機構では、本年６月よ

り全４回４講義で民事信託連続講座（基

礎）を実施いたします。６月１３日：信託

法務の基礎、７月１２日：信託税務の基

礎、９月１３日：信託実務の基礎、１０月

１１日：信託登記の基礎となりますが、筆

者が信託法務の基礎を担当し、信託法の適

用・解釈のポイントを解説させていただき

ます。そこで、本稿では、そのイントロを

しておきたいと思います。 

１ 信託の目的 

信託法の条文は、３００条近くあります

が、最も重要な条項は、第２条第１項「こ

の法律において「信託」とは、次条各号に

掲げる方法により、特定の者が一定の目的

（専らその者の利益を図る目的を除く。同

条において同じ）に従い財産の管理又は処

分及びその他の当該目的の達成のために必

要な行為をすべきことをいう。」だと思い

ます。この条項から、信託は、「一定の目

的」＝信託目的が定められなくてはならな

いという解釈が導かれます。 

信託を構成する要素として、信託目的、

委託者、受託者、受益者、信託財産、およ

び信託行為という６個の要素が挙げられま

すが、その中でも信託目的は、信託の登場

人物（委託者・受託者・受益者）、信託の

客観的要素（信託財産）、信託を組成する

法律行為（信託行為）を統括する最重要の

要素だと考えられます。「信託の目的」と

いう語は、信託法上、様々なところで使わ

れていますが、まず、第２条第１項は、信

託の成立要件として信託目的が必要であ

り、信託目的は、受託者の利益を図る目的

であってはならないと定めています。 

次に、第２条第５項、第２６条などで、

「信託の目的」は、受託者が信託事務を行

う上での指針となり、受託者の権限範囲を

画する機能を果たしています。 

さらに、第１６３条第１号などで、「信

託の目的」は、信託の存続可能性を判断す

る際の基準となっています。 

２ 受託者の利益を図る目的は不可 

信託目的は多種多様ですが、第２条第１

項に照らし、もっぱら受託者の利益を図る

目的でなされる信託は、有効に成立しない

と解されています。信託の継続中には、受

託者の利益享受が禁止され（第８条）、受

託者が受益権の全部を１年間有することが

終了事由とされています（第１６３条第２

号）が、信託組成の段階では、信託自体の

組成が否定されるのです。 

そして、「専らその者の利益を図る目

的」の信託であるか否かは、その信託によ

って、当事者が達成しようとした実質的な

経済的効果に照らして判断されるべきであ

り、いくら第三者が受益者と指定されてい

ても、それが形式的な存在にすぎず、実際

には受託者自身が利益を得るという仕組み

になっている時は、専ら受託者の利益を図

る目的の信託であると考えられます。 

この点、自己信託（委託者＝受託者）の

受益者を、受託者＋第三者の２名としつつ

も、第三者の受益権を受託者の扶養義務の

範囲に限定するとの契約を見ることがあり

ますが、第三者は実質的な受益者なのでし

ょうか？筆者としては、仮に、扶養義務の

履行であるから贈与税の課税はないとみる

のであれば、信託組成前から受託者は第三
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者に対する扶養義務を負担していたのであ

り、信託組成の前後で変化はないのだか

ら、第三者の受益権は形式的なものにすぎ

ず、もっぱら受託者の利益を図る目的の信

託とみられ、信託は有効に成立しないと考

えています。逆に、第三者を実質的な受益

者とみて、扶養義務の範囲は第三者への給

付を画する基準に過ぎず、第三者への給付

は受託者の扶養義務の履行ではないとみる

のであれば、贈与税が課税されると考えて

います。皆様はどう考えられるでしょう

か？ご意見をいただければ幸いです。 

（弁護士山口正徳・民事信託活用支援機構

理事） 



 

 

 

 

 

 

 

 

不動産小口化商品 

   

 東京都心にあるオフィスビル、商業施

設、高齢者施設などの不動産への投資を少

額で行える不動産小口化商品を取扱う業者

がこのところ増えてきています。最低投資

金額が 500 万程度からといったもので、少

額といってもそれなりの金額で投資するこ

とが必要ですが、不動産を単独で所有する

ことに比べるとはるかに少額で投資が可能

なため注目されているようです。 

 不動産投資のプロでない一般の人が、東

京都心にある優良な不動産を見つけ出し投

資することはなかなか難しいでしょう。ま

た、不動産は取得した後も管理などに手間

がかかります。不動産の小口化商品は、仕

組みでこれからの課題をクリアし、手間の

かからない不動産投資を実現しています。

家賃を原資とした配当も得られるため、資

産運用のポートフォリオの一部に組み込ま

れるようになってきているのかもしれませ

ん。 

 不動産小口化商品は、不動産特定共同事

業によるものと、信託を利用したものの 2

種類のタイプがあります。 

 最近の傾向として、信託による小口化商

品が増えてきているようです。 

●不動産特定共同事業による小口化商品 

不動産特定共同事業とは、複数の投資家

からの出資により不動産を取得し、不動産

取引から生じる収益又は利益を出資持分に

応じて投資家へ分配を行う事業です。 

不動産特定共同事業を行うには、原則と

して国土交通大臣、又は都道府県知事の許

可を受ける必要があります。事業者は、

1995 年に施行された不動産特定共同事業法

に基づき事業を行う必要があります。その

ため、一定の許可要件を満たした事業者で

なければ不動産取引ができないように規制

されています。 

 不動産特定共同事業法には、「任意組合

方式」と「匿名組合方式」とが規定されて

います。今回は、任意組合方式を取り上げ

ます。 

・任意組合方式 

任意組合方式は、不動産特定共同事業者

が投資家と組合契約を締結して組合を組成

します。組合が取得した不動産を一括して

賃貸等で運用をし、得た収益を投資家に分

配します。 

不動産の所有権は、組合員（全投資家、

不動産特定共同事業者）が共有することに

なります。 

・事業の終了 

任意組合方式の終了について。予定期間

内に、不動産を売却して事業を終了するこ

とが一般的です。ただし、期間の途中でも

不動産特定共同事業者が市況をみながら、

任意組合に売却を提案することがありま

す。事業期間満了時でも市況が悪く、売却

のタイミングに適切ではないときには、期

限を延長することもあります。 

投資家には不動産の換価代金から事業を

清算した残りの資金を出資割合に応じて返

還します。 

●信託による不動産小口化商品 

 信託を利用した方式では、不動産を購入

した者が委託者となり、信託銀行や信託会

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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社を受託者として不動産管理処分契約を結

び開始します（商事信託）。小口化商品の

信託は、その仕組みからも民事信託で実現

することはできません。 

 信託契約を締結したときの当初の受益者

は委託者です。委託者兼受益者の信託で始

まり、その後、当初受益者が有する受益権

を投資家に譲渡していきます。信託により

現物不動産を受益権化して（信託の転換機

能）、その受益権を複数つくり、投資家に

譲渡していきます。 

 受益権の譲渡の際には、不動産小口化商

品の受益権はみなし有価証券となるため

（金融商品取引法 2条 2項 1号）、第二種

金融商品取引業者の関与が必要です（金融

商品取引法 28条）。 

●不動産小口化商品の課税関係 

所得税・法人税について、任意組合へ出

資する投資家の課税関係は、現時点では個

人で不動産を所有する場合と税務の取り扱

いは同じです。事業自体に課税せず、当該

事業体の構成員に対して課税されます。不

動産から生じた損益は共有者である組合員

に帰属し、組合には法人税は課税されませ

ん。組合員に対して所得税又は法人税が課

されます。 

信託の不動産小口化商品では、受益者等

課税信託のため、受益者が信託財産である

不動産を有しているとみなして、受益者が

課税されます。投資家は受益者として、信

託財産の収入から信託に係る費用を控除し

たものが配当されます。投資家が個人の場

合には、この配当は不動産所得として課税

されます。 

任意組合でも信託でも、投資家が他に固

有の収益不動産を所有している場合、不動

産小口化商品に損失が生じても、その損失

はなかったものとされて、損益通算するこ

とができません（租税特別措置法 41 条の４

の２）。 

不動産取得にかかる流通税について、信託

による不動産小口化商品の投資家は、受益者

の登記をするため、不動産 1 個につき 1000 円

の登録免許税の負担が必要です。また、不動

産取得税は課されません。 

対して、任意組合方式では、投資家は、法形

式上も不動産を共有することになるため、不動

産取得税と登録免許税の負担が必要です。 

●投資家のメリット・リスク 

 不動産小口化商品を利用することにより

投資家は、少額でも不動産投資が可能とな

ります（本稿では取り上げませんが、REIT

への投資も不動産への少額投資は可能で

す）。希少性の高い物件に少額で投資する

ことができ、少額投資ゆえに他の不動産小

口化商品へも投資が可能となり、不動産の

分散投資ができます。投資家は、管理や物

件の維持といった手間がかからないことの

メリットもあります。また、投資後の相続

税の評価額は、不動産へ投資したことと同

じ取扱いとなるため、投資金額に比べて評

価減され、相続対策にも利用できるといっ

たメリットもあるといわれています。 

 メリットがある反面、価額変動のリス

ク、不動産特定共同事業者、委託者、受託

者の信用状況の変動に関するリスク、税制

変更に関するリスクなども存在します。 

 また、仕組みを作ることと仕組みを維持

するための費用は、通常の不動産投資に比

べて追加の費用となるため、その分、投資

の利回りが下がります。 

 投資家は、リスクとリターンを総合的に

判断し、投資することが必要です。特定の

メリットのみに注目した投資により思わぬ

デメリットを被り不利益が生じることもあ

るため慎重な判断が必要です。 



（石脇俊司 民事信託活用支援機構理事） 



 
 

 

 

 

 

「投資信託の民事信託」について考える 

 

ここ１年ほどで次々と証券会社が民事信託の信

託口口座開設に対応し始め、証券の民事信託がだん

だんと取り組みやすいものになってきました。後見

制度にはない民事信託の強みである、受託者による

柔軟な財産の管理・運用は、現状、主に不動産の分

野でその力を発揮しています。しかし、証券の民事

信託の登場により、不動産のような大きな財産だけ

でなく、少額の財産でも民事信託のメリットを活か

すことが可能となり、高齢社会における様々な社会

課題にアプローチできる大きな可能性を秘めてい

ることは、筆者の本年４月１０日付ニューズレター

にて指摘、提案したところです。 

 

＜投資信託を民事信託するってどういうこと？＞ 

 この証券の民事信託についてある金融機関の方

とお話していた際に、「投資信託を民事信託すると

いうことがいまいちわからない」というお話が出ま

した。投資信託とは、既に財産を信託しているもの

で、それをさらに信託するとはどういうことなの

か？再信託するということか？そのような疑問を

持たれていたようです。 

  

＜再信託ではない＞ 

 まずハッキリするのは、「再信託」ではない、と

いうことです。再信託とは、信託された財産を受託

者が別の人に信託することです。本件が再信託だと

すると、民事信託の委託者が受託者に財産を託し、

受託者がその財産を投資信託の受託者（信託銀行）

に託している格好になります。これは実態を反映し

ていません。あるいは、投資信託の受託者（信託銀

行）が民事信託の受託者に財産を託しているのかと

いうと、これも明らかにおかしい話です。 

 

＜「投資信託を買う」とは、なにを買うの？＞ 

 このややこしい話を整理するのに、こちらの疑問

を考えてみるとわかりやすいかと思います。 

投資信託を購入する投資家は、投資信託の仕組み

の中では受益者の立場となります。つまり「投資信

託を買う」とは、「投資信託の受益権を買う」とい 

 

 

うことです。であればもうお分かりでしょうが、「投

資信託を民事信託する」とは、「投資信託の受益権

を民事信託する」という整理になります。 

 

＜受益権は信託できるの？＞ 

信託法では信託財産については「財産」としか規

定されておらず、譲渡可能で金銭に換えられる積極

財産は信託できると考えられています。言うまでも

なく、信託受益権はすでにこの要件を満たす財産と

して一般に流通しています。投資信託の受益権は典

型例でしょうし、前回のニューズレターのテーマだ

った不動産小口化は、信託受益権を購入する仕組み

です。 

このように、信託受益権も譲渡可能で、金銭に換

えられる積極財産（債権）ですから、信託できる「財

産」として扱うことができると考えられます。 

 

＜なぜ受託者は投資信託を解約できるの？＞ 

さて、ここまで見てきましたが、個人的には、投

資信託を民事信託すると、なぜ投資信託の解約請求

権が受託者に移るのか、が疑問でした。 

例えば、売買で取得した不動産を民事信託した場

合、受託者はこの売買契約を解除できません。売買

契約の解除権は、委託者の「買主」という「契約上

の地位」に紐づくものだからです。 

投資信託における受益権の解約請求権はこれと

は若干異なるものの、この「契約上の地位」に紐づ

く権利であり、購入した本人のみが行使できるもの

では？と考えたのでこんがらがってきました。 

 しかし、投資信託の仕組みについてしっかりおさ

らいすると、この疑問も片付きました。投資信託で

は、この受益権の解約請求権は、受益権に含まれる

権利として整理されていました。すなわち、実際に

投資信託を購入した人でなくとも、受益権の現在の

名義人が行使できるという建付けになっているの

です。 

 

（司法書士岩白啓佑 民事信託活用支援機構理事） 
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受益者連続信託について 

 
１．資産承継信託の原型 
近時認知症対策の信託ばかりが巷間に喧伝されていますが、

英米の信託の歴史から考えると、受益者連続信託こそが資

産承継信託の原型だと思います。英米の受益者連続信託で

は生涯権者と残余権者の 2 名の受益者あります。生涯権者

は現世代であり、生涯にわたって信託資産の利益を享受し

ます。残余権者は次世代であり、生涯権者の死亡後に初め

て残余財産をもらうのですが、その時点では彼自身が現世

代になるので、彼自身が新たに生涯権者となり利益を享受し、

次々世代を新たに残余権者にします。こうして、受益者連続

信託は現世代の保護と次世代への資産承継の仕組みとして

重要な役割を担ってきました。日本では家産の承継は家長

への家督相続という形で行われましたが、家長は事実上の

受託者として、その家産を管理しその家族を養い、その次世

代にこれを承継させる役割を果たしたと思います。 
ここで留意すべきことは、承継すべき資産は現世代がその利

益を享受し、その次世代にその承継を約束するものであり、

その単なる生前贈与するものではないことです。 
 
２．贈与税と相続税の一体的課税 
日本経済は失われた 10 年どころか 20 年たっても停滞し、最

近は急激な円安に見舞われています。この根本的原因は日

本経済の長きにわたる低迷にあると思います。令和 4 年度

の与党税制改正大綱は、経済の活性化と格差の固定化防

止の目的のために、世代間の資産移転に対する贈与税と相

続税の一体的課税を検討すると宣言しました。この一体的課

税は高齢者世代から若年世代へ生前贈与による資産移転

を促して日本経済を活性化すると同時に、富裕層による暦年

贈与制度を利用した相続税の節税を抑制し家族間の経済的

格差の固定化を防止しようとするものです。これは世代間の

資産移転に対して言わばアクセルとブレーキを同時に踏もう

とするものですから、その実現性に疑問を感じます。 
なぜなら、日本経済の現状を見ると、エネルギーや穀物の価

格が世界的に上昇し、これを輸入に頼る日本においては、円

安もあって、その生活物価が急騰しています。それにも拘わ

らず高齢者層への公的年金給付が減額される状況に在りま

す。高年齢層は年金以外の収入が少ないので、富裕層以外

は資産を生前贈与しその収益を若年層に移転する余裕はあ

りません。この状況を見ている若年層は彼等自身の老後 

 
 
 
に不安を覚え、老後に備えて彼らの貯蓄の積み上げを行わ

ざるを得ません。コロナ感染症が蔓延する現在、生活が苦し

い者が多くいますが、大企業の従業員は、会社が高収益を

上げ政府の賃上げの要請もあって、親の世代から生活費の

援助を受ける必要がないので、資産の生前贈与を受けて収

入を補填する必要がありません。資産の生前贈与が各世代

のニーズに必ずしも適合しない原因は、資産の元本だけでな

くその収益も一緒に移転するからです。これに対して受益者

連続信託では、生涯権により高年齢層の生活を保障し、残

余権により若年層の老後の不安を解消します。この意味で

は日本の今こそ、受益者連続信託を活用する必要があると

思います。 
 
３．受益者連続信託の現状 

しかし、日本では巷間に受益者連続信託に対する多くの誤

解があります。そもそも新信託法制定の前には、民法学者の

中に民法で跡継ぎ遺贈が認められないなら、これを認める受

益者連続信託は無効であるとの説がありました。また、終戦

後の民法改正で導入された遺留分制度こそが民主主義の

基盤であり、受益者連続信託は戦前の家督相続を温存し、

家父長制度まもる封建的な制度であると考える先生方がい

るようです。また、税務当局には跡継ぎ遺贈型受益者連続信

託を含め広く受益者連続型信託が租税回避に使われること

を危惧して、その利用を抑制するための課税の特例措置を

講じています。民事信託の受託者が開設する信託口口座に

ついても証券会社は受益者連続信託に対応してくれません。

民事信託の実務に於いて専門家は受益者連続信託の利用

を必ずしも推進してこなかったように感じます。当機構でも受

益者連続信託の利用を考えてはいるのですが、専門研修で

みなさんにお話しできる状況には至っておりません。 

 

４．受益者連続信託の実務研究の必要性 

このような現状であっても、我々民事信託を推進する実務家

としては、イデオロギー的な言動に惑わされることなく、この

受益者連続信託の仕組みのどこに問題があるのか、どのよ

うにしてこれを解決するかについて研究する必要があるので

はないかと考えます。この信託の特徴は期間が長く、受益者

が不存在、不特定の場合があり、受託者も交代する可能性

があることです。そこで、個人的に受益者連続信託の研究会
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を立ち上げ議論しようと企画しています。その成果は当機構

で発表します。 
研究会で取り上げる問題点はこれから議論して決めるので

すが、例えば次のようなものが、考えられます。 
（１）信託証書の書き方 

受益者の生誕、死亡後の特定方法、受益者指定権者、上場

株式の信託の議決権行、資産の処分権、後継受託者の選

任、信託財産の運用管理、後継受託者、信託監督人等 
（２）受益権の定め方 
収益か定期金か、元本受益権か残余財産権か帰属権利か。

委託者の死亡時に受益権の消滅か相続か 
（３）遺留分との関係 
後順位の受益権の評価方法等 
（３）信託税制 
受益者連続型信託の定義、その受益権の譲渡、終身受益権

の評価、二重課税の防止、受益者の不存在、不特定の場合、

親族の課税の特例、負担付き遺贈との違い等 
 
５．皆様へのお願いし 
受益者連続信託に対するご意見、この企画への参加を歓迎

します。 
（民事信託活用支援機構代表理事高橋倫彦） 



 
 

 

 

 

 

 

 

不当な影響力が行使された疑いがある場合 

 

１．高齢の親の意思能力が衰えたとき 

高齢の親が、親族等から不当な圧力を受けて、その

親族等に特に有利な遺言書を書き、又は既に書いて

ある遺言書を変更したことが疑われる場合がありま

す。民事信託の証書についても同様の疑いがある場

合があります。このような疑いがある場合、不利益

な取り扱いを受けた相続人はどうしたら良いでしょ

うか。以下事例により考えてみましょう。 

２．遺言書が認知症のため無効とされた事例 
この事例は遺言無効等確認請求事件です。公正証書

遺言でしたが、遺言時に遺言者が高度の認知症に罹

患していたとの医師の見解等が証拠採用され、裁判

所は遺言能力を欠いていた判断し、遺言書が無効と

なりました（民法 3条の 2）。しかし、もし医師の

診断記録を入手できなかったとしたら、遺言者の認

知症を証明することが難しかったと思われます。亡

くなった後ではもはや遺言者を再診断することがで

きません。（東京地判裁平成２８年８月２５日判

決、判例時報平成 29年 6月 11日第 2328号６２

頁） 

３．民事信託が遺留分侵害目的と認定されて無効

とされた事例 

この事例は民事信託が無効となったことで有名です。

この信託は公正証書であり、委託者に意思能力があ

るとされましたが、外形上は遺留分相当額の受益権

を与えつつも、実質的な遺留分価値を奪う方法とし

て信託を利用したと認定し、公序良俗違反として一

部無効となりました（民法 90条）。無効とされた部

分の信託財産は収益を生まない不動産であり、受益

権と言っても当初から信託収益の配当を期待できな

い状況であったからです。無効とされなかった部分

の信託財産は収益を生む不動産でしたが、原告の遺

留分権利者は受託者に信託収益の分配を直接に請求

する権利がなかったので、受益権とは名ばかりでや

はり信託収益の配当を期待できない状況でしたから、

実質的に遺留分が侵害されていたと言えます。 
しかし遺留分侵害の救済は改正民法では侵害者に対

する侵害額の請求であり、信託を無効にすることは

できません。この意味でこの判決に批判があるよう 

 
 
ですが、この事例の受益権は受益者連続信託の受益

権であり、その評価方法が確立していないので、遺

留分の侵害額の請求が困難です。そのために公序良

俗違反を持ち出して、信託を無効にしたのかと思い

ます。（東京地裁平成 30 年 9 月 12 日判決）（平成 27
年（ワ）第 24934 号共有権確認等請求事件）。 

４．民事信託が不当な影響力行使のため無効とさ

れた事例 

この事例は米国のミシガン州の民事信託です。母親

生前信託を設定し子供たちに財産を残すことにして

いましたが、インターネットで知り合った愛人と同

居した後アルコール中毒を悪化させ死亡しました。

彼女は死の 3か月前に、既存の信託を無効にして、

新しい信託を設定し、殆どの財産を愛人に与えまし

た。原告である子は、被告の愛人が不当に影響力を

行使して新しい信託を設定させたと主張して、この

信託の無効を訴えました。裁判で、子供たちは、愛

人が敵対的でかつ暴力的であったので母親にアクセ

スできなかった、母親が病気になり要介護状態にな

ったので、財産管理を愛人に任せた、愛人が関与し

て新しい信託の証書を作成したこと等、事案の背景

は証明できましたが、愛人が母親に不当な圧力をか

けて自分に有利な新しい信託を設定させたことにつ

いては、密室の中のことであるため、これを直接に

証明することはできませんでした。しかし、同州の

判例法では、受任者が本人の信任を受け、受任取引

から利益を得て、本人の判断に影響を与える機会を

有する証拠がある場合は、不当な影響力の推定が起

きるとされます。この推定があっても証明責任は原

告にありますが、本事例では愛人が背景について反

証を挙げることができなかったのでこの信託は無効

になりました。（Chartiers v. Wagner No.344346 ）

(Mich. Ct. App. Dec. 19, 2019) 

不当な影響力行使は一種の詐欺又は脅迫です。詐欺

又は脅迫により設定された信託契約は取り消して、

初めから無かったものとすることができます（民法

96条 1項）。委託者死亡後もその相続人が取消権

を行使して信託を無効にできます。また相続人は詐

欺又は脅迫者に対して不法行為に基づく損害賠償請

求を行うことができます（民法 709条）。（民事信

託活用支援機構代表理事高橋倫彦） 
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遺言代用型受益者連続信託における遺留分の考察 

    

１ 信託と遺留分 

信託と遺留分に関しては、遺留分算定の

基礎となる財産を信託財産の価額とする信

託財産（受託者）説と受益権の価額とする

受益権権（受益者）説とが対立していま

す。この点、遺留分を算定する際の基礎と

なる「被相続人が相続開始の時において有

していた財産」（民法１０４３条１項）は

受益権であることから、受益権説が有力で

す。ただし、受益権の時価評価は極めて困

難なものであるため、裁判実務において受

益権説を実施できるのか？という疑問もあ

ります。なお、東京地裁平成３０年９月１

２日判決は受益権説を採用していますが、

遺留分算定の基礎となる財産を信託財産の

価額（固定資産評価額）としている点で、

信託財産説 VS受益権説の議論に照らし不整

合であるとの指摘があります。本稿では、

受益権説を前提に、遺言代用型受益者連続

信託における遺留分を考察してみたいと思

います。 

２ 後継ぎ遺贈型受益者連続信託 

後継ぎ遺贈型受益者連続信託において，

第二次以降の受益者は，先順位の受益者か

らその受益権を承継取得するのでなく，委

託者から直接に受益権を取得するものと法

律構成されます（寺本昌弘「逐条解説 新

しい信託法」２６０頁－２６１頁）。例え

ば、委託者兼当初受益者がＸ、当初受益者

死亡時の第二次受益者が子であるＡ、Ｂ、

及びＣ、第ニ次受益者全員についての死亡

時の第三次受益者がＡの子であるＤだとし

ます。少なくとも受益権説においては、委

託者兼当初受益者Ｘの死亡時点（第二次受

益者であるＡ、Ｂ、及びＣの死亡時点では

ない。）を基準として、第二次受益者は存

続期間の不確定な（すなわち、自己の死亡

時を終期とする）受益権を、第三次受益者

も存続期間の不確定な（すなわち、第二次

受益者の死亡時を始期とし自己の死亡時を

終期とする）受益権を取得したものとし

て、各受益権の価額等について必要な算定

がなされるべきものと考えられます。とす

れば、第三次受益者Ｄの権利取得は、委託

者兼当初受益者Ｘの死亡によりＸから直接

に取得するものであって、第二次受益者で

あるＡ、Ｂ、又はＣの死亡は本件信託にお

いて成就されるべき条件にすぎず、Ａ、

Ｂ、又はＣからの権利取得ではありませ

ん。したがって、委託者兼当初受益者Ｘの

死亡に基づく相続における遺留分算定の基

礎となる受益権に関しては、第三次受益者

が取得する受益権まで射程に入れるべきだ

と考えられます。すなわち、第二次受益者

の遺留分侵害の有無・侵害額を明らかにす

るためには、委託者兼当初受益者Ｘの死亡

時点で、将来の条件成就によって第三次受

益者が取得する受益権をも算定しなければ

ならないと考えられます。 

３ 本事例における遺留分侵害の考察 

 本事例で、第二次受益者Ｂ（又はＣ）に

６分の１ずつの割合で第二次受益権を取得

させても、その価額は、Ａ、Ｂ、Ｃ、及び

Ｄの全ての受益権の総和の６分の１には足

りません。とすれば、仮に他に相続財産が

無かった場合には、委託者兼当初受益者Ｘ

の死亡に基づく相続に関して、Ｂ（又は

Ｃ）には遺留分侵害が認められ、ＡやＤに

対して遺留分侵害額請求権を行使できるこ

とになりそうです。また，第三次受益者Ｄ

が第二次受益者であるＡ、Ｂ、又はＣの死
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亡により受益権を取得するまで待っていて

は１年間の行使期間（民法１０４８条）を

徒過してしまうため、Ｂ（又はＣ）は委託

者兼当初受益者Ｘの死亡を知ってから１年

以内に遺留分侵害額請求権を行使すべきで

しょう。なお、本稿は筆者の一考察にすぎ

ません。皆様はどう考えられるでしょう

か？ご意見をいただければ幸いです。（弁

護士山口正徳・民事信託活用支援機構理

事） 



 

 

 

 

 

 

 

 

おひとりさま信託 

 

増える高齢なおひとりさま 

インターネットで検索すると、「おひと

りさま」とは、同居する人がいない状態に

ある人のことをいうとあります。超高齢社

会の日本では、高齢になり配偶者と死別し

ておひとりさまになった人、未婚のまま高

齢になるおひとりさまは、今後増えていく

でしょう。 

 女性の方が長生きからか、女性のおひと

りさまに関する記事も目にします。75歳以

上の女性の配偶関係では、65％がおひとり

さまの状態にあるようです（平成 27年国勢

調査）。 

 未婚率も上昇しています。2015年の 50

歳未婚割合は、男性 23.4％、女性 14.1％

（内閣府 少子化社会対策白書）。さらに

未婚率は上昇し、2040年には男性が

29.5％、女性が 18.7％になると推計されて

います。今後は、未婚のおひとりさまも増

えていくでしょう。 

おひとりさま信託 

 今後増える高齢なおひとりさまの死後事

務の課題に対応する信託商品として、2019

年 12 月より、三井住友信託銀行が「おひと

りさま信託」という商品の提供を開始しま

した。 

（https://www.smtb.jp/personal/blind/af

ter/lp02） 

 配偶者がいなくて同居する人がいないと

いっても、子どもや親類がいる方は多いで

しょう。しかし、自分のことで手間や迷惑

をかけたくないといった方は多いようで

す。 

 自分の死後の、葬儀、役所への手続き、

病院への支払い、クレジットカードなどの

解約、公的年金の届出事務などの死後事務

について、「おひとりさま信託」は、信託

した金銭で信託の委託者が死後事務を委託

した先の費用を精算することができる商品

になっています。 

 本商品では、死後事務の委託先は指定さ

れており（一般社団法人安心サポート）、

信託契約をする者は、同法人と死後事務委

任契約を締結することが必要となっていま

す。士業等と死後事務委任契約を締結する

際には、葬儀や埋葬に係る費用などの実費

を契約を締結する士業等に預けることが多

いようですが、この信託商品を利用すれ

ば、死後事務は同行の関連法人と契約し、

死後事務委任報酬や実費は元本保障のある

金銭信託で管理されるため安心といいま

す。 

 この信託商品は、委託者に相続が発生し

たときに終了します。そして、死後事務委

任契約に関わる費用を精算し、残りの信託

財産は、信託契約の際に委託者が指定する

推定相続人又は同行が提携する寄付先法人

に支払われます。 

 最低信託金額は 300万円、5000円以上 1

円単位で追加信託もできます。信託設定時

に、33,000円の信託報酬がかかり、信託終

了時に 110,000円と契約年数（1年未満は

切り捨て）×6,600円の報酬が徴収されま

す。 

 本商品の付帯サービスとして、身の回り

のことに対する希望を記録するエンディン

グノートの保管、携帯端末へのショートメ

ッセージでの安否確認も行うといいます。 
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 本商品は、金銭信託に加えて、生命保険

を活用したタイプもあります。一括で 300

万円以上の金銭を信託するか、生命保険で

300 万円よりも少額な資金でも利用できる

ようになっていることから、いわゆる富裕

層のおひとりさまだけをターゲットとして

いる商品ではなく、多くの者が利用きる商

品の設計になっています。 

今後その数が増えることで、おひとりさ

まの死後事務は社会的な課題にもなると思

われます。民事信託は、信頼する人に財産

を移転し管理を任せる仕組みです。近くに

身寄りがない人は、民事信託を利用したく

ても利用できないという問題が生じます。

「おひとりさま信託」のような商事信託の

商品を利用すれば、受託者の問題は解決す

ることができます。さらに、死後事務委任

契約とセットになっていることは、利用者

にも利便性が高いと思います。 

自身の老後の世話や死後の手続きは誰に

任せたらよいのか。家族の人数が少なくな

った社会においては、それぞれが早めに考

えて準備をすることも必要なのでしょう。 

（石脇俊司 民事信託活用支援機構理事） 



 
 

 

 

 

 

民事信託 VS 属人株 

 

事業承継場面での民事信託活用の教科書事例と

して、「株価の安いうちに後継者に株を譲渡したい

けれど、後継者はまだ経営者として一人前ではなく、

当分の間は現社長が実権を握り続けたい」というも

のがあります。 

これに対して、民事信託を使ったスキーム例は２

つ考えられます。一つは、オーナー社長が自社株を

自己信託し、受益者を後継者とするもの。もう一つ

は、後継者に株を譲渡したうえで、後継者を委託者

兼受益者、現社長を受託者とするものです。 

 同じ効果を、属人株を使って実現することも可能

です（なお、黄金株を含む種類株を使った手法の問

題点については、2021.9.27 のニューズレターで一

部触れました。）。例えば、社長が 100%株主である

会社において、現社長保有の株式の議決権を大幅に

拡大する属人株の定めをしておき、そのうえで、株

の大半を後継者に移します。これにより、持ち株比

率は後継者が大きくなるにも関わらず、議決権割合

は現社長の方が大きくなり、株の大半を後継者へ移

しつつも、引き続き現社長が実権を握り続ける形が

作れます。なお、この場合、どうしても現社長のも

とに株が一部残ってしまいますので、現社長の遺言

も同時に作成することが必要でしょう。 

  

 さて、このケースにおいて、コストがかかる民事

信託よりも、コストがかからない属人株をオーダー

されることがあります（同じ効果ならば、差が付く

ような値付けの仕方も悪いのでしょうが。）。しかし、

本当に同じ効果なのか？どこかに穴はないのか？

考えてみます。 

 

事業承継までにありうるリスクに 

対応できるのか？ 

 

このケースにおいて、後継者の成長、すなわち完

全な事業承継まで時間がかかることが予想される

場合、その間に現社長が亡くなる、あるいは認知症

や他の病気、事故等で判断能力を喪失することも考

えられます。 

 

民事信託を使ったスキームでは、二次受託者を定

めておくことでこのリスクは回避できます（私が相

談を受けたケースでは、現社長の弟さんが専務とし

て経営に参加されており、二次受託者としての役割

を果たすことができそうでしたが、二次受託者の役

割を果たせる人物が都合よくいるかどうかはまた

別の問題としてあるでしょう。）。 

では、属人株を使ったスキームではどうでしょう

か？ 

＜現社長死亡のリスクについて＞ 

現社長が死亡すると、その保有株は遺言に従って

後継者へ渡ってしまい、属人株の定めによる議決権

操作の効力は消え、以後、後継者が 100%株主とし

て実権を握ることになります。実際は、後継者は指

南役の意見を聴いて議決権を行使することになる

のでしょうが、このリスクに備える仕組みを作るこ

とは難しいと言えるでしょう。 

＜現社長の判断能力喪失のリスクについて＞ 

現社長は存命中なので、属人株の定めによる議決

権操作の効力はまだ有効ですが、現実問題として、

現社長は議決権を行使できません。よって、現社長

に成年後見人をつけ（この段階で現社長は役員とし

ての欠格事由に該当し、役員を退任します。）、その

後見人が議決権を行使することとなりますが、これ

も現実問題として、後見人に適切な議決権行使など

できるはずがありません。そこで、この事態に備え、

属人株の定めの中に、後見人は○○（信頼できる人

物。例えば、先のケースであれば専務である社長の

弟さん）の意見を聴いて議決権を行使する、という

趣旨の定めを置いておく方法が思い浮かびます。こ

れで、一応は適切な議決権行使の方法が保たれたよ

うに見えます。 

 しかし、このような属人株の定めを置いたとして、

後見人が他者の意見を聴くことを法的な義務とし

て縛れるのでしょうか？答えはＮＯとなる可能性

が高いと思われます。後見人は裁判所から選任され、

自己の判断で、本人のために業務を行う立場です。

定款自治とはいえ、その業務に定款で影響を与える

ことができるかは、消極的に解されるでしょう。そ

もそも、会社法の条文上も、属人株は株主の平等を

定めた 109 条の例外という整理です。このことから
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も、属人株で操作できるのは議決権の「数」のみで

あり、議決権の「行使のしかた」までは操作できな

いと考えられます。実際、定款認証を担う公証人に

相談してみたところ、このような法的根拠のない条

項は入れられないとの回答をもらったことがあり

ます。 

よって、判断能力喪失リスクも、属人株では法的

拘束力をもった対策はできないと言えるでしょう。 

余談ですが、先の公証人の回答については、個人

的に、若干の疑義をもっています。定款には、経営

理念など法律とは関係のない条項を入れることも

可能であるところ、本条項も、いわゆる注意規定的

な位置づけで入れておきさえすれば、法的義務はな

くても、後見人について、指定された人物の意見を

聴かなければならないという姿勢がある程度は担

保されるのではないでしょうか。 

いずれにしろ、せっかくここまで対策するなら、

しっかりとした法的効力をもたせられる民事信託

を使った方がよいと言えるでしょう。 

 

もし、どうしても属人株を使いたいなら… 

 

 もし、どうしても属人株を使うなら、属人株の設

定と同時に、①死亡リスクに備えて、遺言信託で信

頼できる人物に株を信託できるようにしておく（あ

らかじめ、受託者保有株についての属人株の定めも

用意しておく必要がありそうです。）、②判断能力喪

失リスクに備えて、信頼できる人物と任意後見契約

を結び、任意後見人に議決権行使をさせる、あるい

は議決権行使のしかたを指定しておく、という方法

が考えられるでしょう。成年後見と異なり、任意後

見であれば、議決権の「行使のしかた」まで契約で

縛ることができると思われます。実はこちらも任意

後見契約を作る公証人に実際に相談してみたこと

がありますが、「実例はないが、理論上は可能」と

の回答でした。 

しかし、そこまでやると、果たしてシンプルな民

事信託スキームに比してコスト面での優位性が出

せるのかは疑問です。 

 

（司法書士岩白啓佑 民事信託活用支援機構理事） 



 

 

 

 

 

 

 

 

受益権の評価方法について 

    

１ 受益権の評価が問題となる場面 

 受益権は、受益債権を中核とする権利で

すが、譲渡性があり（信託法 93条 1項本

文）、相続の対象になります（民法 896条

本文）。そのため，受益権の譲渡や相続の

際の時価評価が問題になります。また，評

価方法に関しては、譲渡所得税や相続税・

贈与税の課税場面における税務上の評価方

法と売買又は遺産分割・遺留分侵害額請求

権行使の際の時価評価という法務上の評価

方法は異なるものとなります。 

２ 税務上の評価方法 

税務上の評価方法は、財産評価基本通達

２０２によります。まず、①元本と収益と

の受益者が同一人である場合は、課税時期

における信託財産の価額によります。②元

本と収益との受益者が元本及び収益の一部

を受ける場合は、課税時期における信託財

産の価額にその受益割合を乗じて計算した

価額によります。対して、③元本の受益者

と収益の受益者とが異なる場合は、次に掲

げる価額によって評価します。すなわち、

イ 元本を受益する場合は、課税時期にお

ける信託財産の価額から、ロにより評価し

た収益受益者に帰属する信託の利益を受け

る権利の価額を控除した価額となります。

ロ 収益を受益する場合は、課税時期にお

いて推算した受益者が将来受けるべき利益

の価額ごとに課税時期からそれぞれの受益

の時期までの期間に応ずる基準年利率によ

る複利現価率を乗じて計算した金額の合計

額となります。 

つまり、受益権の時価評価は，信託財産

の時価評価に等しいものとみたうえで、受

益権が元本受益権と収益受益権に分離して

いる場合は、受益権の価額から収益受益権

の価額を控除することによって元本受益権

の価額を算出するものとし、収益受益権の

価額は、将来に向けて受益が継続する期間

の受益の総額を推算して現在価値に引き直

したものとしています。 

３ 税法の規律 

相続税法 9条の 2は、信託の設定や継続

中における適正な対価の負担のない受益権

の取得に関して、贈与又は遺贈により取得

したものとみなして贈与税又は相続税の課

税を導いていますが、その際に、受益者は

「当該信託の信託財産に属する資産及び負

債を取得し，又は承継したものとみなし

て」（相続税法 9条の 2第 6項）とされて

おり、受益権の価額は、信託財産の総額か

ら信託財産責任負担債務の総額を控除した

ものとされています。また、所得税法 13条

では、受益者は、当該信託の信託財産に属

する資産及び負債を有するものとみなされ

ます（所得税法１３条）。さらに、所得税

法３３条に関連する通達では、受益権の譲

渡が行われた場合には，信託財産の全部が

一括して譲渡されたものとされ、受益権の

消滅後に後継受益者が受益権を取得した場

合も、これに準ずるものとされています。 

４ 法務上の評価方法 

まず、信託の変更等における受益権取得

請求（信託法 103条）の場面では、裁判所

による受益権の価格決定手続も定めていま

す（信託法 104条）。そして、この受益権

取得請求権に係る受託者の債務は、信託財

産限定責任債務とされており（信託法 21条

2項 3号，104条 12項）、受託者が受益権

を取得すると当該受益権は消滅するとされ
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ています（信託法 104条 13項）。したがっ

て、受益権取得請求権行使の場面での受益

権の価格は、信託財産の価格に等しいもの

と考えることができます。 

これに対し、遺留分侵害額請求権を行使

する場面等ではどうでしょうか？ 遺留分

は、被相続人が相続開始の時において有し

た財産の価額にその贈与した財産の価額を

加えた額から債務の全額を控除して算定さ

れ(民法 1043条 1項)、「条件付きの権利又

は存続期間の不確定な権利は、家庭裁判所

が選任した鑑定人の評価に従って、その価

格を定める。」(民法 1043条 1項)とされて

います。例えば，受益者連続型信託の第二

次受益権は、「当初受益者の死亡を始期と

する存続期間が不確定の権利」とみられる

ので、鑑定人の評価により価格を定めるこ

とが想定されます。現時点では、この場面

での評価方法に関し定説がない状況です

が、受益権（特に、民事信託の受益権）の

流動性が低いこと、受益権が所有権ではな

く存続期間が不確定の受益債権を中核とす

る権利にとどまることから、信託財産の価

額よりも減額されるのではないかという意

見が見られます（加藤祐司「後継ぎ遺贈型

の受益者連続信託と遺産分割及び遺留分減

殺請求」判例タイムズ 1327号 18頁な

ど）。皆様はどう考えられるでしょうか？

ご意見をいただければ幸いです。（弁護士

山口正徳・民事信託活用支援機構理事） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

信託協会の税制改正要望 

１.令和 4年度信託税制改正 

（１）受託者が提出すべき信託に関する受

益者別（委託者別）調書の記載要領改定 

調書の信託財産の価額欄には評価額を記載

します。現在は必ずしもこれを記載しなく

てもよいことになっていますが、令和 5年

1月以降は国外財産調書に準じて見積価額

を記載することになりました。この見積価

格は土地であれば固定資産税評価額、非上

場株式であれば純資産価額等です。 

（２）特定口座内保管上場株式等を信託に

供する場合に特定口座での管理を継続的に

行うための要件 

これは商事信託ですが、特定口座が継続的

に使えるので税務上有利です。 

2. 令和 5年度信託税制改正要望 

信託協会は 9月に来年度の税制改正要望を

とりまとめました。 

（1）主要要望項目 

教育資金贈与信託及び結婚子育て信託に係

る贈与税の非課税制度の恒久化等 

これらは内閣府及び文科省の要望事項にな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

（2）一般要望項目 

・株式を利用した事業承継に納税猶予制度

の適用 

中小企業の事業承継円滑化のたに納税猶予

制度が年々拡充されましたが、信託には適

用されないので、適用を要望します。 

・受益権が質的に分割された信託の課税関

係の明確化 

例年要望しています。 

・受益者連続型信託の課税の特例の適用対

象の見直し。 

相続税法 22条は相続による取得財産の課税

価額は取得時の時価とされ、時価とは取引

価格と解されていますが、客観性を持たせ

るために相続税評価通達が出されていま

す。今年 4月、タワマン投資による節税策

について、同通達に基づく路線価評価額が

時価から著しく乖離しているとして節税策

が否認され、納税者が敗訴しました（相続

税更正処分等取消請求事件令和 2（行ヒ）

283）。相続税法法 9条の 3に定める受益者

連続型信託の受益権の見なし規定は、この

事件とは逆に時価からかけ離れた法外な価
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額で課税しようとするものです。この最高

裁の判決の論理に適合しません。 

・受益者単独の信託に損失算入制限措置を

適用しないこと、 

（３）金融制度全般に関する税制措置 

ＮＩＳＡ制度の拡充及び利便性の向上 

これは岸田内閣の資産所得倍増計画の実現

のために金融庁が来年度の税制改正要望と

して出したものです。 

2与党税制調査会 

新聞報道によれば来年度の税制改正の主要

項目は富裕層への課税強化と相続税贈与税

の一体課税のようです。教育資金贈与信託

及び結婚子育て信託は期限切れになる可能

性があります。現在相続開始前 3年以内の

贈与財産は相続財産に加算されますが、こ

の加算の範囲の拡大が取り沙汰されていま

す。12 月中旬に発表される税制改正大綱が

注目されます。 

（民事信託活用支援機構 代表理事 高橋倫

彦 ） 



 

 

 

 

 

 

 

 

遺言が存在することの証明はどのようにするのか？ という質問 

   

 今回のレターは、最近、筆者が経験した

ことを読者の方々に共有したいと思いま

す。税理士より遺言と民事信託の組成のサ

ポートの依頼を受けて筆者が関与した事案

についてです。 

●相談者と家族の状況 

 筆者に依頼をしてきた税理士は、財産所

有者（以下、父）とその家族の顧問税理士

です。父の財産の管理と相続について、子

が税理士に相談してきたことから信託を検

討することになりました。 

家族は、父、母、子の三人家族。母は認

知症で既に判断能力を欠いた状況です。父

は 90 歳ながらも判断能力に問題のない状況

でした。 

 子は、母の状況から、もし、父が母より

先に亡くなり、母が父の財産を相続するこ

とになると問題が生じるのではないかと、

税理士に相談したようです。 

●受益者連続型信託 

 税理士は、子の相談を受け、受益者連続

型信託を利用するのがよいのではと考え、

筆者にそのサポートを頼めないかと連絡し

てきました。税理士の相談を受け、早速に

税理士と子と筆者の三者で面談しました。 

 税理士が検討したように、このケースで

は受益者連続型信託の利用は有効と筆者は

考えました。子が受託者となり、父と母の

ために信託財産を管理する仕組みです。 

 この信託の組成は、実務的にいろいろと

検討することも必要でしたが、本レターで

は、その詳細を省きます。 

●遺言を先行して作成する 

 本件は、父が高齢なこともあり、遺言を

先行して作成することとしました。信託組

成に時間がかかり、万が一突然に父が亡く

なるような事態が生じたら、母は父の遺産

分割のために後見制度の利用が必要になる

ことを説明したところ、子はそれを避けた

いという意向が示しました。 

 父は、父の相続では、妻と子に半分ずつ

父の財産を継いでもらいたいという意向が

ありました。そこで早速に、税理士、司法

書士、そして筆者が連携し遺言案を検討

し、その検討した案を父に説明しました。 

●遺言が存在することをどう証明するの

か、という質問 

 父は大学教授を務めていたとのこと。遺

言案を説明するミーティングでのやり取り

も非常に速やかでした。 

 ところが、説明がある程度進んだところ

で、突然に、「先生、私の遺言が存在する

ことはどのように証明されるのでしょう

か？」と司法書士に質問します。 

 司法書士も、それまでの流れと打って変

わった質問に驚きながら、「遺言は公正証

書にします。公正証書はしっかりと保管さ

れるので大丈夫ですよ」と答えます。さら

に司法書士は、なぜ公正証書にすれば安心

かの説明を続けて行いました。しかし、司

法書士の答えでは、父は納得していないよ

うに見えました。 

 そこで筆者は父に質問してみました。

「なぜ、そのようなことが気になるのです

か」と。 
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 筆者の質問を受け、父の父の相続の際に

あったことを、父は話してくれました。 

 父は 4人兄弟の４番目。父の相続の手続

きは長兄が中心となり行ったとのことで

す。「父の遺言はなかったので、父の遺産

はこのように相続する」と長兄が遺産分割

案を弟たちに提示するような一方的な説明

だったと言います。弟たちは、「すべて長

兄に従うように」という母の言葉に従っ

て、相続手続きは長兄の言うままに終えた

という経験を父は話してくれました。 

 さらに父は筆者に言いました。 

「遺言がなかったと長兄は言ったが、長兄

が遺言を隠してしまったのかもしれない。

遺産もこれだけだったと開示されたが、そ

れもすべての遺産ではなく、兄が遺産を隠

してしまったのでは」と。父は今でも長兄

を疑っているようです。 

 一通り父の話しを聞いた後、「そのよう

なことがあったのですね」と筆者は父に話

し、しばらく間をおいて、「遺言は先ほど

司法書士の先生が説明した通り公正証書に

します。公正証書は公証役場で保管される

ので、遺言がなくなってしまうことありま

せんよ」と筆者は父に話しました。 

 筆者が父に言ったひとことを受けて、も

う一度司法書士が遺言を公正証書とするこ

との説明を行いました。父はようやく納得

した表情になりました。 

●説明する専門家には質問しない人も多い 

 今回は、委託者となる父が、わからない

こと・自身が理解できていないことを「わ

からない、疑問がある」と言ってくれまし

た。その質問があったから、税理士、司法

書士、筆者は、質問に対して回答すること

もでき父の理解を得ることもできました。 

 しかし、多くのケースではどうでしょう

か？ 弁護士や司法書士など法律の専門家

が説明することだから、その説明には間違

いがないだろうと、説明を受ける側はすべ

てを理解しないまま進めていくケースが多

いのでは、と筆者は感じることがありま

す。 

読み上げた信託契約や説明書について、

専門家は、相手が理解したかの確認を行う

でしょう。しかし、相手は本当に理解しな

いままでも、「はい、わかりました」とい

うことが多いのではないでしょうか。 

 遺言に関する質問のエピソードを例にあ

げましたが、平行して検討した信託につい

ても父は不明な点について１つずつ質問を

しました。その質問に回答することで、信

託についても理解していただき、無事に信

託契約を結ぶことができました。 

信託は、一般の人には難しい仕組みで

す。これまでそのようなことをしたことも

なかった人が、いきなり信託の説明を聞い

てもどれだけ理解しているかはわかりませ

ん。 

内容の理解については、型通りの確認で

済ませずに、本当に相手が理解しているか

を、時には会話などを挟みコミュニケーシ

ョンをとりながら進めていくことも必要か

もしれません。 

 本件を経験したことで、相手の理解の状

況を把握して進めていくことの大切さを、

あらためて筆者は感じたところです。 

（石脇俊司 民事信託活用支援機構理事） 



 
 

 

 

 

 

民事信託実務の２大常識を、 

今、あらためて考えてみる。 

～公正証書と信託口口座～ 

 

極めて個人的な感覚ですが、民事信託が専門家

の間にじわじわと広まり出したのは 2013年頃、そ

の後、2017 年頃から爆発的に広がり始め、現在に

至ると感じています。 

私が民事信託を扱い始めたのは 2015年頃からだ

ったと思いますが、実務が広まり出したかなり初

期のころから、信託契約書は公正証書で作成し、

管理口座は信託口口座を作るべきという、いわば

民事信託実務の２大常識はあったと思います。ち

なみに、この２大常識は法律に定められたもので

はなく、実務上の取り扱いであるということは、

今さら説明の必要はないでしょう。 

先日、ふと、日々の信託の実務を見ている中

で、この常識に縛られ、漫然と執務していないだ

ろうか、という思いに見舞われました。公正証書

で作成しなくてもよい事案、信託口口座を作らな

くてもよい事案というのはきっとあるはずです

が、この点については特に意識的に突き詰めて考

えることなく、何でもかんでもこの「常識」に当

てはめてしまっているような気がしたのです。仮

に公正証書で作成しないとなれば、公証役場との

折衝が不要となります。また、信託口口座を作ら

ないとなれば、金融機関との折衝が不要となりま

す。すなわち、コンサルティングや契約書作成費

用を抑えることもできるかもしれません。 

そこで今回は、改めて、この常識について考え

てみます。 

 

契約書はなぜ公正証書で作成するのか？ 

この理由には主に二つ挙げられています。 

まず、当事者の本人確認、意思確認を公証人と

いう立場の第三者に行わせるため。これは、公正

証書での作成が法律上義務付けられている任意後

見制度に準じる発想だと思われます。次に、作成

した信託契約書を公証役場で保管してもらえるた

め。これは遺言の箇所でも説明されますが、後日

の紛失や改ざんを防ぐことができます。 

 

 

すなわち、信託契約成立の真正担保と、後日の

契約書紛失への備えがメインの理由と言えるでし

ょう。 

なお、現在の実務では、多くの金融機関におい

て、契約書は公正証書で作成しなければ信託口口

座を開けません。 

 

なぜ信託口口座を作成するのか？ 

 こちらも、主な理由として説明されるものを２

つ挙げます。まず、分別管理の徹底です。特に受

託者死亡時に、信託財産が受託者固有の財産とし

て認識され、相続財産に混入してしまうのを避け

る点が強調されています。もう一つは倒産隔離で

す。受託者固有の債務への弁済充当を防ぎます。 

 

例えば、こんなケースでは… 

例えば、親一人、子一人の家族において、親の

認知症対策として、財産管理を目的とした、親が

委託者兼受益者、子が受託者となる一代限りの民

事信託を想定してみます（ちなみに、このような

ケースは当方でも何度か取り扱いがあります。）。 

まず、公正証書での契約書作成について。この

ようなケースでは、信託契約の成立自体が争点と

なるようなトラブルはあまり想定しにくく、公証

役場と同じような機能を、信託組成サポートをし

た専門家が担うことができるような気もします。 

次に、信託口口座の作成について。このような

ケースでは、仮に子の死亡によって信託財産が凍

結してしまい、一時的に不都合は生じても、実務

的には大きな問題に発展することは少ないように

も思われます。また、受託者である子が事業をや

っている、住宅ローンはじめ借入（予定）がある

などの事情がなければ、信託の倒産隔離機能もそ

こまで重視する必要がないようにも思われます。 

もう一例として、事業承継の場面などで検討さ

れる自己株の信託。このようなケースでは、信託

の当事者のみならず、例えば社長の右腕的な役

員、秘書的なスタッフなど、いわば第三者的な立

場の人が検討段階から関与することも想定できま

す。また、譲渡制限会社では（信託）譲渡承認決
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議が必要ですので、少なくとも他の役員には説明

することになりますし、議決権に関することです

から、株主総会の運営に関係するスタッフにも説

明することがあるかもしれません。すなわち、信

託組成段階である程度社内でオープンになりま

す。であれば、取組みに間接的にでも関与する人

間は多く、契約の真正担保機能を必ずしも公証役

場に求める必要はないと言えるのかもしれません

（反対に、関与する人間が多いからこそ公正証書

で、という判断もあるかもしれません。）。 

なお、株式のみを信託するケースでは金融機関

の信託口口座を作成することは想定されないこと

は言うまでもありません。 

 

以上から、少なくともこれらのようなケースに

おいて、専門家の適切なサポートがあれば、信託

契約書は公正証書にせず、管理口座もいわゆる

「なんちゃって口座」でよいと判断できる余地が

あるのかもしれません。 

とはいえ、当然ながら、このような理屈を形式

的に当てはめて判断することは相当ではありませ

ん。隠れた事情もあるでしょうし、以後どのよう

な状況の変化が起こるかは想定しきれません。

軽々しくこのような提案をすべきではなく、やは

り基本的にはこの「常識」に則る姿勢はとるべき

でしょう。ただ、そのうえで、当事者としっかり

とした信頼関係を築き、ヒアリングを行い、「常

識」に縛られない判断の余地も示してあげる（当

事者にリスク等を十分に説明することも含めて）

のも、専門家たるサポーターの役目なのではない

かと思った次第です。 

 

（司法書士岩白啓佑 民事信託活用支援機構理

事） 



 
 

 

 

 

 

受益者連続型信託の問題点を改めて考える。 

 

受益者連続信託の意義 

日本の民事信託の現況を見ると、親の認知症対策の

信託ばかりが喧伝されています。しかしこの信託は

常に委託者兼受益者である親のためになるのでし

ょうか。受託者が帰属権利者の場合は形式的には利

益相反にはならないのかもしれませんが、事実上受

託者のための信託になっている例もないでしょう

か。単なる資産の生前贈与は富裕層の節税を誘引し、

親の世代の収入を枯渇させ、次世代を甘やかすだけ

です。英米の民事信託を見ると受益者連続信託こそ

が家族の資産承継信託の原型であり、家族の資産は

親の世代（高齢者）が単にこれを子世代（現役世代）

に生前贈与するものではなく、親の世代がその利益

を享受しつつ子世代以降の次世代にその承継を約

束するものであるとの認識です。受益者連続信託は

親の世代から子世代、孫世代、その次の世代に至る

まで家族の全体を守ります。 

 

与党の令和 5年度の税制改正大綱 

注目された贈与税・相続税一体課税については、相

続財産に加算される贈与の期間が現在の 3年から

今後 7年に延長されることになりました。この加算

期間の延長は、高齢世代に遍在する資産を若年世代

に移転することにより、その有効活用による経済の

活性化が狙いとのことですが、若年世代は資産の贈

与を受けても、将来の老齢年金が減額される不安あ

る以上これを貯蓄に回してしまうので経済の活性

化になりそうもありません。信託協会がかねて要望

している受益者連続型信託の課税の特例の見直し

は議論すらなされなかったようです。 

 

受益者連続信託の研究の必要性 

この信託は信託期間が長いので、その間の信託資産

の散逸を防ぎ、受託者の義務違反を防止し、連続す

る受益者を保護する必要があります。委託者の思い

が時間の経過と共に忘れられ、推定相続人間の資産

承継の不均衡から生ずる紛争が生ずる危険もあり

ます。そこで、個人的にその仕組みを法務・税務の

両面からの研究を行う研究会を立ち上げました。 

 

機会を見て皆様にも研究成果を報告します。 

 

受益者連続信託の典型例 

税務当局は事例が無いと見直しの検討が進まない

ようなので、単純な典型例を考えてみました。この

例では、資産家がその推定相続人のために受益者連

続信託を設定し、配偶者 Aが第 1次承継受益権を取

得し、その死亡後に長男 Bが第２次承継受益権を新

たに取得し、その死亡により信託が終了します。次

男 Cは帰属権利者ですが、三男 Dは受益者にも帰属

権利者にもなりません。親の相続財産は信託財産以

外にめぼしいものがありません。さて、親の死亡時

点で、第２次承継受益者 Bは第 1次承継受益者 A

が信託財産の全部を費消しないで一部残してくれ

ると考えましたが、帰属権利者の次男 Cは信託終了

時に自分に帰属する財産は残っていないと考えま

した。次男 Cは請求できるか？三男 Dは資産家の相

続に関し、自己の遺留分を侵害されたとして受益者

の第 1次承継受益者 Aと第 2次承継受益者 Bに対し

て侵害額の請求を行いました。 

 

遺留分侵害に関する疑問 

こんな単純な事例でもいろいろな疑問が湧いてき

ます。受益者の Aと Bのそれぞれにいくら請求すべ

きか。帰属権利者の権利は、資産家の相続発生時に

おいてはまだ発生していないので次男 Cに対して

請求できない？第２次承継受益者 Bは請求を受け

る立場であるが、Aの死亡後に信託財産が残らない

のではないかと危惧したときは、自分の遺留分侵害

額を請求できるのか。できるとすれば侵害額いくら

か。また、受益者に対する相続税課税は受益者連続

型信託の受益権評価の特例の適用があります。 

 

事例研究の必要性 

これらの疑問に関しては、信託財産の種類、収益の

有無、換金処分の可能性、受益権の内容、受益の時

期等の条件を考える必要があります。事例をできる

だけ積み上げて研究を深め、願わくば、税務当局の

見直しを促すことができないかと考えています。事

例の積み上げに皆様のご協力をお願いします。 

（民事信託活用支援機構代表理事 高橋倫彦） 
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信託と遺留分（相続法改正を踏まえて） 

    

１ 改正前の考察 

⑴ 信託の設定と遺留分侵害の有無 

 生前の他益信託の設定は受益者に対する

「贈与」、遺言信託の設定は「遺贈」とみ

て、遺留分減殺請求の対象となり、遺言代

用信託は、死因贈与に類する扱いとして、

遺留分減殺請求の対象となります。減殺の

順番は、死因贈与は遺贈の後、生前贈与の

前に対象になるとする東京高判 H12.3.8が

あり、遺言代用信託も同じに考えられま

す。 

⑵ 信託における遺留分減殺請求の対象 

信託設定のどの部分が遺留分を侵害して

いるか？については、信託設定を侵害行為

とみる信託行為説と受益者による受益権の

取得を侵害行為とみる受益権説が対立して

いる。 

 信託行為説は、委託者＝被相続人が、遺

言代用信託を設定することにより本来なら

相続財産となるはずだった財産の全部又は

一部が受託者名義に置き換わっていること

を遺留分の侵害とみる。遺留分算定の基礎

となる「被相続人が相続開始の時において

有した財産」（現民法：１０４３条１項・

旧民法：１０２９条１項）に算入されるの

は、信託設定により移転した信託財産であ

る。遺留分減殺請求により、信託行為の効

力が否定され、その結果、信託財産の移転

が否定される。信託行為の一部しか減殺で

きない場合、信託財産の一部が遺留分権利

者に帰属し、その結果、信託財産は、受託

者と遺留分権利者との共有となる。受益者

は、残された信託財産についての受益権を

享受する。信託行為の効力を否定するのだ

から、遺留分減殺請求の相手方は、受託者

である。信託行為説では、信託破壊、すな

わち、信託行為の効力が否定されるため信

託関係者（信託債権者、受託者、他の受益

者）への影響が大きいという問題がある。 

 受益権説は、遺留分の侵害を受益権の付与

とみる。遺留分減殺請求の結果、受益権の

帰属が遺留分を侵害する限りにおいて否定

され、否定された受益権が遺留分権利者に

移転する。信託行為の効力や信託財産の移

転に影響はない。受益者の受益権帰属を一

部しか減殺できない場合、遺留分侵害の割

合に応じて割合的に受益権が遺留分権利者

に移転する。その結果、受益権は受益者と

遺留分権利との準共有となる。「被相続人

が相続開始の時において有した財産」の価

値は、信託財産ではなく、受益権の価額が

基準となる。遺留分減殺請求の相手方は、

受益権の取得によって遺留分を侵害してい

る受益者である。受益権説には、受益権の

経済的価値は遺留分額に満たない。受益権

総額が信託財産には及ばず、遺留分権利者

が不利益を被る、との指摘がある。なお、

受益権価額の評価は、信託財産の評価と比

較すると困難だが、他の権利価額評価と同

じく最終的には鑑定人によって評価される

ものであるから（現民法：１０４３条２

項・旧民法：１０２９条２項）、受益権に

特有の問題ではない。 

２ 改正後の考察 

⑴ 遺留分侵害に関する改正の内容 

改正により、➀遺留分権利者の権利は、遺

留分侵害額の請求という金銭債権だけとな

り、②侵害者＝支払義務者には、相当の期

限を許与することが可能であり、③遺留分
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算定の基礎となる相続人に対する贈与は、

相続開始前１０年間にされたものに限定さ

れた。 

⑵ 相続法改正による影響 

信託行為説では、信託の設定行為によっ

て侵害された額に相当する金銭債権が発生

し、請求の相手方は受託者となる。この金

銭債権に係る債務は、信託財産責任負担債

務になると考えられるが、受託者の固有財

産まで引き当てになるのか？それとも信託

財産に限定された信託財産限定責任負担債

務なのか？は難しい問題である。筆者とし

ては、信託法２１条２項各号に該当しない

ので、信託財産に責任財産を限定しない信

託財産責任負担債務であり、信託法２１条

１項２号「信託財産に属する財産について

信託前の原因によって生じた権利」に係る

債務と考えたい。また、遺言代用信託の設

定により共同相続人の１人が受益者となっ

た場合、信託設定が１０年以上前であれ

ば、信託設定時＝遺留分侵害時とみて、遺

留分算定の基礎に算入されないと考えられ

るのだろうか？筆者としては、死因贈与の

対象財産も遺贈と同じく「被相続人が相続

開始の時において有した財産」に含まれる

ので、遺言代用信託の場合にも、死因贈与

に類する扱いとして、遺留分算定の基礎に

算入されると考えたい。なお、仮に、受託

者が信託財産を換価処分して遺留分権利者

に金銭を交付する場合には、改正前と同じ

く、信託破壊の問題が生じる。 

 受益権説では、受益権の帰属により侵害

された額に相当する金銭債権が発生し、請

求の相手方は受益者となる。この金銭債権

は、受益者に対する金銭債権となり、その

引き当ては受益権に限定されず、受益者の

財産全体が引き当てになる。なお、受益権

価額の評価が、信託財産の評価と比較する

と困難である点は改正前と変わらない。ま

た、後継ぎ遺贈型の受益者連続信託（自益

信託）では、第二次受益者（子）の死亡時

に受益権を取得する第三次受益者（孫）に

対する遺留分侵害額請求も考えられるが、

現に存在する第三次受益者（孫）の受益権

取得時点まで期限の許与をするのか？委託

者＝当初受益者の死亡時点に第三次受益者

（孫）が存在していない場合にも遺留分侵

害額請求ができるのか？は難しい問題であ

る。 

３ 結語 

以上の考察は、『事業・財産承継の法務

と税務（信託をいかに活用するか）』（清

文社）における田中和明氏の論稿（第４章

信託と遺留分）を参考にしました。相続法

改正後の信託と遺留分に関する論考は数が

少ないのですが、皆様はどう考えられるで

しょうか？是非、メーリングリストにご意

見をいただければ幸いです。（弁護士山口

正徳・民事信託活用支援機構理事） 



 

 

 

 

 

 

 

 

信託会社による民事信託の支援 

   

 今回のニューズレターは、信託会社によ

る民事信託の仕組みづくりの支援を取り上

げます。信託会社のサービスを紹介しなが

ら、信託会社が民事信託を支援することに

ついて、筆者の感想も含めまとめてみたい

と思います。 

●民事信託の相談窓口 

 民事信託の利用がしだいに増加する過程

において、民事信託の利用を検討する人へ

の支援も増えていくことが必要です。 

 弁護士、司法書士といった法律の専門家

や税という観点から財産の管理に関与する

ことが多い税理士が、その相談の窓口にな

ることで、民事信託の利用が広がりつつあ

りますが、誰もがすぐに相談できるほどの

相談先はまだありません。 

信託のプロである信託会社が、民事信託

の相談を受け支援することで相談窓口は増

え、社会のニーズに応える取り組みと筆者

は考えます。 

しかし、信託会社は自身が受託者となり

信託を引き受け報酬を得ていくことで営業

が成り立つため、これまでは積極的に民事

信託の相談を受けることもありませんでし

た。 

●信託会社の民事信託組成支援 

 インターネット証券会社を親会社にもつ

マネックス SP信託では、①民事信託（家族

信託）を組成するための情報提供、②民事

信託（家族信託）のスキームの整理、③信

託契約案の作成支援、④受託者による信託

口口座の開設のための助言、⑤委託者と受

託者で作成される信託契約の公正証書化の

支援といった 5つについて、民事信託（家

族信託）の組成支援をするサービスを開始

しました（ネットではじめる家族信託 

「つむぎ」としてサービスを提供

（https://www.monextrust.co.jp/service/

tsumugi）。 

 インターネット証券会社の顧客層は、今

後の資産形成むけて上場株式や投資信託な

どで運用をする人が多く、対面営業を中心

とする証券会社に比べて高齢者の比率は低

いと思われます。 

 民事信託の利用を専門家に相談する人

は、高齢な親を持つ子らが多いと思いま

す。そう考えると、高齢な親をもつ子世代

の顧客を多くもつマネックス証券を信託契

約代理店としてその相談窓口をつくり、マ

ネックス SP信託が民事信託の組成支援をす

ることは、社会ニーズに応える仕組みであ

るとも言えそうです。 

●対象を限定して相談を受ける 

 「つむぎ」は、信託財産を、預金（日本

円のみ）、委託者の単独名義の不動産で借

入れのないもの、信託後に受託者が借入れ

をしないこと、信託財産に担保権を設定し

ないことといった制限をつけて民事信託の

組成支援をしています。 

 民事信託の信託契約は、マネックス SP信

託の業務提携先の税理士法人、司法書士法

人、行政書士法人が担当することになって

います（借入れのある不動産の民事信託の

相談なども業務提携先が対応）。 

●サービスの利用料金 
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 民事信託の組成に関するコンサルティン

グや信託契約案の作成に関する報酬は、一

般的には、信託財産額に報酬率をかける報

酬基準としている専門家が多いでしょう。

そのため、民事信託の組成を希望する人の

信託財産額が多くなれば、専門家への報酬

は多額となります。 

 その一方、この「つむぎ」では、財産額

によらない一律の報酬額となっています。

相談できる財産額は限定されているもの

の、一定のニーズに対応できるサービスに

なっていると筆者は考えます。 

●単なる窓口とならないために 

 インターネット証券という特色を利用し

て、親の財産管理を心配する子らの相談窓

口となるこの取り組みは、今までにないも

のであり、今後のサービスの展開に期待し

たいと筆者は思います。 

 その一方、信託は、財産所有者の「思

い」と財産や家族の「状況」をふまえて、

オーダーメイドに対応していかなければな

りません。窓口で受けた相談を、信託会社

が提携業者と連携して進めていくには、信

託会社の細やかな対応が必要にもなりま

す。信託契約代理店を通じて信託のニーズ

を拾い上げ、そのニーズを業務提携先に流

すだけでは、サービスの利用が広がってい

かないと考えます。是非、細やかな連携を

期待したいところです。 

●民事信託で対応できないことも多い 

 財産管理のプロではない家族らが受託者

を務める民事信託は、信託開始後の課題も

多くあります。また、個人が受託者を務め

るため受託者の継続性にも課題がありま

す。信託を利用したくても小家族ゆえに受

託者がいない人も一定数あり、民事信託の

限界もあります。 

●民事信託活用支援機構の専門研修 

 民事信託活用支援機構では、毎月、主に

会員を対象として専門研修を開催していま

す。令和 5年 1月の専門研修では、ふくし

信託株式会社の代表取締役であり司法書士

の山北英仁氏を講師に招き、信託会社によ

る福祉型信託の研修を行いました。福祉型

信託は社会的なニーズがありながらも、受

託者の課題や信託財産の状況で、速やかに

利用を始めることができないことがあり、

同社の今後の展開が期待されるところで

す。 

 民事信託と商事信託をうまく連携させな

がら、財産所有者の本人の目的を実現する

仕組みを、専門家同士の連携により実現し

ていくことで、社会的に期待される信託の

利用を広げていくことができればと考えま

す。 

（石脇俊司 民事信託活用支援機構理事） 



 
 

 

 

 

 

株式会社など営利法人を受託者とする 

民事信託について考えてみる。 

 

実務の現場では、時々、受託者を株式会社にした

いという要望を聞きます。永続性の観点から受託者

を法人にした方がよいけれども、新たに一般社団法

人を設立すると、設立費用はじめ諸々費用がかかる。

そこで、せっかく家族経営の既存の会社があるのな

らその会社を受託者にしたい、というニーズです。 

 

営利法人を受託者にするリスクと現在の対策 

あらためて解説するまでもないかもしれません

が、株式会社などの営利法人を受託者にすると、信

託業法上の免許の部分でひっかかるリスクが指摘

されています。営利法人ということは、その法人の

行為は営利性があるため、信託業法２条の「信託の

引き受けを行う営業」と見られ、受託者になるには、

信託業の免許を取得しなければならないのではな

いか、という考え方です。反対意見もありますが、

判例もまだなく、確定的な見解は出ていません。 

これに対し、このリスクを排除しつつも営利法人

を受託者にする方法として知られているのが、受託

者となる営利法人の定款を変更し、事業目的に「信

託業法の適用を受けない民事信託の引受業務」など

と入れるスキームです。事業目的にこの文言を追加

することで、信託業法で規制されている営業には該

当しないということを謳うわけです。 

 

事業目的変更スキームはダメ説 

 さて、上記に示した事業目的変更スキームは本当

に大丈夫なのでしょうか？ちょうど先日、私の事務

所で営利法人を受託者とする信託の相談がありま

したので、事務所に所属する司法書士を集め、あら

ためて議論してみました。 

 事業目的変更スキームなんてダメ！営利法人だ

とアウト！という見解の根拠になっているのは、営

利法人の行為は商行為（≒営業行為≒営利性のある

行為）とされる法律の規定です。会社法５条には、

「会社（略）がその事業としてする行為及びその事

業のためにする行為は、商行為とする。」とありま

す。また、会社を含めた商人を規律した商法の 503 

 

条では、「商人がその営業のためにする行為は、商

行為とする。」とされ、２項では「商人の行為は、

その営業のためにするものと推定する。」とされて

います。 

 これを整理すると次のようになるでしょう。 

 

①会社が「事業としてする行為」は商行為。 

②会社（商人）が「事業（営業）のためにする行為」

は商行為。 

③一見上記①②には該当しない行為でも、会社（商

人）の行為は商行為と推定する（推定なので、反証

を挙げると覆せる。）。 

 

 上記②③にあるように、営利法人でも営利性のあ

る行為しかできないわけではなく、事業のために必

要または有益な行為であればなしうると考えられ

ています。 

では、会社が事業目的に掲げている行為は、上記

の①～③のどれに該当するか？言うまでもなく①

に該当するでしょう。すなわち、事業目的変更スキ

ームでは、信託受託の商行為性を排除できず（むし

ろ商行為性を強調し）、営利法人での信託受託は信

託業法で規制する営業に該当する、という結論が導

けそうです。 

 

以上、回りくどく書きましたが、営利法人は営利

を目的としているので営利目的でない行為を定款

の事業目的に入れるのはおかしい！事業目的に入

っている行為はぜんぶ営利目的と考えるべき！だ

から事業目的変更スキームでも信託業法でいうと

ころの営業に該当する！ということです。 

 

事業目的変更スキームで大丈夫説 

 実は私個人としては、ここまでご紹介した見解に

は懐疑的です。信託業法という法律が守ろうとして

いる利益は何か？という視点から考えたときに、現

在の民事信託が主に扱うような認知症・相続・事業

承継対策の信託を規制する意図はないように思え

るからです。 

信託は、所有権を移すことで、受託者に非常に大

きな権限を与える仕組みです。悪用とまではいかな
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くても、多くの人から大変な額の財産を集めた結果、

甚大な被害を出すことも大いに考えられます（実際

にそのような立法事実があったからこそ信託業法

で規制されたのでしょう。）。 

では、そうやってできた信託業法は、例えば、家

族の財産を守るために、家族経営の営利法人が、１

回こっきりの信託を受託することまで規制してい

るのでしょうか？そのようなことを法は想定して

いるのでしょうか？私にはそうは思えません。 

よって、個人的には、信託業法で規制する「営業」

の判断は、商行為性ではなく、反復継続性を基準と

するのが妥当なのではないかと考えています。 

そうすると、冒頭で掲げた事業目的変更スキーム

であれば、営利法人として満たすべき営利性はある

けれども、信託業法の適用を受けない（反復継続性

がなく、不特定多数に多大な損害を出す恐れのない）

信託の受託という形が作れるようにも思うのです。 

＜余談＞ 

上記では民事信託と書きましたが、営利法人が受

託者になる場合は商行為性があるので、商事信託と

呼ぶべきでしょうか？免許を得ていないという点

から民事信託と呼ぶのでしょうか？ 

 

専門家としてはどうする？ 

以上のように、確定的な見解が出ているわけでは

ないものの、ニーズはあります。ではニーズに応え

た場合のリスクはどう考えるか？ 

仮にいま営利法人を受託者とする信託を組成し、

後日それが信託業法違反だという判断が出た場合、

罰則が課されるリスクがあります。信託業法 91条

1項 1号では「三年以下の懲役若しくは三百万円以

下の罰金に処し、又はこれを併科する」とされてい

ます。当然、専門家としては、とりたくないリスク

でしょう。 

ちなみに、某公証役場の公証人に問い合わせてみ

たところ、営利法人を受託者とする信託契約書の作

成は受けられないとの回答がありました。 

考えられるリスクを徹底的に排除し、それでも残

るリスクを顧客に丁寧に説明し、しっかりとした許

諾を得られた場合以外、安易に手を出さないように

すべきかと思います。 

 

（司法書士岩白啓佑 民事信託活用支援機構理事） 



 
 

 

 

 

 

当機構の 3月の専門研修で受益者連続型信託の典

型例を取り上げます。皆様のご参加をお待ちして

います。 

 

受益者連続信託の活用 

専門家の皆様にこの信託を活用していただきたい

と思い、第 145 回ニューズレター（令和 4 年 12 月

25 日発行）で「受益者連続型信託を改めて考える」

を執筆しました。民事信託の歴史が長い米国ではこ

の信託が多用されていますが、その歴史が浅い日本

では、この信託がまだ十分活用される状況ではあり

ません。これは次のような問題点があるからです。

一つには跡継ぎ遺贈型の受益者連続信託に係る遺

留分の侵害額請求への対応です。既にその下級審の

裁判例があります。もう一つは受益者連続信託に係

る税務の特例です。租税法学者を始め税務の専門家

のほとんどがこの特例を批判しています。更にこの

信託の期間が長いので、時間の経過と共に委託者の

思いが忘れられ、推定相続人間の資産承継の不均衡

から生ずる紛争の危険があり、受託者が信託財産の

管理を怠り、資産が散逸する危険もあることです。

そこで、3月の専門研修でこの信託の典型例を題材

として専門家の皆様と計数的にその問題点を共有

しその対応策については検討したいと思います。 

 

遺留分侵害額請求 

侵害額請求の時点は、資産の生前贈与や遺贈の場合

は資産相続の発生の時点ですが、受益者連続信託の

場合も第一次の受益権承継時点です。侵害額請求の

相手は、前者の場合は資産の受贈者及び受遺者であ

り、後者の場合は受益権説に立てば受益権の受贈者

及び受遺者です。これは受益権が複層化されていて

も同様に考えることができます。跡継ぎ遺贈につい

は、遺言者が資産の受贈者及び受遺者にこれを強制

することができませんが、委託者は信託の受託者の

権限によりこれを確実に執行することができます。

受益者連続信託の問題はその受益権に跡継ぎ遺贈

の条件が付款しているので、その権利の実現が不確

実であり、そのため第一次の受益権承継時点では、

受益権の金額評価をすることが困難なことです。民

法は条件付の権利又は存続期間の不確定な権利は 

 

鑑定人の評価によるとしていますが、その評価基準

が不明確です（1043条 2項）。 

 

受益者連続信託の受益権課税 

資産の生前贈与や遺贈の場合は相続の発生時に相

続財産の全額を課税します。受益権を複層化して収

益受益権と元本受益権に分割しそれぞれの受益権

を生前贈与や遺贈した場合は、その信託が通常の信

託であれば、それぞれの受益権の評価額について課

税し、両受益権を合わせて相続財産の全額を課税し

ます。これに対し受益者連続型信託の場合は特例

（相続税法 9条の 3第 1項）により収益受益権につ

いて権利の取得時に信託財産の全額を課税し、元本

受益権について財産の受領時に信託財産の全額を

課税するので、一回の相続にも拘わらず信託財産が

2回課税されます。この特例は跡継ぎ遺贈型の受益

者連続型信託を念頭に導入されたようですが、跡継

ぎ遺贈型でない信託にも適用され、その適用範囲が

不明確です。税務当局は特例の見直しの要請に対し、

受益者連続信託の事例が少ないので、見直しの検討

ができないと弁明しているようです。 

 

受益者連続信託の典型例 

そこで、この信託の問題点を計数的に明らかにすべ

く、その典型例を資産の生前贈与や遺贈の場合との

対比で検討します。具体的には遺留分侵害額を受益

者へ請求した結果、各受益者の承継財産額がどのよ

うになるか、また各受益者の相続税課税後の純承継

額はいくらになるかを計算します。信託の種類につ

いては、受益権を複層化した信託と通常の信託を対

比し、信託期中に財産を処分しない信託と処分する

信託を対比して検討します。その検討過程において、

信託をした場合と信託をしない場合との対比で、民

法及び相続税法の適用に関し多くの疑問が涌いて

きます。筆者は信託財産の全額課税に異を唱えるも

のではありません。各受益者の財産の受領額が公平

であるか、各受益者の相続税課税額が中立的である

かを考えます。なお障害者保護を目的とする信託の

受益権を承継させる事例もあわせて検討します。 

（民事信託活用支援機構代表理事 高橋倫彦） 
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日弁連「民事信託業務に関するガイドライン」について 

    

１ ガイドラインの策定 

近年の民事信託では、東京地裁令和３年

９月１７日判決で民事信託の組成に関与し

た専門家の損害賠償責任が認められ、専門

家の能力と倫理が問われています。日本弁

護士連合会（信託センター）でも、昨年の

１２月に「民事信託業務に関するガイドラ

イン」が策定されました。当機構では、来

る 4月 17日の専門研修にて、日弁連信託セ

ンター長である伊庭潔弁護士をお招きし

て、上記ガイドラインに関するご講演を実

施する予定です。そこで、今回のレターで

は、上記ガイドラインの概要をお知らせし

たいと思います。 

上記ガイドラインは、Ⅰはじめに、策定

の目的・位置けを述べ、Ⅱ留意点で、➀依

頼者の意思確認、⓶民事信託以外の選択肢

の検討、③依頼者に説明すべき事項、④信

託契約の条項の検討、⑤遺留分への配慮、

⑥コーディネイターとしての役割、⑦公正

証書の作成、⑧信託口口座の開設、⑨信託

財産の対抗要件の具備等、⑩弁護士による

継続的な関与、⑪信託監督人及び受益者代

理人への就任、⑫信託の変更、⑬民事信託

と税務、⑭マネーロンダリング対策という

14 項目の留意すべき内容が具体的に述べら

れ、最後のⅢで、紛争の対応が述べられて

います。 

２ 民事信託業務を行う際の留意点 

14 項目の留意点は、従前から指摘されて

きたものですが、特に、➀依頼者の意思確

認、⓶民事信託以外の選択肢の検討、⑩弁

護士による継続的な関与が重要になります

ので、以下にその内容をご紹介します。 

➀依頼者の意思確認 

信託契約の締結に当たっては、依頼者は

委託者であることを意識し、そのことを関

係者にも説明しなければなりません。ま

た、必ず、委託者と面談し、委託者の意思

能力及び信託設定意思を確認しなければな

りません。この点、受託者又は帰属権利者

（＝委託者の推定相続人）主導でその利益

を図る信託契約書が作成される危険性に

は、特に注意が必要です。 

また、委託者の意思と能力の確認のため

には、公正証書の作成が推奨されます。な

お、Q代理人による信託契約の嘱託が認め

られるか？という問題に関し、筆者が聞い

た元公証人弁護士の講演では、直近の日本

公証人連合会の見解は積極説であり、公証

人が委託者本人に信託契約締結の意思と代

理人への委任の事実を明確に確認できた場

合には、委託者について代理方式で公正証

書を作成することを許容する、とのことで

した。コロナ禍の状況下で、テレビ電話を

利用した本人への確認が想定されているよ

うです。 

⓶民事信託以外の選択肢の検討 

民事信託に関する相談を受けた際、依頼

者の事情に応じ、任意後見、法定後見、贈

与、遺言等、他の法制度の利用可能性も十

分に検討したうえで、適切な選択肢を提示

し、また、受託者が確保できない場合、民

事信託は困難であることを説明しなければ

なりません。 

③弁護士（専門家）による継続的な関与 

 民事信託では、受託者に対する実効性あ

る監督を行うため、信託監督人又は受益者

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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代理人を設置することが推奨されますし、

信託監督人又は受益者代理人には、信託契

約締結に関与した弁護士（専門家）が就任

することが望まれます。 

 以上、ガイドラインの一部をご紹介しま

した。４月の専門研修では、伊庭弁護士へ

の質疑もできますので、是非、ご参加いた

だければと存じます。（弁護士山口正徳・

民事信託活用支援機構理事） 



 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者が所有する有価証券の管理と相続 

   

 日本では、2000兆円を超える家計金融資

産のうち、半分以上がリターンの少ない預

貯金で保有されています。また、年金・保

険等を通じた間接保有を含めても株式・投

資信託・債券（以下、有価証券といいま

す）への投資額は 244兆円。有価証券の投

資家数は 2000万人といわれています。 

そのような状況をふまえ、政府は、投資

経験者の倍増と投資の倍増を目指す「所得

倍損プラン」をたて、NISA の抜本的拡充や

恒久化を行うなど、制度の整備を行ってい

ます。今後、NISAの利用者数と投資金額が

増加して、投資信託等への投資額も増えて

いくことと思われます。 

一方、家計金融資産のうち 3分の２を 60

歳以上の世帯が保有し、2035年には有価証

券保有者のうち 70歳以上の割合が 50％と

なります（高齢社会における金融サービス

のあり方 平成 30年 7月 3日 金融庁）。

有価証券の保有者の高齢化が一層進み、有

価証券の管理と相続への対応は重要な課題

になっていきます。 

日本証券業協会では、高齢顧客への勧誘

による販売に係るガイドラインを制定して

います。ガイドラインでは、高齢顧客を定

義し（75歳以上を高齢顧客とし、さらに 80

歳以上はより慎重な勧誘を行うべき顧客と

して区分）、高齢顧客への勧誘による販売

商品、勧誘を行う場所・方法、約定後の確

認、モニタリングの 5点について会員の証

券会社に社内規則を制定することを求めて

います。 

前述の通り、各証券会社の預り資産に占

める高齢顧客の割合は高い状況です。高齢

顧客の適合性に反した勧誘・販売が行われ

ないよう社内の規則に従って勧誘・販売が

行われているものの、高齢顧客から得る手

数料収入の割合は依然高い状況です（かつ

て筆者が関与したことがある証券会社で

は、80歳以上の顧客から得る手数料収入が

全体の 4分の１近くを占めていました）。 

高齢顧客の適合性については、それぞれ

顧客の状況をふまえて判断されます。一定

の年齢を超えた高齢者といっても、投資経

験が豊富で保有資産額と判断能力から投資

可能な方もいます。 

しかし、2035年には 65歳以上の 3分の

１が認知症患者となる可能性があるといわ

れているなか、有価証券を保有する人が判

断能力を低下させ、欠くようになると、本

人の判断による有価証券の売買は難しくな

ります。 

このような状況から、高齢者が所有する

有価証券を信託財産とする民事信託の利用

も求められるのですが、現状では、その利

用はあまり進んでいないと筆者は感じてい

ます。 

次第にではありますが、民事信託に対応

する証券会社は増えています。民事信託を

利用した高齢者の資産管理に関する情報

も、以前より広くいきわたっています。し

かし、有価証券の管理においては、民事信

託の利用は、まだ少ないようです。 

必要ながら利用が増えていないのは、有

価証券ゆえの課題があると、筆者は感じて

います。有価証券という資産の特性と有価

証券のことを相談する窓口に課題があるの

ではと筆者は考えています。 

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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信託財産が受託者に移転し、受託者が受

益者のために信託財産を管理・処分するの

が信託です。管理・処分は受託者がするも

のの受益者とは異なる者が管理・処分を行

うため、有価証券取引における適合性の規

則について、証券会社では適合性判断のル

ール決めにまだ懸念があります。民事信託

に対応する証券会社ごとに基準は異なり統

一されていないのも現状です。 

民事信託の相談窓口となる人の多くは法

律の専門家です。窓口となる人に証券会社

や金融機関で実際に有価証券の勧誘・販売

の経験がある人は少ないでしょう。また、

有価証券の勧誘・販売の窓口となる証券会

社等の人たちには、まだ、民事信託に関す

る知識は十分に届いていない状況です。 

民事信託の相談窓口となる方には、証券

会社の規則や、信託財産となる有価証券の

内容について一定の知識が必要なのだろう

と筆者は考えています。また、有価証券の

相談窓口となる証券会社等の職員にも、民

事信託や民法など法律に関する知識が必要

でしょう。しかし、現時点では、両者はい

ずれも一定の知識レベルにまで達していな

い状況といえるでしょう。 

人生 100年時代、さらに寿命が延びてい

く時代ですが、年間 140万人もの方が亡く

なります（令和 3年は、143万 9809人）。

高齢化の社会では、今後、死亡者数が増え

ることも予測され、財産の相続が生じま

す。 

そして、有価証券の相続では、相続人へ

の承継の事務手続きが簡単ではありませ

ん。被相続人が複数の証券会社に証券口座

を持っているときの相続では、相続人の手

間も多くなります。遺言があっても相続財

産である有価証券の相続人への移転には、

問題が生じることもあります（有価証券の

相続手続き等について、筆者は別の回で書

かせていただきたいと思っています）。 

高齢者の有価証券の管理と承継に、上手

に民事信託を活用できれば、有価証券の価

値を維持し、さらには増やしながら、受益

者に財産を給付することができると、筆者

は考えています。相続における財産の承継

においても、有価証券の相続人への移管手

続きを簡単にすることもできるだろうと考

えています。 

それには、有価証券に関する実務を行う

証券会社と民事信託の相談を受ける専門家

が、信託の活用方法をさらに検討し、活用

状況をみながら、より便利な仕組みへとサ

ービスを協力しながら検討していくことも

必要なのではと、筆者は考えています。 

（石脇俊司 民事信託活用支援機構理事） 



 
 

 

 

 

 

「特定委託者」該当のリスク 

 

本日は、先日私の事務所にて議論をしました特定

委託者について。この視点を欠いた信託契約書を作

ってしまうと面倒なことになりそうですので、注意

喚起も兼ねて、あらためて条文を整理してみます。 

 

特定委託者に該当する、すなわち将来的に信託財

産の給付を受ける人が、信託を変更できる権限を有

していれば、税務上は委託者からの贈与とみなすと

いうルールになっています。例外として、変更権限

を「信託の目的に反しないことが明らかな場合」に

限定していれば、特定委託者に該当しません。 

現在の実務では、信託の変更権限に受託者を絡ま

せ、その受託者が帰属権利者になるケースが非常に

多いと思います。親の財産を子に託し、親が亡くな

ったらその財産をその子に帰属させるケースが典

型例でしょう。よって、信託の変更の箇所でしっか

り手当てしないと、かなりのケースがこれに該当す

ることになりそうです。 

  

【相続税法９条の２第１項】 

信託（略）の効力が生じた場合において，適正

な対価を負担せずに当該信託の受益者等（受益者

としての権利を現に有する者及び特定委託者をい

う。以下この節において同じ。）となる者があると

きは，当該信託の効力が生じた時において，当該

信託の受益者等となる者は，当該信託に関する権

利を当該信託の委託者から贈与（当該委託者の死

亡に基因して当該信託の効力が生じた場合には，

遺贈）により取得したものとみなす。 

 

対価を得ずに受益者等となった者は、信託の効力

発生時、すなわち（多くの場合は）信託契約時に委

託者から贈与を受けたとみなされてしまいます。 

  

【同条第５項】 

第１項の「特定委託者」とは，信託の変更をす

る権限（軽微な変更をする権限として政令で定め

るものを除く。）を現に有し，かつ，当該信託の信 

託財産の給付を受けることとされている者（受益 

 

者を除く。）をいう。 

 

「信託財産の給付を受けることとされている者」

としては、例えば、当初受益者以降の後順位受益者、

信託終了時に残余財産の給付を受ける帰属権利者

などが該当するでしょう。 

 

【相続税法施行令第１条の７】  

法第９条の２第５項に規定する政令で定めるも

のは，信託の目的に反しないことが明らかである

場合に限り信託の変更をすることができる権限と

する。 

２ 法第９条の２第５項に規定する信託の変更

をする権限には，他の者との合意により信託の変

更をすることができる権限を含むものとする。 

 

私は当初、このみなし贈与の立法趣旨として、信

託を自由に変更できる者が将来的に信託財産を取

得するなら、それはその者がその財産を自分の利益

のために自由にできるということで、これが贈与に

似ているからみなし贈与になる、と考えました。で

あれば、変更権限はあっても一人で自由にできない

ケース、例えば合意によって変更することとされて

いるケースでは、特定委託者にはあたらないのでは

ないか、と思ったのです。 

しかし、この点は上記第２項でズバリ排除されて

おり、合意による変更権限もアウトとなります。 

 

さて、特定委託者該当の手当てがされていない信

託契約書を作成してしまった場合、条文上は贈与税

が課せられることになりそうですが、実際はどうな

のでしょうか？ 

何人かの税理士の先生にきいてみたところ、本当

に贈与税が課せられて大問題になるという見解を

もってらっしゃる先生はいらっしゃいませんでし

た。専門ではないので詳細は割愛しますが、税務署

も知らないだろうし、わからないと思われるので、

そのまま６年の時効にかかるだろう。仮に知ってい

て、わかってしまっても、当初より信託の目的に反

しない変更に限る意向だったという主張をすれば

問題ないだろう。とはいえ条文上は課税となってい

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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るので、この点手当てをする覚書のようなものを一

筆書いておいたらよいのではないか、いう意見が支

配的でした。 

ただ、実際の課税リスクは低いにしろ、ゼロでは

ないですし、やはり専門家としては、手当てが抜け

ていたことがわかった時点で何らかの処置はしな

ければならないと思います。数が多いとかなり面倒

な作業になりますし、覚書を作成するにも信託契約

の当事者が既に認知症になっていては作成できま

せん。 

やはりしっかり注意したいところです。 

 

（司法書士岩白啓佑 民事信託活用支援機構理事） 



 
 

 
 
 
 
 
受益者連続型信託の受益権課税 
 
 
受益者連続信託の活用その３ 
 
受益者連続信託の活用 
民事信託の歴史が長い米国ではこの信託が多用され

ています。日本でもこの信託を活用していただきた

いと思い、第 145 回ニューズレター（令和 4 年 12
月 25 日発行）で「受益者連続型信託を改めて考え

る」を執筆しました。しかし、日本ではこの信託が

まだ十分活用される状況ではありません。この主な

原因は、跡継ぎ遺贈型の受益者連続信託に係る遺留

分の侵害額請求への対応と、跡継ぎ遺贈型の受益者

連続信託を含む多様な受益者連続型信託に係る税務

の特例です。第 149 回のニューズレター（令和 5 年

２月 25 日発行）では、この問題を取り上げ、当機

構の 3 月の専門研修では、この信託の典型例により、

この問題を計数的に明らかにしました。今 153 回の

ニューズレターでは受益者連続型信託に係る税務の

特例に対する対応策を検討します。 
 
受益者連続型信託に係る税務の特例 
受益権を複層化して収益受益権と元本受益権に分割

しそれぞれの受益権を生前贈与や遺贈した場合は、

その信託が通常の信託であれば、それぞれの受益権

の評価額について課税し、両受益権を合わせて相続

財産の全額を課税します。これに対し受益者連続型

信託の場合は、収益受益権を適正な対価を負担せず

に取得した場合、特例（相続税法 9 条の 3 第 1 項）

により、その評価額は受益権の取得時の信託財産の

全額とみなされて課税され、元本受益権について財

産の受領時に信託財産の全額を課税されるので、一

回の相続にも拘わらず信託財産が 2 回課税されるこ

とになり、税負担が重くなります。 
 
京都大学の岡村忠生教授の事例 
この税務の特例は受益権を適正な対価を負担しない

で取得した場合に適用があり、適正な対価を負担し
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民事信託における税制について 

    

１ 信託税制マニュアル 

民事信託では、税務の検討が必須です。そ

こで、本年３月２２日に日本弁護士連合会

（信託センター）から公表された信託税制

マニュアルを参考に、民事信託における税

制を確認したいと思います。なお、前提事

例として、父及び父亡き後の母の安定した

生活を目的として不動産（自宅＋アパー

ト）を子に信託する受益者連続信託、すな

わち委託者：父、受託者：子、当初受益

者：父、第二次受益者：母、終了事由：父

母の死亡、帰属権利者：子という信託契約

を想定します。 

２ 信託税制の概要 

信託に関わる税は、主に、所得税・法人

税、資産課税である相続税・贈与税、流通

税（登録免許税・不動産取得税・印紙税）

の３種類がありますが、信託の課税関係に

つては、信託によって実質的に経済的利益

を得るのは受益者であるから、原則的には

受益者に所得等が帰属するものとして規律

される、と考えられています。この基本原

則は、所得税法 13条 1項本文「信託の受益

者は、当該信託の信託財産に属する資産及

び負債を有するものとみなし、かつ当該信

託財産に帰せられる収益及び費用は当該受

益者の収益及び費用とみなして、この法律

を適用する。」に表明されており、法人税

法 12 条 1項本文・消費税法 14条 1項本文

もこの基本原則を規定しています。 

３ 信託設定時 

➀相続税法 9条の 2・1項により贈与がみな

されるか？の検討になりますが、自益信託

なので贈与税は課税されません。②登録免

許税について、所有権移転登記は課税対象

外（登録免許税法７条１項１号）なので非

課税、信託の登記は税率 1000 分の 4（土地

は 1000 分の 3）で課税、不動産取得税は非

課税です（地方税法 73条の 7第 3号）。印

紙税は、信託契約書 1通につき 200円で、

公正証書では原本に貼付されています。な

お③信託設定では受益者別（委託者別）調

書の提出が義務付けられていますが（相続

税法 59条 3項 1号）、本事例は自益信託な

ので、提出不要になります（同項ただし

書・相続税法施行規則 30条 7項 5号イ

⑷）。 

４ 信託継続中 

➀アパートからの家賃収入に関し、受益者

である父（父死亡後は第二次受益者である

母）に所得税と消費税が課税されます。な

お、信託から生じる不動産所得については

損益通算の制限があることに留意しなけれ

ばなりません（租税特別措置法 41条の 4の

2・1項、同法施行令 26条の 6の 2・4

項）。②父の死亡に基因した受益権の取得

は、相続税法 9条の 2・1項により遺贈とみ

なされて、母に相続税が課税されます。③

登録免許税について、各不動産に受益者変

更の登記が必要なため、不動産１個につき

1000 円必要となります。不動産取得税は、

不動産所有権の移転が無いので、課税され

ません。なお④固定資産税は、地方税法

343 条が納税義務者を「所有者」としてい

るため、法形式上の所有者である子（受託

者）に課税されます。⑤受託者は、毎年 1

月 31日までに、税務署に、信託の計算書及

び合計表を提出しなければなりません（所

得税法 227条）。また、父から母に受益者

が変更した際、受託者は、父死亡日の翌月

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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末日までに、税務署に、受益者別（委託者

別）調書及び合計表を提出しなければなり

ません（相続税法 59条 3項 2号）。 

４ 信託終了時 

➀子への残余財産移転は、個人間の無償移

転なので、母に譲渡所得は無く、所得税は

課税されません。ただし、母死亡後４か月

以内の所得税・消費税の準確定申告は必要

です。②母の死亡に基因した残余財産の取

得は、相続税法 9条の 2・4 項により遺贈と

みなされて、子に相続税が課税されます。 

③残余財産である不動産を取得した子に

は、登録免許税が課税されます。その税率

が、相続による移転とみなされて（登録免

許税法７条 2項）、1000分の 20から 1000

分の 4に軽減されるためには、信託契約書

に委託者の地位が受益者に移転する旨の条

項を設けておく必要があると言われていま

す。ただし、1000分の 4の登録免許税に代

えて、受託者である子の固有財産となった

旨の登記事項の変更があったにすぎないと

の解釈に基づき、不動産 1個につき 1000円

とされる実例も増加しているようです。な

お、信託の登記の抹消については、不動産

1個につき 1000円必要となります。不動産

取得税についても、原則課税ですが、登録

免許税と同様に相続による移転とみなされ

て非課税とすることが可能です（地方税法

73 条の 7・4 号）。④受託者は、翌年 1月

31 日までに、税務署に、信託の計算書及び

合計表を提出しなければなりません（所得

税法 227条）。また、信託終了時におい

て、受託者は、母死亡日の翌月末日まで

に、税務署に、受益者別（委託者別）調書

及び合計表を提出しなければなりません

（相続税法 59条 3項 2号）。 

５ まとめ 

以上のとおり、民事信託における税制を確

認してきましたがご参考になったでしょう

か？なお、信託終了時における登録免許税

の実例、特に受託者の固有財産となった旨

の登記事項の変更にすぎないとして不動産

1個につき 1000円とされた実例について、

当機構宛にご報告をいただけると幸甚で

す。何卒よろしくお願い申し上げます。

（弁護士山口正徳・民事信託活用支援機構

理事） 
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顧客本位について考える 

   

 金融庁は、2017年 3月 20日に「顧客本

位の業務運営に関する原則」（以下、本原

則といいます。）を公表しています（2021

年 1月 15日に改訂）。本原則は、金融事業

者が顧客本位の業務運営におけるベスト・

プラクティスを目指す上で有用と考えられ

る原則を定めています（金融庁は、顧客本

位の業務運営に関する情報として、以下に

本原則も公表しています。

https://www.fsa.go.jp/policy/kokyakuhon

i/kokyakuhoni.html） 

 本レターの読者の方は、金融事業者でな

い方も多いかと思いますが、民事信託に関

わる者として、本原則は参考になることが

多いと筆者は思っており、本レターでは本

原則について考えてみたいと思います。 

 本原則は、７つの原則で構成されていま

す。それぞれの原則の項目は、原則１：顧

客本位の業務運営に関する方針の策定・公

表等、原則２：顧客の最善の利益の追求、

原則３：利益相反の適切な管理、原則４：

手数料の明確化、原則 5：重要な情報の分

かりやすい提供、原則６：顧客にふさわし

いサービスの提供、原則 7：従業員に対す

る適切な動機づけの枠組み等、となってい

ます。 

 この７つの原則のうち、本レターでは、

原則２，３，５、６について取り上げ考え

てみたいと思います。 

本原則は、すべて「金融事業者は」とい

う主語で始まっています。この主語を、

「民事信託の検討を担う者は」と置き換え

て考えてみたいと思います。 

 原則２、（民事信託の検討を担う者

は）、高度の専門性と職業倫理を保持し、

顧客に対して誠実・公正に業務を行い、顧

客の最善の利益を図るべきである。 

主語を入れ替えると、民事信託の検討を

担う者は、業務の専門性をさらに高め、誠

実かつ公正に業務を行うことが求められ、

顧客の最善の利益を図らなければならない

と求められていることになります。 

いかがでしょうか。民事信託の検討を担

っている読者の方は、どのように日々専門

性を高め、誠実かつ公正に業務を行ってい

ますか？ そして顧客の最善の利益をどの

ように考え業務を行っていますか？ 筆者

は、この原則２を、「民事信託の検討を担

う者」と言い換えたことで、自らを律して

日々の業務に取り組んでいかなければなら

ないと思いました。また、民事信託におけ

る「顧客の最善の利益」とは何か？ につ

いてあらためて考えていく必要があると感

じました。民事信託の検討を担う際の顧客

は、委託者か、委託者を含め受託者か、そ

れとも委託者と受託者に加えて委託者の家

族全員か、どのスタンスで取り組んでいく

のか、明確に認識して取り組む必要性をあ

らためて感じました。 

民事信託活用支援機構の 2023年 4月の研

修では、日弁連信託センターの「民事信託

に関するガイドライン」の解説を同センタ

ー長の伊庭潔弁護士に解説いただきまし

た。このガイドラインでは、依頼者は委託

者であることを明確に示しています。今一

度、読者の方々が業務を引き受ける際の依

頼者について明確に意識して、その依頼者
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の最善の利益を実現するよう業務を担って

いただきたいと思いました。 

原則３、（民事信託の検討を担う者

は）、取引における顧客との利益相反の可

能性について正確に把握し、利益相反の可

能性がある場合には、当該利益相反を適切

に管理すべきである。 

民事信託の検討を担う者は、検討する信

託にどのような利益相反があるかを把握し

て、利益相反がある場合には、信託の検討

時点でそれを適切に管理することを求めら

れると、本原則を解釈してみたいと思いま

す。 

民事信託において、利益相反の管理はと

ても難しいと、筆者は考えています。信託

の利益相反は、さまざまな点において議論

があり、本ニューズレターの文字数では論

じることができないほどです。そのような

利益相反の可能性を、民事信託を検討する

者として、どこまで正確に把握することが

できるか？ 筆者も精一杯努めていきたい

と思っています。 

原則５、（民事信託の検討を担う者

は）、顧客との情報の非対称があることを

踏まえ、（略）重要な情報を顧客が理解で

きるよう分かりやすく提供すべきである。 

民事信託の法律と税務は、それを利用す

る者には容易に理解できるものではない

と、筆者は考えています。それを、分かり

やすく提供しているか？ 読者のみなさん

は、いかがでしょうか？ 説明する側は、

相手に理解しやすいような説明をしている

と思っていても、相手が理解していなけれ

ば、その説明は意味を成しません。分かり

やすい説明だったと判断するのは顧客で

す。顧客への分かりやすい説明をどのよう

に実行するか？ 読者の方は、情報の非対

称があり情報の弱者である顧客にどのよう

に説明し、そして顧客がその説明を理解し

たと判断したと、どのように判断するので

しょうか？ 顧客が理解できるよう分かり

やすく情報を提供しているか？ 今一度、

皆さんの情報提供の仕方をチェックしてみ

てはいかがでしょうか？ 

 原則６、（民事信託の検討を担う者

は）、顧客の資産状況、取引経験、知識及

び取引目的・ニーズを把握し、当該顧客に

ふさわしい（略）サービスの組成（略）を

行うべきである。 

原則６は、金融事業者における顧客の適

合性の管理に関する原則です。読者のみな

さんは、顧客の適合性をどのように管理し

ていますか？ 顧客の全資産、知識、ニー

ズをすべて把握して、顧客にふさわしいと

思われるサービスを提供していますか？ 

この問題への回答に「はい」と答えられる

方は、日頃から完璧に顧客情報を把握しよ

うと心がけている方と思われます。是非、

模範的な取り組みを今後も継続していただ

きたいと思います。 

本ニューズレターで、金融庁の「顧客本

位の業務運営に関する原則」を取り上げた

のは、筆者がこの原則をすべて満たしてい

ると思っているからではありあせん。 

金融商品に比べて、信託財産に関わる者

が多くなる民事信託は、一層、慎重に顧客

本位を目指していく必要があると、筆者は

考えています。 

民事信託に関与する方は、「顧客本位の

業務運営に関する原則」の主語を、「民事

信託の検討を担う者は」と置き換え、定期

的に本原則を読んでいただき、日頃の業務

について振り返るのはいかがでしょう。本

原則は業務のチェックシートとしても利用

でき、金融事業者に関わらず多くの方が参

考にすべき原則であると筆者は考えていま

す。 

（石脇俊司 民事信託活用支援機構理事） 



 
 

 
 
 
 
受益者連続型信託の受益権課税 
 
最新の米国の民事信託事例 

当機構の研修 

当機構は毎年度に基礎研修と専門研修の両方を行い

ます。昨年の基礎研修は主として民事信託の理論な

いし実務を取り上げました。今年度の基礎研修は皆

様の関心の深い民事信託の事例を取り上げます。先

月の基礎研修では機構理事弁護士の山口先生が、ご

自分が信託契約を作成した資産承継事例を取り上げ

信託契約作成の留意点を解説しました。今月 6月 21

日の基礎研修では私が米国の最新の民事信託事例を

取り上げます。米国は民事信託の歴史が長いので

様々な事例があり参考になります。このレターはそ

の概要と問題点をあらかじめ皆様にお知らせし、基

礎研修におけるご理解の一助とするものです。 

 

米国の民事信託の事例 

原告の伯父はその母親（原告から見て祖母）が 91

歳になり自分で財産の管理ができなくなったので、

母親の代理人として管理目的の民事信託を設定しま

した。この信託の受益者は祖母でしたが、祖母の死

亡により信託が終了したときに残余財産を次のよう

に分配することになっていました： 

 金銭は原告を含む祖母の孫に均等に分配する。 

 不動産を含むその他の財産は伯父とその子供に

分配する。 

原告は伯父を被告としてこの祖母の生前信託の無効

を訴えました。裁判所は伯父に信託設定の代理権が

無かったと認定し、この信託の無効を確認しました。

さて、日本は近時高齢化が急速に進展し親の認知症

を心配する息子から、自分を受託者とする親の財産

の管理のための民事信託の設定について皆様によく

相談が寄せられると思います。その場合この米国の

事例で問題になったように息子が親の代理人となっ

て信託契約を締結することが許されるでしょうか。 

 

要式行為の規律 

遺言は遺言者の真意を確認し、その偽造・変造を防

止するために厳格な要式行為され、遺言書の作成方

法が 3種類に限定されています、この要式に従わな

い意思表示は遺言とはみなされません（民法 967条）。 

自筆証書遺言では遺言者が自書する必要があり、公 

 

正証書遺言では遺言者が公証人に口述する必要があ

り、そして秘密証書遺言では遺言者が公証人の前に

封書を提出して自己の遺言書である旨申述する必要

があります。これらの行為を代理人が遺言者に代わ

って行うことはできません（民法968条から970条）。 

信託の設定も悪用を防止するために信託法により設

定方法が 3種類に限定されています（信託法 3条）

が、信託の設定は代理人が本人に代って行うことが

できるでしょうか。遺言をする方法による信託の設

定（以下「遺言信託」と言う）は遺言の要式に従う

必要があるので代理制度に馴染ません。これに対し

信託契約の方法による信託の設定はその可否につい

て信託法に規定がないので意見が分かれます。 

 

信託契約を公正証書にする場合 

公正証書にて代理人が信託契約を行う場合、「遺言代

用信託の類型もあり、嘱託人（委託者）の意思能力

と契約意思を特に注意している。公証人が委託者本

人に信託契約締結の意思と代理人への委任の事実を

明確に確認できれば代理方式による信託契約締結を

容認する」（令和３年の日公連の方針）」とのことで

す（「公証役場からみた民事信託」（「家庭の法と裁判」

３５号 26頁））。 

 

信託契約を私署証書にする場合 

私署証書は公正証書のように公証人による委託者本

人の信託契約締結の意思と代理人への委任の事実の

確認の手続きがありません。委託者の死後に信託財

産の処分を予定する信託の場合、委託者の死亡後は

その監視が無くなるのを見越して、代理人が自己の

利益ために信託を設定する危険があります。そこで、

遺言代用信託については遺言信託と同様に代理制度

の利用を否定する意見が有力です。また跡継ぎ遺贈

型の受益者連続信託についても信託財産の死後処分

を予定するので代理制度の利用を否定する意見があ

ります。これに対し自益信託であれば代理人による

設定は可能ですが、委任契約時に本人が行為能力を

有し、委任状は白紙委任ではなく信託契約締結の意

思の明瞭な表示が必要であると考えられます。 

（民事信託活用支援機構代表理事 高橋倫彦） 
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「受託者がいない」問題に新たな一手 

 

民事信託を使った各種対策に取り組んでいると、

必ずといっていいほどぶち当たる問題が「受託者が

いない」問題です。昨年、この問題にアプローチす

べく、司法書士の有志が信託業の登録をして、ふく

し信託株式会社という信託会社を設立しました。さ

っそく１件具体的な事例で相談者さんと一緒に話

を聞いてみたので、本日はその様子をご紹介します。 

 

＜事案＞ 

 離婚されてシングルマザーの相談者さんは、まだ

小さいお子さんが成人するまでに自分にもしもの

ことがあった時のことを心配されていました。相談

者さんは資産運用でけっこうな財産を築いている

のですが、それを元夫が触ることになるのは嫌だと

のご意向でした。 

なお、お子さんが未成年のうちに親権者である相

談者さんが亡くなっても、お子さんの実父である元

夫の親権が回復するわけではなく、未成年後見が開

始します。しかし、未成年後見も後見ですから、ど

こまでお子さんのために柔軟に財産を使えるかは

疑問です。 

 

＜相談＞ 

 この手のケースでは、相談者さんが突然の事故や

病気で判断能力を失った場合と死亡した場合の２

パターン検討する必要があると思われますが、とり

あえず後者の死亡パターンのみ検討してみました。

相談者さんが遺言で財産を信託し、万が一、お子さ

んが未成年のうちに相談者さんが亡くなったら信

託がスタートするという形ができないか？適切な

受託者候補がいないそうなので、ふくし信託さんに

きいてみたところ、「検討できる」との回答でした。 

 

＜具体的な仕組み＞ 

 まず、ふくし信託さんへ財産を信託する旨の公正

証書遺言を作成します。信託の内容は、遺言の一部

として、ふくし信託さんの約款を盛り込みます。ま

た、信託の業務期間は、（万が一の事態発生後）遺

言執行者による信託の申し入れがあった日から信 

 

託終了事由の発生日までとします。 

信託の業務期間が開始した後は、ふくし信託さん

からお子さんに定期・定額給付をしていきます。 

ポイントとなるのは指図人（指図権者）を設定す

るところです。指図人は、定期・定額給付以外のイ

レギュラーな支出を受託者であるふくし信託さん

に指図する立場です。これによって、柔軟な財産管

理を実現します。この指図人は、ふくし信託さんで

は事案の相談に乗っている士業が想定されている

ようですが、士業でなければならないというもので

はなく、親族などでも大丈夫だそうです。 

 最終的に信託が終了する際には、帰属権利者に帰

属させます。本件の場合はお子さんになると思われ

ます。 

 ふくし信託さんでは、主に高齢者の財産管理を想

定しているので、帰属権利者として寄付先などの指

定もできるとのことでした。 

 

＜注意点など＞ 

 遺言信託も対応してもらえるので幅が広がりそ

うな一方、制約もありました。信託できる財産は現

金と不動産のみとなります。ちなみに、本件の相談

者さんの財産はほとんどが投資商品であり、そのま

まではふくし信託さんにお願いできません。万が一

の際には、遺言執行者が換金したうえでふくし信託

さんに信託の申し入れをするという遺言内容、流れ

になると思われます。 

 また、本件は商事信託なので、信託報酬など費用

が発生します。私がうかがった本年春の時点では、

信託設定時（本件相談の場合は遺言書作成時）に

30万円、信託期間開始後は財産額に応じたパーセ

ンテージで信託報酬がかかることになるようです。 

 

（司法書士岩白啓佑 民事信託活用支援機構理事） 
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遺言代用信託と後継ぎ遺贈型受益者連続信託 

    

１ 遺言代用信託 

遺言代用信託は、委託者の死亡により受

益権等を取得する旨の定めのある信託をい

い、典型的には、委託者が財産を信託し

て、委託者生存中は委託者自身を受益者と

し、委託者死亡後は委託者の配偶者や子な

どを受益者とすることによって、自己の死

亡後における財産の分配を信託によって実

現するものです。 

この遺言代用信託は旧法下でも有効なも

のとされていましたが、後述の後継ぎ遺贈

型受益者連続信託とともに、相続法秩序と

の衝突を引き起こすものとして利用の拡大

を懸念する意見もありました。そこで、信

託法は９０条で遺言代用信託の有効性を認

めつつ、９１条で相続法秩序との衝突を回

避する工夫をしています。すなわち、死者

が自らの死亡後の財産の流れを無制限にコ

ントロールできることは相続法秩序に反す

るとみられるところ、無制限ではなく３０

年という期間を定めることで財産処分の限

界付けをしているものと理解することがで

きます。 

２ 後継ぎ遺贈型受益者連続信託 

後継ぎ遺贈型受益者連続信託は、受益者

連続信託の中の一類型です。 

受益者連続信託は、受益者としての地位

が次々と変わっていく信託ですが、受益権

の取得に条件や期限を定めること、終期を

定めることも可能ですから、ある事象が生

じると受益者の受益権が失われ、別の者に

受益権が発生する信託を設定できます。か

かる受益者連続信託の中で、受益者の死亡

という事象により、他の者が受益権を取得

するのが、後継ぎ遺贈型受益者連続信託で

す。この後継ぎ遺贈型受益者連続信託は、

例えば甲を第一受益者、甲が死亡したら乙

が第二受益者、乙が死亡したら丙を第三受

益者とするといったように、もし存続期間

の制限がなければ、財産の承継を何代も先

まで決めることができます。その結果、死

者による無制限なコントロールという相続

法秩序との衝突が生じるので、３０年とい

う期間を定めて衝突を回避したとみられま

す。 

３ 両信託の関係 

このように見てくると、後継ぎ遺贈型受

益者連続信託で、かつ、自益信託すなわち

委託者が第一受益者となって開始される信

託は、遺言代用信託ということになるのだ

と思われます（信託法９０条１項１号の文

言からすれば、他益信託で開始される遺言

代用信託も可能だと思いますが、実際にそ

の例を見たことはありません。）。 

ところで、委託者の死亡により自益信託

が終了し帰属権利者・残余財産受益者が残

余財産を取得する信託は、遺言代用信託な

のでしょうか？自己の死亡後における財産

の分配を信託によって実現する機能に着目

すれば、死因贈与に類似した遺言代用信託

と言ってもよいのかもしれません。しか

し、委託者の死亡で終了するのだから、死

者による無制限なコントロールが問題にな

ることはありません。とすれば、やはり、

いわゆる講学上の遺言代用信託とは呼べな

いのでしょう。 

ただし、遺留分制度の規律に服する点で

は、委託者の死亡で終了する自益信託も遺

言代用信託（委託者が第一受益者となる後

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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継ぎ遺贈型受益者連続信託）も同様です。

とはいえ、委託者の死亡で終了する自益信

託であれば受益権の付与はないので、信託

財産説か受益権説かという争いはないのだ

ろうと思われます。 

５ まとめ 

以上、言葉遊びのようなところもありま

すが、自分でもモヤモヤしていた遺言代用

信託と後継ぎ遺贈型受益者連続信託とを整

理してみました。ただ、会員の皆様には異

論もあるかと思いますので、是非ご意見を

いただければ幸いです。何卒よろしくお願

い申し上げます。（弁護士山口正徳・民事

信託活用支援機構理事） 



 

 

 

 

 

 

 

 

Solution と Communication 

   

今、煩わしい状況になっていれば、誰も

がその状況を一刻も早く解消したいと思う

ことでしょう。 

解消のために何をすればよいのか？ 煩

わしい状況に陥っている人が、これまでの

経験では、その解消方法がわからない場合

には、専門家といわれる人に相談し、適切

な解消方法で処置してもらう、または解消

方法を指示してもらい、その指示に従って

対処することが必要です。 

専門家は煩わしい状況に陥っている人の

状態を客観的に観察し、専門家の経験と知

識から、その状況を生む原因を見つけ出

し、解決方法を特定していきます。 

専門家が特定した解決方法が Solutionで

す。薬をはじめとしたさまざまな商品、手

続きや仕組みなど、解消する症状にあわせ

て Solutionはさまざまです。 

このニューズレターの読者が関わる高齢

者の財産管理、相続、事業承継で考えてみ

ると、遺言、信託、後見、委任、生命保

険、会社の利用などが Solutionの例として

挙げられでしょう。 

 すでに症状が出ていて、辛い状況や煩わ

しいことになっていれば、すぐに専門家に

相談に行けばよいでしょう。しかし、今は

まだ元気で何も問題ない状況では、将来に

自身が煩わしい状況に陥ることを予測する

のはとても難しいことです。また、人は、

私にだけは、そのような煩わしいことが起

こらないと思う人がほとんどです。 

 特に、相続や事業承継は、将来に必ず生

じるのに、そのときにどのような煩わしい

ことが起こるのかが、本人には明確に見え

ないものです。また、今、煩わしい状況に

もなっていないので、そのような状況にな

ったときに相談しようと、相談を先延ばし

にしてしまいます。 

 税金の負担は皆が減らしたいと思ってい

ます。また、儲かる話しは魅力的です。常

に、節税の Solutionは注目され、リスクな

く誰もが儲かるはずもないのですが、高利

回りをうたう商品も興味を集めます。 

 皆に注目されるから、その Solutionの提

供者は、魅力と思われるポイントをより強

調して伝えます。提供される商品にすべて

ミスマッチが生じるものでもありません

が、顧客の期待が大きくなるほど、その

Solutionの効果が得られなかったときに生

じる顧客の不満は大きくなります。 

また、節税については、多くの人がその

Solutionを使うようになると、Solutionを

使いたくても使えない人との公平性に問題

が生じるため、いずれ国によりその取扱い

の変更がなされるようになるのはこれまで

の例をみてもおわかりいただけるかと思い

ます。 

 相続や事業承継を考えると、一定の年齢

を超えた人には積極的な働きかけが重要と

筆者は考えています。専門家から働きかけ

て Communicationをとることで、その人を

客観的に理解して、将来に煩わしいことが

生じる可能性を伝えていくことが必要と筆

者は考えています。 

海面より上に出てあきらかになった氷山

の一角には、適切な Solutionを提供する重

要な役割が、専門家にはあります。そして

さらに、海の中に隠れている煩わしいこと
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を生じさせる可能性があるものを見つけ出

す役割も、専門家に担っていただきたいと

思っています。 

 顧客基盤がある専門家、例えば税の申告

で顧客と定期的に接点を持つ税理士は、顧

客の財産管理、相続、事業承継にむけた

Communicationを是非とっていただきたい

と、筆者は考えています。 

 顧客のデータを客観的に観察し、専門家

が経験したこれまでの事例から、その顧客

に将来何が生じる可能性があるかを推測

し、顧客の課題を見つけ出し、顧客にその

課題をわかりやすく説明する、この

Communicationを取っていただくことを税

理士の方々に期待します。 

データに加えて、顧客がどのようなこと

を実現したいのか、心配に思っているのか

を聴きだす Communicationも欠かせませ

ん。 

 顕在した課題は、顧客が AIに相談すれ

ば、何が適切な Solutionかがわかる時代は

もうすぐそこまで来ていると筆者は考えて

います。その時が来たときには、海の下に

隠れている顧客の課題を見つけ出し、課題

解決に適切な方法を処置していくことで、

顧客の将来に煩わしいことが生じないよう

にしていく。 

Solutionの提供のみを目的とせず、顧客

本位に Communicationと Solutionを提供す

る仕事をしていくことが、これからの時代

には必要なのではと、筆者は考えているの

ですが、読者のみなさんはどのように思わ

れますか？ 

（石脇俊司 民事信託活用支援機構理事） 



 
 

 

 

 

 

同性カップルの婚姻を実現させる 

 

先日、同性カップル（生物学上の性は男性）の方

のご相談を受けました。今回、お子さんが産まれた

（相談者さんの実子）ため、法律上の婚姻と同じよ

うな家族体制を整えるために動いているとのこと

でした。 

 

＜相続関係を作るために…＞ 

 まず、相談者さん及びパートナーの方が死亡した

場合、お互いは法律上の相続人には該当しませんか

ら、何らかの手当てが必要です。 

そこで、相談者さんを子、パートナーの方を親と

する養子縁組の手続を既にとられているとのこと

でした。これによって、法律上は、パートナーの方

が祖父、相談者さんが子、今回生まれたお子さんは

孫、という形が作れたことになります。 

 

＜親権者と同じ形を作るために…＞ 

今回のご相談は、未成年後見人を指定する遺言書

を作成したいというものでした。 

お子さんが未成年のうちに親権者である相談者

さんが死亡した場合、パートナーの方は、実際は親

としての役割を果たしていても、法律上は当然には

親権者になりません。そうすると、お子さんは親権

者がいない状態になってしまいますから、未成年後

見人を選任することになります。仮にそうなっても、

個人的には、実際にずっと親として暮らしてきたパ

ートナーの方が未成年後見人に選任される可能性

が高いのではないかと思いますが、それを確実にす

るために、遺言でパートナーの方を未成年後見人と

して指定しておきたいとのことでした。 

参考：【民法８３９条】未成年者に対して最後に親

権を行う者は、遺言で、未成年後見人を指定するこ

とができる。 

 

＜未成年後見の問題と対策＞ 

さて、ご相談者さんのお考えのとおりに遺言で未

成年後見人を指定しておけば、万が一の際に、確か

にパートナーの方が未成年後見人として、お子さん

の親権者に近い法律上の役割を果たすことができ 

 

るでしょう。 

一方で、後見制度の一つとして、普段認知症対策

の場面でよくお話に出る使い勝手（と言っていいの

か）の悪さは未成年後見にもあります。 

特に今回の場合、お子さんはまだ産まれたばかり

ですから、もし相談者さんに万が一のことがあって

財産を相続しても、その後運用して増やすなど、お

子さんの将来のことを考えて、資産を柔軟に動かせ

るようにしておいた方がよいようにも思われます。 

しかし、親権者ならできることが、未成年後見で

は裁判所の監督があるためにできない、ということ

もあるかもしれません。 

そこで、私の方から、遺言で未成年後見人を指定

すると同時に、遺言で財産を信託する（遺言による

信託）も検討されてもよいかもしれないというアド

バイスをしました。 

これによって、相談者さんに万が一のことがあっ

た場合、パートナーの方が未成年後見人として親権

者に近い法律上の立場を得られると同時に、親権者

であればできるはずの柔軟な資産の管理運用を実

現させることができると考えました。 

本件は、現段階では相談で終わっており、実際に

取り組んではいません。しかし、実際に取り組むと

なれば、あまり扱ったことのない未成年後見の勉強

からしっかりやり直して、考えられる課題点なども

もう少し細かく慎重に洗い出した方がよいように

思っています。 

 

＜おわりに＞ 

 今回のご相談で、あらためて、同性カップルの方

の婚姻のハードルを感じました。まず、子供をもつ

にはどうすればいいか、ということに始まり（今回

はテーマから外れるので詳細は省略します。）、相続

関係、親権関係を作るために、一つひとつ取り組ん

でいかなければなりません。自分だったら…と想像

してみると、その努力が並大抵のものではないこと

が実感できます。パッケージ商品（結婚）を買えな

いばかりに、バラ売りの割高商品（養子縁組や遺言

など）を買わされているようなもので、課題がある

なと感じました。 

（司法書士岩白啓佑 民事信託活用支援機構理事） 
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受益者連続型信託の受益権課税 
 
 
跡継ぎ遺贈型の受益者連続信託の存続期間 

 

１．受益者連続信託の存続期間 

受益者の死亡により他の者が新たに受益権を取得す

る旨の定めのある信託（いわゆる跡継ぎ遺贈型の受

益者連続信託）は信託法 91条に定めがあり、この信

託の類型には受益者の死亡により順次他の者が受益

権を取得する旨の定めを含むとされます。その存続

期間は同条により「当該信託がされた時から 30年を

経過した時以後に現に存する受益者が当該定めによ

り受益権を取得した場合であって当該受益者が死亡

するまで又は当該受益権が消滅するまでの間、その

効力を有する」されています。 

 

２．信託法 91条の解釈 

この条文は難解であり、その解釈は分かれています

（注１）が、立法担当者は、信託設定後 30年以降の

1 回目の跡継ぎ遺贈で受益権を取得した後継受益者

が死亡するまで、又は当該受益権が消滅するまでの

間、この信託の効力を有すると解し、この後継受益

者は 30 年を経過したとき以降に生まれた者でもよ

いが、当該受益者の死亡による新たな受益権の取得

は認められない。30 年経過後の受益権の取得は 1回

しか認められないと解し、これが通説になっていま

す（注２，３）。なお、91 条は信託の存続期間を定

める規定であって受益権の取得自体は制限していな

いと解されています。 

法制審議会の議論では、その存続期間について、信

託設定後 30 年経過した時点で既に出生している者

が 30年経過後に受益権を取得して 70歳ぐらいで死

亡するという想定の下に、信託期間を約 100年とす

る趣旨であったようです（注３）。人生 100年の時代

であれば受益者の寿命が延びるので、その存続期間

はもう少し長くなります。この条文は欧米の永久拘

束禁止則の影響を受けて設けられたかと思いますが、

英国の永久拘束禁止則を定める「2009年永久拘束及

び永久蓄積に関する法律」は拘束許容期間を 125年、

米国の統一永久拘束禁止法は拘束許容期間を 90 年

としています。これらの英米法の期間は権利の確定

期間を言うので、信託の存続期間は拘束許容期間よ 

 

りも長くなります。 

注 1：沖野眞己「受益者連続信託についてー信託法

91条をめぐって」信託法研究 33号 2008年 35頁 

注 2：村松秀樹他「概説新信託法」きんざい 2008年

219 頁 

注 3：道垣内弘人編「条解信託法」弘文堂 P.478 

 

３．跡継ぎ遺贈型以外の受益者連続信託 

例えば死亡以外を契機とする受益者連続信託につい

ては信託法に規定がありませんが、跡継ぎ遺贈型の

受益者連続信託の条文の制定の趣旨を考慮して、同

信託の期間より長い期間の信託は公序良俗違反にな

る場合があると解されています（注 4）。 

注 4：道垣内弘人編「条解信託法」弘文堂 P.477 

 

４．受益者連続信託の受益権が分割された事例 

信託法 91条によれば、受益者連続信託の存続期間は

同信託設定後 30 年経過後に受益権を取得した受益

者の死亡又は当該受益権の消滅までされますが、受

益権が分割されていた場合はどうなるでしょうか。 

（１）量的に分割された場合： 

例えば兄弟が後継受益者としてそれぞれ新たに受益

権の半分を取得し、信託設定後 30年経過後、先に兄

の子が新たに半分の受益権を取得し、その後弟の子

が新たに半分の受益権を取得した事例において、弟

の子が兄の子より先に死亡した場合は、兄の子がま

だ生きていても、弟の子の死亡時点で信託が終了す

るとの説が有力です（注 5）。 

（２）質的に分割された場合： 

上記の事例に於いて、兄の子が収益受益権を取得し、

弟の子が元本受益権を取得した事例に於いて、元本

受益権を有する弟の子が兄の子より先に死亡した場

合はその時点で信託が終了するでしょうか。信託法

には質的に分割された場合の規定がありませんが、

相続税法 9条の 3は元本受益者が死亡しても信託が

終了せず、収益受益権が死亡した時に信託が終了す

ると解しているように思われます。 

注 5：井上聡監修「信託の 80 の難問に挑戦します」

日本加除出版令和 3年 231頁 
（民事信託活用支援機構代表理事 高橋倫彦） 
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債務控除に関するある見解の紹介 

    

１ 債務控除の可否 

現在日本で組成されている民事信託の多

くは、委託者の死亡で終了する、いわゆる

一代限りの自益信託（以下、「一代終了信

託」という）ですが、この一代終了信託を

前提に、相続税の申告で信託財産責任負担

債務を債務控除できるのか？という問題が

ります。信託法は、信託終了後の清算にお

いて、同法１７７条・１８１条により信託

財産責任負担債務が弁済された後の残余財

産が帰属権利者・残余財産受益者に給付さ

れること、同法１７９条で債務超過が判明

した場合には破産手続開始の申立てをしな

ければならないことが定められています。

ただ、実務上はアパートローンのようなケ

ースでは、債権者を含む関係当事者全員の

同意に基づき、信託財産責任負担債務の弁

済を行わず、帰属権利者・残余財産受益者

に債務引受させて債務を存続させ、分割返

済による経営を継続することが多く、法解

釈上も許容されるものと考えられていま

す。では、債務控除はできるのか？国税庁

が見解を示していないため、実務上の対処

に悩むところです。 

２ 相続税法の規律 

相続税法は、第十三条１項１号で、「次

に掲げるものの金額のうちその者の負担に

属する部分の金額を控除した金額による。

一 被相続人の債務で相続開始の際現に存

するもの（公租公課を含む。）」とし、第

十四条１項で、「前条の規定によりその金

額を控除すべき債務は、確実と認められる

ものに限る。」としています。「確実と認

められるもの」という文言の意味は必ずし

も明らかではありませんが、平成 4年 2月

6日の東京高裁判決によれば、同法 14条 1

項の趣旨は、「相続人ないし相続財産の負

担 となる債務(消極財産)は、積極財産の価

額から控除 して正味(純)財産により相続税

の課税価格を計算 しようとするものだから

である。したがって、その存在が確実であ

っても、保証債務のように、債務の性質

上 、相続人が履行するとは限らず、必ずし

も相続人ないし相続財産の負担 とならない

ものは、原則として、それから除かれるも

のと解さなければならない。・・・その債

務の存在すること及びその債務の履行され

ることが証拠上確実と認められるならば、

これを「確実と認められるもの」ではない

とはいえない」「相続開始後の状況、特に

相続人によって現実に右債務の履行がされ

たか否かの点は、相続開始時点において債

務の履行が確実と認められるか否かの認定

においても斟酌されて然るべき」としてい

ます。 

３ 問題の所在 

 信託財産責任負担債務は、受託者の債務

ですから、被相続人＝委託者の債務ではあ

りあません。しかし、受益者の交替であれ

ば、相続税法９条の２第６項の適用によ

り、（前受益者＝被相続人から）信託財産

を取得し、負債を承継したものとみなされ

ます。そこで、被相続人の債務ではないと

いう点をクリアーすることができます。と

ころが、一代終了信託の信託終了は、相続

税法９条の２第４項の適用対象となるとこ

ろ、上記６項は「第１項から第３項までの

規定により」とされており、第４項を対象

としていません。そこで、信託財産負担債

務を債務控除はできるのか？という懸念が

生じてしまいます。その結果、実務上は、
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委託者の死亡を終了事由とせず、受益者の

交替で６項の適用を確保したうえで、合意

や期間経過で信託を終了させる工夫がみら

れます。 

４ ある見解の紹介 

 以下に紹介する見解は、受益者交替をし

なくても６項の適用を導くものです。すな

わち、信託終了時の財産、債務をそのまま

承継させる場合は、「残余財産」を承継す

るわけではないので、第４項の「適正な対

価を負担せずに当該信託の残余財産の給付

を受けるべき、または帰属すべき者となる

者があるとき」に該当しない。よって、第

４項は適用されない。しかして、第２項は

「受益者等の存する信託について、適正な

対価を負担せずに新たに当該信託の受益者

等が存するに至った場合（第４項の規定の

適用がある場合を除く）」とされているこ

とから、第４項の「残余財産の給付を受け

るべき、または帰属すべき者となる者があ

るとき」に該当しない場合には、第２項の

適用がある。したがって、第６項の適用に

より債務控除が認められる。という見解で

す。第４項の「残余財産」を限定解釈して

その適用を回避し、第２項の適用範囲に入

れることにより第６項の適用を導いていま

す。なお、確実性については、債務引受を

受けた帰属権利者・残余財産受益者による

信託終了後の分割返済が継続していれば、

肯定されることに問題は無いと思います。 

５ まとめ 

今回ご紹介した見解は、ある弁護士のあ

る見解の域を出るものではありませんが、

法解釈の面白味を感じさせるものだと思い

ます。他方で、違和感を感じる方もいるの

ではないでしょうか？皆さまの忌憚のない

ご意見をメーリスでお知らせいただければ

幸いです。よろしくお願いいたします。

（弁護士山口正徳・民事信託活用支援機構

理事） 



 

 

 

 

 

 

 

 

有価証券（上場株式・債券・投資信託など）の信託について考える 

   

 民事信託の利用方法やそのニーズを説明す

る記事は、以前にくらべてかなり増えてき

たと筆者は感じています。そのような記事

が出されることで、民事信託の活用が増え

ていけばよいと思います。 

高齢者の財産の管理方法の１つとして民

事信託が利用され、高齢者の福祉が確保さ

れることは社会的にもよいことです。民事

信託に関して十分に吟味された情報が今よ

りも多くなり、そして広くいきわたること

を期待します。 

●まだ利用例が少ない 

 そのような状況ながら、一方で上場株

式・債券・投資信託などの有価証券（以

下、上場株式等の有価証券といいます）を

信託財産とする民事信託の利用例は、ごく

ごく少数ではないかと思います。 

 筆者が独自に調べたところ、上場株式等

の有価証券の民事信託に信託口口座を提供

するある証券会社では、信託口口座の提供

を開始して数年が経った今、累計口座数は

100 にも満たないことがわかりました。 

 上記の証券会社とは異なりますが、ある

証券会社では、預り資産残高のうち 20％

が、80 歳超の顧客からの預かりと。いわゆ

るネット証券ではない対面中心の証券会社

では、この比率は大きく異なることはない

と考えます。 

個人差はありますが、80歳を超えると、

判断能力は低下してきます。値動きがある

上場株式等の有価証券は、所有する銘柄の

価額を、毎日気にするほどではないものの

継続的な管理が必要とされる資産です。 

民事信託の信託財産として管理するニー

ズは多いように筆者は考えます。もう少し

上場株式等の民事信託が利用されてもよい

のではないでしょうか。 

●利用されない理由 

 では、なぜ利用されていないのでしょう

か？  

・民事信託の相談窓口になる者が上場株式

等の有価証券のことをよくわかっていない 

 民事信託の相談先は、いわゆる士業の

方々です。相談を受ける者が、上場株式等

の有価証券の投資経験があまりないことが

あるかもしれません。 

・上場株式等の有価証券の営業に関与する

者が民事信託のことを知らない 

 これはかなり該当すると思います。民事

信託のことを知っていても営業成績が急激

によくなるわけでもなく、むしろ難しいこ

とに関与し多くの時間を費やすことにもな

ります。お客様のためになるからとはい

え、営業目標のある者は、信託に時間をか

けるなら他にかけた方がよいと考える者も

多いのではないでしょうか。 

・適合性管理の問題 

 上場株式等の有価証券の売買では、所有

者の投資経験などの適合性をふまえて勧誘

が行われます。受託者に財産が移転する民

事信託では、その適合性をどのように判断

したらよいのか？ 関与者に迷いがありま

す。 

・特定口座の利用ができないという問題 

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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 ほとんどの方は、税の取扱いが簡単にな

る特定口座を利用しています。民事信託を

利用すると特定口座の利用ができません。

特定口座が利用できないと確定申告に手間

がかかるなどのデメリットが生じます。民

事信託は、特定口座の利用ができなくなる

からと、積極的に提案しづらいこともあり

ます。 

・銀行と証券に分別管理口座を開設する手

間 

 証券口座からの出金では、証券会社から

その口座名義人の金融機関の口座に出金し

ます。そのため、証券と金融機関にそれぞ

れ分別管理する専用の口座を開設すること

が必要です。証券会社の信託口口座開設に

加えて、金融機関での手続きにも手間がか

かることになります。 

・対応できる民事信託の仕組みが限られる 

 現時点では、証券口座の信託口では、受

益者連続型信託や他益信託の仕組みには対

応していません。委託者が受益者であり、

その者が亡くなったときに終了する信託の

み信託口口座の提供をするため、民事信託

の利用が限定されてしまいます。 

 上場株式等の有価証券を信託財産とする

民事信託の利用が進まないのは、上記のよ

うなことがあるからではないかと筆者は考

えています。 

●活用したいニーズはある 

 本人による財産管理が難しい者を受益者

（他益信託）とする民事信託の利用ニーズ

はあります。受託者による財産管理・処分

により、上場株式等の有価証券の収入を得

て、受益者の福祉を充実させることができ

ます。 

●資産を蓄積している高齢者はさらに増え

る 

 いわゆる団塊の世代の方々は 2025年には

75歳を超える状況になります。今後、本人

の判断能力に問題を抱える者が増えてきま

す。本人の財産管理をサポートする仕組み

である民事信託は、今後、必要です。 

 上場株式等の有価証券を信託財産とする

民事信託は、現状では多くの課題がありそ

の利用が進んでいません。民事信託に関与

する普及者の活動によりその課題が解決さ

れ、今後その利用が増えていくことを期待

します。 

（石脇俊司 民事信託活用支援機構理事） 



 
 

 

 

 

 

相続した空き家の譲渡税 3000万円特別控除に 

対応する信託契約を考える 

 

先月の当機構の専門研修（2023 年 10月 16日）

は、税理士法人おおたかの成田先生をお招きし、信

託税務についてお話しいただきました。その中のテ

ーマの１つに、相続した空き家の譲渡税 3000万円

特別控除が、信託終了と同時に不動産を帰属権利者

として取得した場合には使えないという国税庁回

答がありました。この特例をとるには、空き家とな

った不動産の取得原因が、信託の終了による帰属で

はなく、「相続」でなければならないため、信託終

了前に受益権を一旦相続させる方法が有効だとい

うのがお話の核でした。 

この特例をとろうとすると、信託本来の機能を害

するような課題も色々と出てくるというのも講義

の中では触れられていました。 

ちょうど私の事務所で、この特例に対処した方が

よさそうな事案がありましたので、検討内容をご紹

介します。 

 

＜事案＞ 

父母二人住まいの父名義の実家の土地建物につ

き、父母生存中に売却の可能性もあるため、認知症

対策の家族信託をしたい。 

 

＜当初の信託の設計からの検討＞ 

依頼者の意向を踏まえたシンプルな設計は次の

とおりとなります。 

 

委託者兼受益者：父 

受託者：長男 

二次受益者：母 

母死亡で信託終了 

帰属権利者は法定相続人（長男、長女） 

具体的な分け方は法定相続人の協議 

 

しかし、これでは最後の帰属権利者が空き家にな

った不動産を取得して売却しても、特例はとれませ

ん。 

よって、母が亡くなったあとも信託は終了させず、 

 

一旦受益権を相続させることになろうかと思いま

す。 

そこで、二次受益者である母死亡により、受益権

は相続によって法定相続人に移転する（三次受益者

として法定相続人を指定する形ではありません。）

旨を入れてみます。これによって、受益権は長男、

長女に（消滅・発生ではなく）相続によって移りま

す。 

同時に、母死亡によって信託が終了するわけでは

なくなりますので、信託の終了事由も考えておかな

ければなりません。例えば「母死亡から 3ヶ月」「受

託者と受益者の合意」といったものが考えられるで

しょうか。 

 

＜遺産分割協議の必要性＞ 

これで一安心というわけにはいきません。本件で

は、最終的に具体的な分け方の決定は法定相続人の

協議としたいわけですが、一旦受益権を相続した後、

信託終了時に具体的な分け方を協議すると、遺産の

再分割の格好となり、課税リスクが出てきます。 

よって、受益権の相続の段階で、財産ごとの受益

権（土地の受益権・建物の受益権・金銭の受益権）

に分けて、誰がどの受益権をどれだけ相続するか遺

産分割協議をし、信託終了時には自身の受益権に対

応する財産の所有権をそのまま帰属させるという

設計にする必要があるでしょうか。 

 

＜信託終了前に譲渡しては？＞ 

ところで、三次受益者の代になった時点で不動産

を譲渡してお金に換える、換価分割のような形をと

ればどうでしょうか。その時点で特例がとれるうえ

に、信託終了時の帰属の問題は金銭のみになります

ので、問題はシンプルに帰するようにも思います。 

が、こちらも、信託税務に詳しい税理士の先生方

のご意見では、現行の税法でここまで読めるのか、

特例の適用可能性に慎重な声も小さくないようで

す。 

 

＜信託目的との兼ね合い＞ 

また、この信託の本来の目的は、高齢の父母の安

定した生活、福祉にあります。しかし、父母死亡後
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も信託が継続するとなると、その段階で、この信託

目的との関係でどうなるのか。ここも考えておかな

ければならないポイントかもしれません。 

 

以上のように検討を進めてきますと、出来あがる

ものは極めて複雑な設計になってしまい、特例以外

の部分で予想が難しい様々なリスクも出てくるよ

うな気もしないでもありません。 

例えば、遺言に基づく登記の登記原因は「遺贈」

ですが、受遺者が相続人の場合は「相続」となりま

す。これと同じように、帰属権利者が相続人の場合

は例外的に特例を認めるような措置がほしいもの

です。 

 

（司法書士岩白啓佑 民事信託活用支援機構理事） 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
受益者連続信託における遺留分侵害額請求の再考 
１．遺留分侵害額請求に関する論考 

改正民法の下では遺留分の侵害を受けた者は、侵害

をした者に対して被害額相当の金銭を請求できる

（形成権）ことになりました。遺留分侵害額請求の

相手方については、信託行為説では受託者であり、

受益権説では受益者ですが、受益権説が改正民法に

親和的であると言われています。受益者連続信託の

受益権の相続を起因とする取得により遺留分の侵害

を受けた者は、誰に対していくらの侵害額請求をす

べきでしょうか。この点に関する最近の論文では、

令和 4年 11 月西希代子先生の「信託法と相続法―信

託と遺留分制度との関係を中心として」（信託研究奨

励金論集 43 号）があります。本機構理事の弁護士山

口正徳理事は機構の本年7月10日号で遺言代用信託

と後継ぎ遺贈型受益者連続信託について書き、PB信

託研究会の 9月例会に於いて「受益者連続信託にお

ける遺留分の考察」を発表しました。書籍では令和

4 年 5 月に道垣内弘人先生の「信託法」第 2 版が、

本年 9月に田中和明先生の「信託法務大全」清文社

が出版されました。 

本機構の税理士成田一正先生は 10月の専門研修で、

東京国税局が、委託者兼受益者の相続開始に伴う帰

属権利者の残余財産取得は、相続又は遺贈による取

得に該当するとは認められないから譲渡所得の特別

控除の特例の適用を受けられないと文書回答したと

報告されました。 

 

２．帰属権利者に遺留分侵害額を請求できるか。 

道垣内先生は、多額の受託者報酬を得ている受託者

や帰属権利者も侵害していると評価できるとされ、

立法担当者も遺留分の対象は受益権の移転だけでな

く、帰属権利者への残余財産分配請求権の付与や受

託者への財産移転でも遺留分侵害はありうると述べ

ています。そうすると帰属権利者に対しても遺留分

侵害額を請求できることになりますが、後日帰属権

利者に信託終了後の残余財産の分配がなければ遺留

分を侵害しない結果となるので、帰属権利者への侵

害額請求には疑問が残ります。 

 

 

 

３．遺留分侵害額請求の相手方 

信託行為説では委託者の財産から受託者への形式的

な逸出を遺留分侵害とみなして、これを取り消す代

わりに受託者に対して侵害額を請求します。受益権

説は委託者の財産が信託の利益という形で受託者を

経由して実質的に受益者に逸出しているので、受益

者に対して侵害額を請求します。しかし、そうする

と信託設定全体が影響を受けることになり、遺留分

権利者の遺留分を侵害しない形で受益権が取得した

者にも影響が及びます。受益権説により受益者に侵

害額を請求する場合は、受益権が条件付き等により

不確定な場合、権利の評価が困難です。そこで、遺

留分権利者が侵害額請求の相手方を任意に選択でき

るとする説（折衷説）もあります（三枝健治「遺言

信託における遺留分減額請求」早法 87巻 1号 51頁

以下等）。 

 

４．詐害信託の取り消しと遺留分の侵害額請求 

私見では、遺留分の侵害を受けた相続人の立場は、

帰責性はともかく権利を害されたという観点では、

詐害行為を受けた債権者の立場と類似しているよう

に思います。詐害信託により害された債権者は、委

託者及び受益者が悪意の場合に、委託者の資産の受

託者への移転の取り消しを裁判所に対して請求する

ことができます（信託法 11条 1項）が、受益者が既

に給付を受けている場合は受益者を被告として取消

請求をすることができます（同条 4項）。詐害信託の

取り消しはこのように信託財産が受託者の手元に残

っているか、給付されているかにより請求先を変え

ます。そこで、遺留分侵害額請求の場合も、取り消

し権ではありませんが、委託者の相続発生時点で信

託財産が受託者の手元に残っているか、給付されて

いるか（権利が確定しているか）否かにより請求先

を変えてよいのではないでしょうか。遺留分を侵害

しない受益者がいない場合、受益者連続信託の第 2

次以降の条件付受益権や、給付の受託者裁量が大き

い信託の受益権及び帰属権利者の権利は、確率理論

の適用による権利評価が困難です。これに対し受託

者には信託財産が手元に残っているので、帰責性は

ありませんが、詐害信託と同様に、侵害額の請求を

しても良いのではないかと思います。 

（民事信託活用支援機構代表理事 高橋倫彦） 
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遺留分侵害に関する能見説の紹介 

    

１ 信託と遺留分(信託財産説・受益権説) 

信託と遺留分に関する信託財産説と受益権

説との対立は重要な論点であり、道垣内先

生が受益権説を支持していることもあって

最近の論稿では受益権説が目立ちますが、

今回は、信託財産説を支持している能見先

生の見解を、紹介いたします。主要参考資

料は、トラスト未来フォーラム平成２９年

３月発行の「信託の理論的深化を求めて」

での能見先生の論稿（財産承継的信託処分

と遺留分減殺請求）となりますが、遺留分

減殺請求から遺留分侵害額請求へと民法が

改正される前のものである点にはご注意く

ださい。 

２ 遺言による信託（信託遺言）の場合 

まず、民法は遺留分を侵害する処分行為と

して遺贈と贈与を掲げていますが（民法１

０４６条など）、遺言による信託は遺贈、

契約による信託は贈与に類するものとみら

れます。したがって、例えば遺言による他

益信託を想定すれば、遺贈による遺留分侵

害と同じく、遺言による信託により信託財

産が遺産から流出し、相続人（遺留分権利

者）に承継されなかった点が遺留分侵害に

なるとみられます（ただし、受益権説の道

垣内先生はこ、遺言による信託の設定行為

自体は遺留分侵害の問題とは無関係であ

り、受益者への受益権帰属が遺留分を侵害

するとみるようです。）。したがって、遺

言による信託設定が遺留分を侵害する行為

であり、遺留分算定にあたっては、遺贈と

同様に、流出した信託財産を基礎とする信

託行為減殺説（信託財産説）が素直な帰結

となるのでしょう。 

３ 契約による信託（信託契約）の場合 

遺言代用の生前信託には、遺言による信託

とは異なり、生前に効力を生じている点で

贈与に近い要素があります。しかし、被相

続人ではない第三者が受益者となるのは委

託者兼当初受益者が死亡した後である点

で、死因贈与に近いといえます。すなわ

ち、遺留分侵害が生じるのは、遺言による

信託と同じく、委託者兼当初受益者が死亡

した後です。また、遺言代用の生前信託で

は、信託設定から委託者死亡時までの間、

受託者による信託事務がなされ、その期間

は相当長い場合も考えられます。すなわ

ち、一定期間有効な信託として受託者によ

る信託事務が行われた後、委託者死亡によ

って遺留分侵害が発生し、遺留分権利者に

よる権利行使が行われます。だとすれば、

遺言代用信託では、委託者が受益者である

間の信託は遺留分を侵害せず、減殺の対象

にならない。信託行為のうち委託者以外の

第三者（相続人を含む）を受益者とする信

託の部分だけが遺留分を侵害すると考える

べきであろう。その結果、遺留分減殺請求

権が行使されても、委託者が受益者である

間の信託にまでは減殺の効果は遡及しな

い。第三者（相続人を含む）を受益者とす

る信託の部分だけが減殺される。すなわ

ち、信託行為減殺説からは信託行為の効力

が否定されるが、信託設定時までは遡及せ

ず、委託者死亡時以降に限って信託行為の

効力が否定される、という見解を能見先生

は提案されました。この見解からは、遺留

分算定の基礎に算入されるのは、信託設定

時の信託財産ではなく、委託者死亡時の信

託財産となるはずです。 

４ 相続法改正の影響 

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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相続法改正により、遺留分減殺請求という

形成権は遺留分侵害額請求という金銭債権

へと変わりました。その結果、信託破壊と

いう信託行為減殺説のデメリットはほぼ解

消されました（遺留分侵害額請求に対応す

るための信託財産の処分による信託破壊の

可能性は残っています。）。したがって、

相続法改正後も能見説が支持される理由は

十分にあると筆者は考えます。ただし、遺

留分侵害額請求に係る受託者の債務が信託

財産責任負担債務（できれば、信託財産限

定責任負担債務であることが望ましい）で

あることの信託法上の根拠が信託法２１条

にあるのだろうか？というのは、現在も悩

ましい問題です（遺留分侵害額請求を受け

ることが信託事務なのでしょうか？）。会

員の皆様の忌憚のないご意見をメーリスで

お知らせいただければ幸いです。よろしく

お願いいたします。（弁護士山口正徳・民

事信託活用支援機構理事） 



 

 

 

 

 

 

 

 

金融機関の代理人による取引について考える 

   

 預金者本人が認知症になると、預金口座が

凍結されてしまう（預金凍結）ことに備え

て、民事信託を提案する読者も多いと思い

ます。 

預金者本人の判断能力が著しく低下した

状況を金融機関が知ると、その本人の口座

について、家族でも預金の引き出しができ

ないよう、口座を凍結します（参考：「口

座凍結される理由と解除に必要な手続方

法」三井住友信託銀行 

https://www.smtb.jp/personal/entrustmen

t/entrustment-column/column-06）。預金

口座が凍結されると、本人のために必要な

資金を引き出すには、一般的に法定後見の

制度を利用することが必要といわれていま

す。すぐに必要なお金を預金から引き出す

ことができないこと、家族以外の第三者が

後見人になって預金を含めた本人の資産全

体を管理することは、本人の家族にとって

不便なこともあるため、高齢な方の資産管

理に、民事信託の利用は有効と思われま

す。 

●全国銀行協会が示した代理に関する考え

方 

令和 2年 8月 5日に公表された金融審議

会市場ワーキング・グループの報告書（顧

客本位の業務運営の進展に向けて）をふま

え、2021年 2月 18日に全国銀行協会（以

下、全銀協という）が、会員の各行が、高

齢顧客（特に認知判断能力の低下した顧

客）や代理人と金融取引を行う際や、社会

福祉関係機関等と連携する際の参考となる

よう、「金融取引の代理等に関する考え方

および銀行と地方公共団体・社会福祉関係

機関等との連携強化に関する考え方」を公

表し、金融取引の代理等に関する考え方を

取りまとめ公表しています。

https://www.zenginkyo.or.jp/news/2021/n

021801/。 

この考え方には、「銀行の実務におい

て、家族に成年後見制度の利用を促して

も、月々の費用や、第三者に家族の資産を

委ねることへの抵抗感等を理由に制度を利

用してもらえないケースがある一方、本人

の医療費、施設入居費、生活費等の支払い

に充当するため、親族等への預金の払出し

（振込）を求められるケースも多々ある」

として、銀行界を取り巻く現状（代理取引

の課題）をあげています。 

●金融機関の取り組み事例 

 前掲の全銀協の公表の後 1か月後、株式

会社三菱 UFJ フィナンシャル・グループ

（三菱 UFJ銀行、三菱 UFJ信託銀行、三菱

UFJ モルガン・スタンレー証券を参加にも

つグループ会社）は、顧客の認知・判断機

能の低下に備えて将来の金融取引における

代理人を指定できる「予約型代理人」サー

ビスを導入すると公表しました。 

https://www.mufg.jp/dam/pressrelease/20

21/pdf/news-20210308-001_ja.pdf 

 同グループでは、認知・判断機能低下後

の金融取引を円滑に行えるよう、社会課題

の解決を図るべく、グループ（傘下の銀

行、信託銀行、証券会社）一体となってサ

ービスの検討を進めたといいます。 

●「予約型代理人」サービスの概要 

 高齢な方々の資産管理を支援する読書に

は、認知・判断能力の低下に備えた最適な

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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対策は、民事信託のみであると、限定した

発想にならないように、支援する相手とそ

の家族の事情に応じた支援ができるよう、

「予約型代理人」サービス（以下、本サー

ビスといいます）について、その概要を少

し紹介したいと思います。 

 まず、本サービスの利用開始について。

口座名義人は、将来、認知・判断能力が低

下し、本人による金融取引ができなくなる

ことに備えて、所定の書類にて、本人に代

わって取引をする代理人を指定し、代理人

の予約をします。書類提出により、指定し

た代理人が、即、本人に代わって金融取引

を代理するのではなく、引き続き本人が指

定後も変わらずに金融取引を行います。そ

の後、本人が取引困難になり、代理人が所

定の診断書（一般社団法人日本意思決定支

援推進機構との共同開発した本サービス専

用の診断書）を提出することにより、それ

以降、代理人が本人の口座の資産を管理し

ていきます。預金の入出金・解約、運用性

商品の売却・解約、住所等の変更届、残高

証明書発行の手続きなど、代理人が取引で

きます。 

 代理人は、原則、配偶者または二親等以

内の血族とのことですが、その他の親族や

パートナーを指定することも可能なようで

す。 

本レターは、サービスの詳細を紹介する

ことを目的としていないため、本サービス

について興味がある読者は、個別にサービ

ス内容をご確認ください。 

●他の金融機関での取り組みについて 

 メガバンク他行について調べてみると、

みずほ銀行でも「代理人予約サービス」を

提供しています。

https://www.mizuhobank.co.jp/retail/tet

suduki/dairinin_yoyaku/index.html 

 三井住友銀行は、「代理人指名手続」と

して、預金者が事前に申し込むことで、預

金者自身が銀行窓口や ATMへ来店できなく

なった時に、預金者本人に代わって代理人

が手続きできるようです。

https://www.smbc.co.jp/kojin/otetsuduki

/sonota/dairi/ 

 また、これらにメガバンクに限らず、預

金者本人の意思確認が困難なとき、本人の

家族が、本人の意思確認が困難な理由を確

認することができる医師の診断書、病院・

介護施設などの請求書・領収書などの必要

書類を持参することで、入院費や施設入居

費用等を本人の預金から払い出しを受ける

こともできるようです。 

●代理権の消滅、委任の終了 

本人の死亡、代理人の死亡又は代理人が

破産手続開始決定若しくは後見開始の審判

を受けたこと、によって代理権は消滅しま

す（民法 111 条）。また、委任は、委任者

又は受任者の死亡、委任者又は受任者が破

産開始手続開始の決定を受けたこと、受任

者が後見開始の審判を受けたことにより、

終了します（民法 653条）。 

本人の認知・判断能力の低下に備えて、

代理人を指定しても、万が一、その指定し

た代理人が亡くなる又は後見開始の審判を

受けると、その時点で代理人による取引は

終了してしまいます。本人より年少者の子

などが代理人になるケースがほとんどと思

いますが、本人の認知・判断能力が著しく

低下した後に、代理人に万が一が生じたと

きのリスク（継続性）までを考えると、継

続性の確保は、民事信託でないとカバーで

きないとも思えます。 

●事前の対策として何を提案するか 

 超高齢社会における社会課題を解決する

ために、金融機関も今後いろいろなサービ

スを提供してくると思います。読者の方々

https://www.mizuhobank.co.jp/retail/tetsuduki/dairinin_yoyaku/index.html
https://www.mizuhobank.co.jp/retail/tetsuduki/dairinin_yoyaku/index.html
https://www.smbc.co.jp/kojin/otetsuduki/sonota/dairi/
https://www.smbc.co.jp/kojin/otetsuduki/sonota/dairi/


が支援する者にとって、どのようなサービ

スがよりよいものなのか、広く情報を取得

しながら比較検討して進めていくことが、

支援者には必要不可欠であると考えます。 

 筆者も含め、読者の方々も民事信託を活

用することで、高齢な方の資産の管理・処

分と承継を行っていくことができ、その利

用を提案することが多いと思います。しか

し、支援者として、今後新たに開発、提供

されるサービスについて、そのアンテナを

高くしていただきたいと思います。今後、

新たな情報や、読者に有用と思える金融機

関のサービスなども紹介していきたいと思

います。 

（石脇俊司 民事信託活用支援機構理事） 



 
 

 

 

 

 

金銭のみの認知症対策で 

民事信託を選ぶ理由 

 

皆様、明けましておめでとうございます。本年も

よろしくお願いいたします。 

 

昨年１２月２５日のニューズレターでは、各金融

機関が準備している代理制度について紹介がなさ

れました。口座取引ができる者を本人に限らず、代

理人にも広げることで、本人の認知症による口座凍

結を防ぐ金融機関の施策は多々出てきているもの

と思います。 

私の事務所でも、民事信託の相談に来られた方に

対し、対象財産が金銭のみの場合は、費用をかけて

信託を組む前に、まずは各金融機関の代理制度の検

討をお勧めしています。 

そうすると、金銭のみの信託はもう不要な時代に

なったのでしょうか？ 

実は、ここのところ立て続けに２件、金銭のみの

信託の相談を受けましたのでご紹介します。 

 

＜ケース１＞ 

母の金銭を子に託す認知症対策の信託でした。 

なぜ代理人制度ではなく、信託を選んだか？ 

信託した金銭を投資に回したいという希望があ

ったからです。 

代理制度では、子が母のお金を引き出して母の生

活費に使うことはできても、子の判断で投資商品を

購入し、財産を増やしていくということはできませ

ん。公正証書での任意代理契約がある場合は投資商

品の購入を認めるよう全銀協は言っているようで

すが、投資は値動きがあり、原状回復が困難なので、

各金融機関はそこまで踏み切れていないと聞いて

います（少し古い情報なので、新しい情報をお持ち

の方がいらっしゃれば情報提供いただけると幸い

です。）。 

現在は、民事信託した財産でも各金融機関で投資

商品を購入することができます。もちろん、あまり

大きなリスクを取りうる、取ってもよい性質のお金

ではないので、購入できる商品には限りがあるよう

です。 

 

＜ケース２＞ 

 こちらも、母の金銭を子に託す認知症対策の信託

でした。 

なぜ代理人制度ではなく、信託を選んだか？ 

金融機関を信用していなかったからです。代理制

度というものが準備されていても、本当にそれでお

金がおろせるのか？せっかく母が元気なうちに代

理人として届け出ていても、実際に母が認知症にな

ってしまった後に、あれやこれやと思いもしなかっ

たことを言われ、結局、成年後見制度を使うという

ことにはならないか？信託であれば、すでに世の中

にだいぶ広まっている話は聞くし、名義は受託者の

名前になるのだから、お金をおろせなくなるという

ことはないだろう、と考えてらっしゃるとのこと。 

 この相談者さんの、ほとんど「理屈ではない」不

信感は、個人的には共感できるところです。 

少し話はズレますが、私も昨年法人を設立した際

に、某メガバンクで口座を作りました。その際、窓

口であれやこれやと言われ、（途中私の不手際もあ

り）法人設立から２か月経ってようやく口座を使え

るようになりました。ホッとしたのも束の間、今は

１法人１口座しか作れないとのこと。私どもでは、

業務の性質上、預かり口口座を開設することが必須

なので、メガバンクの窓口でそのまま慌ててスマホ

を使って某ネット銀行の口座開設手続を行ったと

ころ、（当たりまえですが）ネットで完結し、３日

で口座を使えるようになりました。口座開設後の使

い勝手も言うに及ばずです。 

ガチガチのセキュリティにしているから安全、と

いうことなのでしょうが、ガチガチのセキュリティ

だからこそ信頼できない、というおかしなことが起

こっているなぁという印象を持ちました。 

 

さて、話がズレるどころか愚痴になってしまいま

したが、金銭のみの認知症対策につき、各金融機関

で様々な施策を打ってきてはいるものの、このよう

な、ときには感情的な理由から、代理制度ではなく、

民事信託を選ぶというニーズもあるようです。 

 

（司法書士岩白啓佑 民事信託活用支援機構理事） 

専門家協議会 会員 ニューズレター 
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新しい公益信託法について    

１．公益信託制度改革 

多様な社会的課題の解決のためには、営利

を目的としない民間非営利部門の果たす役

割が重要です。昨年６月２日「新しい時代

の公益法人制度の在り方に関する有識者会

議」最終報告が取りまとめられ、民間によ

る公益的活動の活性化のための環境整備と

して、公益信託制度について公益法人認定

法と共通の枠組みで公益信託の認可を行う

仕組みへ改革が提案されました。同年 11月

30 日有識者会議・フォローアップ会合で具

体的な制度改革案示され、年末でパブリッ

クコメントの募集が締め切られました。 

２．公益目的の信託 

我々の顧客の中には公益目的の信託設定を

希望する資産家もいます。公益法人は事務

局が必要であり運営コストが高いのですが、

信託の場合、受託者が事務を行うので、小

規模であっても簡便に設定する利便性があ

ります。公益目的の信託の中でも、受益者

の定めのない公益目的の信託で主務官庁の

許可を得た信託を「公益信託」と呼び、税

制にお優遇があります。公益信託の設定は

公益目的の種類により主務官庁が分かれて

いてその許可に時間がかかる等の問題があ

るので公益信託制度改革が行われることに

なりました。 

３．新公益信託法の概要 

新公益信託法の概要はフォローアップ会合

で内閣府大臣官房公益法人行政担当室から

示され、本年 2024年の通常国会に新法の案

が提出される予定です。新法の骨子は次の

通りです。 

（１）公益信託の定義 

公益事務を行うことのみを目的とする受益

者の定めのない信託であって、 新法により

認可を受けたもの。この認可は内閣総理大

臣又は都道府県知事が、公益認定等委員会

又は都道府県に置かれる合議制の機関の意

見に基づき行う。 

（２）公益信託の要件及び効力等 

公益信託は、信託契約又は遺言による方法

のみによりするものとし、公益信託の信託

行為には、公益信託の名称、信託管理人及

び帰属権利者となるべき者を指定する定め

をおく。 

（３）公益信託の認可の基準等 

①法律上受託者の属性についての基準は設

けないものとし、受託者は公益信託事務を

適正に処理するのに必要な経理的基礎及び

技術 的能力を有するものであること。 

② 公益信託の信託行為の内容を証する書

面、事業計画書及び収支計画書の内 容に照

らし、その存続期間を通じて公益信託事務

が処理される見込みがあること。 

③ 信託管理人は、受託者による公益信託

事務の適正な処理のため必要な監督 をする

能力を有するものであること。 

④ 公益信託事務に係る収入がその実施に

要する適正な費用との均衡が見込まれるも

のであること。 

⑤ 公益信託の終了時に類似の公益目的を

有する他の公益信託の受託者、当該 公益信

託の目的とする公益事務と類似の公益目的

事業を行う公益法人等に残余財産を帰属さ

せる旨の定めを信託行為に置かなければな

らない。 

（４）公益信託に係る信託の変更等 
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受託者は、信託の変更、新受託者及び新信

託管理人の選任等の公益信 託認可に係る事

項の変更をするときは、あらかじめ、行政

庁の認可を受けなければならず、当該認可

を受けなければ、その効力を生じないもの

とする。ただし、内閣府令で定める軽微な

信託の変更等については届出で足りるもの

とする。 

４．信託業法、所得税法等の改正 

① 信託銀行以外のものが受託者になれる

よう信託業法の改正が行われると思われま

す。 

② 新しい公益信託にほぼ公益法人並みの

支援が行われるよう税制改正が行われるも

のと思われます（閣議決定税制改正大綱 19

～20頁等）。税制優遇を受けるためには信

託財産は現在金銭に限られるが、譲渡所得

の起因となる資産も対象になり、公益法人

等に対して財産を寄附した場合の譲渡所得

の非課税措置の適用対象に公益信託の受託

者を加えることとされると思われます。 

（民事信託活用支援機構代表理事 高橋倫

彦） 



 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年３月１７日の東京地方裁判所の裁判例について    

今回取り上げるのは、委託者兼受益者に

よる受託者の解任の有効性や信託自体の有

効性などが問題となった令和５年３月１７

日の東京地方裁判所の裁判例です。信託契

約の条項をどう定めていくのかについて参

考にすべき裁判例と思われます。なお、本

稿では、全体像を理解してもらうために事

案を簡略化するなどしております。詳細に

ついては判決文全文をご覧いただきますよ

うお願いします。 

１ 事案の概要 

 平成２８年に委託者と受託者の間で締結

された不動産の管理処分等を目的とする信

託契約（以下、「本件信託契約」といいま

す。）があったところ、（１）委託者兼受

益者（原告①）が当初受託者（以下、「受

託者」と記載した場合には当初受託者を指

します。）（被告）を解任し（以下「本件

解任」といいます。）、自己の所有権に基

づいて所有権移転及び信託登記の抹消手続

請求を、（２）当初受託者の解任が有効で

あることを前提に、二次受託者（原告②）

が自らが新たに受託者に就任したとして、

信託法７５条に基づき、当初受託者に対し

所有権移転及び不当利得返還請求等を行っ

たというものです。 

裁判において争点となったのは、①委託

者兼受益者が信託法５８条１項に基づき行

った当初受託者の解任の有効性、②本件信

託契約の有効性、です。 

なお、この裁判例には、前訴となる裁判

例として平成３０年１０月２３日東京地方

裁判所の裁判例があります。そこでも信託

の有効性（詐欺、錯誤、公序良俗違反）が

争われましたが、裁判所の判断としては信

託が有効であるとの判断を出して確定して

いるので、参考にしてみてください。 

２ 争点①（本件解任の有効性）につ

いて 

 当事者の主張は次のとおりです。 

（１）被告（当初受託者）の主張 

被告である当初受託者は本件信託契約に

おいては「受益者は、受託者との合意によ

り、本件信託の内容を変更し、若しくは本

件信託を一部解除し、又は本件信託を終了

することができる」という定め（以下、

「本件規定」という。）がある。 

この本件規定により、受託者である被告

との合意なしに本件信託契約が解除されな

いよう、原告である委託者兼受益者の任意

解任権を制限されており、信託法５８条３

項により、同条第１項は適用されないから、

本件解任は無効である。 

※任意解任権とは信託法５８条１項に基

づく解任権を指す。 

（２）原告（委託者兼受益者側）の主張 

本件において、原告である委託者兼受益

者は信託法５８条１項に基づいて受託者を

解任した旨主張したうえで、被告が主張す

る本件規定については、信託の変更や終了

にかかる信託法１４９条４項及び１６４条

３項の「別段の定め」の規定であり、信託

法５８条３項の「別段の定め」には該当し

ないことから、原告の任意解任権は制限さ

れず、本件解任は有効である。 

３ 争点②（本件信託契約の有効性）

について 

（１）原告の主張 
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 本件規定が、受託者との合意がなければ、

委託者が受託者を解任できないという効力

を有するのであれば、遺言の自由撤回性

（民法１０２２条）や死因贈与にかかる判

例法理の趣旨、原告が僅少な給付しか受け

ておらず過酷な生活環境になっている事情

などに照らし、公序良俗に反し、本件信託

契約は全体として無効である。 

（２）被告の主張 

 本件契約は、公正証書で作成されており、

原告は本件信託契約が解除されないように

本件規定が置かれていることを十分認識し

ていたことから有効であるし、月額１５万

円の送金により原告が過酷な状況に置かれ

ているとはいえない。また、別件の訴訟に

おいて、本件信託契約を有効とする判決が

確定していることから、本件信託契約が無

効であるとする原告の主張は紛争の蒸し返

しであって、信義則上許されない。 

４ 裁判所の判断 

（１）本件解任の有効性について 

 裁判所は、信託法５８条及び１６４条の

定めの内容について説明をしたあとで、本

件規定は信託法１６４条３項所定の「別段

の定め」に該当するとしました。 

そのうえで、本件規定において受託者の

解任について定めていないものの、委託者

兼受益者が受託者を自由に解任できるとす

ると信託終了権限を制限した本件規定が実

質的に無意味になってしまうこと、受託者

が無報酬で処理等を行っていることなどを

理由としたうえで、本件規定は、当然にそ

の任意解任権を制限するものであるとして、

本件規定は信託法５８条３項所定の「別段

の定め」に該当するから、原告が、被告の

同意なくした本件解任は無効である旨判示

しました。 

（２）本件信託契約の有効性について 

 裁判所は、死因贈与契約に関する判例に

ついて言及したうえで、判例上、いかなる

事情の下においても贈与者が自由に死因贈

与契約を取り消すことができると解されて

いるわけではないこと、受託者が適切に事

務処理をしているか否かにかかわらず、委

託者がいつでもなんらの合理的理由もなく

被告を解任することができるとすることは

当事者間の衡平を欠くこと、信託法５８条

４項において裁判所への申立てによる受託

者の解任が可能であることなどから、本件

信託契約が原告の任意解任権を制限する本

件規定を置いているからといって公序良俗

には反しない旨判示しました。 

 また、月額１５万円の支払いにより原告

が過酷な状況に置かれていると認めるに足

りず、仮に受託者が随時給付を行ったとす

れば、裁判所は信託法５８条４項に基づく

原告の申立てにより、被告を解任できるこ

とから、この点からも本件信託契約は公序

良俗に反しない旨判示しました。 

５ まとめ 

（１）実務における留意点 

本件においては、受託者の解任を制限す

る明文がないにも関わらず、信託の終了に

関する別段の定めを、その趣旨に遡って受

託者の解任にかかる信託法５８条３項の別

段の定めにあたると判示しています。この

理論的な検証については、今後様々な論稿

において議論されると予想されます。 

本件の裁判例においては、信託の終了の

条項を受託者解任にかかる別段の定めとし

て取り扱いましたが、実務的な観点で考え

ると、受託者の解任について別段の定めを

置くのであればそれは別個の条項として明

記しておくのが適切であろうと思われます。 

（２）別段の定めを置く場合の留意点 



信託において、委託者兼受益者の意思が

大切なのは当然のことですが、そのことは

常に委託者兼受益者の意思により信託の変

更や終了、受託者の解任が自由にできなけ

ればならないということを意味するもので

はありません。 

 このことは、信託法５８条、１４９条、

１６４条などにおいて「別段の定め」を置

くことができることからも明らかです。 

 他方、どのような場合においても、信託

契約において別段の定めを置いておけば委

託者兼受益者の権限を制限できる、と言い

切るのもこれまた言い過ぎな面があります。 

どのような信託条項にするかというのは、

案件によって異なってくるものであり、事

案に応じてバランスをとった信託の組成が

必要であり、そこに実務家としての腕の見

せ所なのかもしれません。 

（弁護士法人菊永総合法律事務所 弁護士 

菊永将浩） 



 

 

 

 

 

 

 

 

委託者死亡による信託終了時の登記（登録免許税） 

    

１ 法務省回答 

令和６年１月１０日、法務省民二第１６

号・第１７号 で信託財産を受託者の固有財

産とする旨の登記の可否について、これを

可とし、また登録免許税法第７条２項が適

用され、相続に準じた移転登記の登録免許

税が課されることが確定しました。 

２ 問題の所在 

不動産を信託財産とする信託が終了する場

合においては、受託者から帰属権利者等に

所有権の移転登記を行うとともに、信託登

記の抹消を行う必要があります。また、帰

属権利者等が委託者の相続人である等、登

録免許税７条２項の要件すべてを満たした

場合には、相続による移転とみなされ、登

録免許税は税率１０００分４となります

（満たさない場合は原則に戻って税率１０

００分の２０になると考えられます。）。

ところで、自益信託の受託者が委託者＝受

益者の子で、委託者＝受益者の死亡で信託

が終了し、受託者である子が帰属権利者等

である場合、受託者であった子の所有権が

継続するので、所有権移転がありません。

そこで、登記の方法は、移転登記なのか？

それとも信託財産を受託者の固有財産とす

る変更登記なのか？が問題となり、仮に、

変更登記であるとして、登録免許税は、他

の変更登記と同じ１０００円なのか？それ

とも移転登記に準じて登録免許税７条２項

の適用なのか？が問題となっていました。 

３ 自己信託の設定 

自己信託を設定する際には、所有権の移転

が無いという点で、上記の問題と同じ状況

が生じます。登記の方法は、固有財産を信

託財産とする変更登記であり、登録免許税

１０００円が課税されます（あわせて信託

登記の登録免許税１０００分の４は課税さ

れます。）。かかる自己信託の設定に準じ

て考えれば、本件信託終了時の登録免許税

についても、他の変更登記と同じ１０００

円とすることにも理由があります。事実、

１０００円の登録免許税で信託財産を受託

者の固有財産とする変更登記が行われた事

例もあったようです。 

４ 法務省回答の合理性 

しかし、実質的に委託者＝受益者から受託

者（子）に対して相続に準じた不動産の移

転が生じているのに、設定時でも終了時で

も、移転に伴う登録免許税が課税されない

のは不公平で不合理な結果となってしまし

ます。そこで、法務省回答では、登記の方

法については、信託財産を受託者の固有財

産とする変更登記であることを認めつつ

も、登録免許税については、相続による移

転登記に準じた登録免許税７条２項の適用

を認めたものと捉えられます。この登記方

法＋登録免許税については、従前より多く

の実務家が支持するものであったと思いま

す。ただ、登録免許税法に明確な根拠を見

出すことができず、確信を持てないままに

登記実務が行われていたようです。しかし

ながら、今後はこの法務省回答に基づき、

明確な見通しで登記実務を行うことができ

ます。たしかに、信託の領域ではまだまだ

不透明な問題が多く残されていますが、今

後も当局の回答により、見通しが良くなる

ことが期待されます。（弁護士山口正徳・

民事信託活用支援機構理事） 
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最近受けた信託に関する質問 

   

 民事信託の利用が増えてきたことの証拠

なのか？ 最近、筆者はいろいろな場面で

質問を受けるころがあります。これから民

事信託のことを知って検討してみようとい

う人、まさに今、検討中の人、すでに民事

信託を始めた人、それぞれから筆者が受け

た質問は、民事信託に関与する専門家の読

者の方々にも有効と考え、今回、その一部

の情報を共有したいと思います。 

●信託検討中の人の質問 

・作成中の信託契約案が親の意向を反映し

ているのか？ 

 親が委託者、子が受託者の民事信託で受

託者となる子からの質問です。 

質問：「親の自宅最寄りの専門家に信託契

約案の作成を依頼している。その信託契約

案は、果たして親そして私たち家族の意向

を反映したものになっているのかが心配。

自宅最寄りの専門家の HPには、民事信託に

も対応しているというが、実績は不明。親

は地元の先生に頼むのが安心というが、そ

の契約案が正しいか、セカンドオピニオン

などを得ることは可能か」 

質問を受けて筆者が思ったこと：親は地方

に住み、質問をしてきた子は東京に住んで

いる方からの質問でしたが、地方・都市部

に関わらず、受任した専門家が万全に対応

できるよう、専門家同士でチェックできる

仕組みがあると、信託契約の作成を委任し

た人も受任した人も安心できるのではと考

えます。 

・資産管理法人と信託の併用は必要か？ 

相続についていろいろと勉強していくと、相

続対策ができなくなることへの備えとして、

信託の活用が有効と知り、それならば検討し

てみようかと思った方からの質問。 

質問：「相続対策と所得税対策で親の賃貸

不動産（建物のみ）を資産管理法人に移転

している。親が高齢になったので、民事信

託も利用した方がよいのではと考えるが、

いかがなものか？ 賃貸不動産を資産管理

法人に移転することをすすめた税理士に相

談したら、信託のことはよくわからないの

でと言われた」 

質問を受けて筆者が思ったこと：賃貸不動

産については、賃貸管理、修繕や建て替え

など、所有者が判断能力を欠くことで出来

なくなることがあるため、信託の利用価値

は大きいのですが、相談者の親は、賃貸不

動産をすでに資産管理法人に移転している

ため、信託は他の財産について検討するこ

とになります。認知症対策として、信託を

利用した方が安心とも思われますが、信託

を利用した方がよいか、利用しなくても他

の方法で対応できるかは、本人が所有する

財産の内容と家族の状況によります。一概

に必要、不要とも言い切れません。さらに

詳しく状況を聞いていくことが必要です。 

筆者は、賃貸不動産についてこの類の質

問を受けることが増えています。不動産オ

ーナーの資産について、資産管理法人と信

託をどのように使い分けていけばよいか？ 

法人の利用はなんとなくわかっているが、

信託はまったくわからないので教えて欲し

い。法人と信託の違いやメリット・デメリ

ットは何か。こんな質問が増えています。 
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●信託期間中の人の質問 

・建物建て替えの融資が受けられない 

 建替えの際、金融機関から借入れができる

ように信託したのに借りられない。どうした

らよいだろうと差し迫った状況で受けた質問

です。 

質問：「受託者が借入れること、信託財産

に担保権を設定することができよう、法律

の専門家に信託契約を作成してもらった。

信託契約は金融機関の事前審査も受けた。

それなのに、金融機関は委託者が判断能力

を欠いたときには、受託者に融資すること

ができないという。委託者が判断能力を欠

く状況になっても、建物の建て替え資金の

融資が得られるよう信託したのに、借入れ

できないのでは、信託した意味がない！」 

質問を受けて筆者が思ったこと：筆者は、

この手の問題が今後増えるのではないかと

考えています。信託契約に受託者の借入れ

の権限があっても、融資は金融機関の審査

を経てからでないと受けられません。信託

開始時に信託口口座を開設するために、そ

の金融機関の信託契約を審査する部門と、

将来借入れが必要になったときの融資を審

査する部門は異なります。審査の条件を満

たしていなければ、いくら信託していても

借りたくても借りられない事態が生じま

す。 

 読者の方々が関与した信託で、将来、借

入れを予定しているものがあったら、一

度、現在の委託者の健康と判断能力の状況

を確認することと、信託口口座を開設した

金融機関に、受託者が借入れる際の融資の

条件を確認することをお勧めします。 

・税のことはあまり考慮せずに信託した 

質問：「とにかく親の認知症への対策をす

すめたく、信託を利用した。信託契約案の

作成を担当した法律の専門家は、税金のこ

とは税理士に確認してくださいねと言って

いたが、（相談者は）あまり問題にもなら

ないだろうと思って、信託契約前に、税理

士に詳しく確認せずに進めてしまった。こ

の信託契約の内容で小規模宅地の特例やそ

の他税制上の特例を受けられないようなも

のがあるのか？」 

質問を受けた筆者が思ったこと：「専門家

の役割が縦割りとなっていて、税について

はお客さんの方で確認してくださいねと、

依頼者に任せてしまっているケースもある

ようです。税の専門家でない法律の専門職

は、税のことを担当する権限もないので、

その対応は誤りではないと思います。一

方、依頼者の顧問税理士が、信託に関する

税務に精通していなければ、「信託はよく

わからないから」と、依頼者の質問に即答

できないこともあります。また依頼者が、

信託の税務に詳しい税理士を探して、顧問

税理士でない税理士に確認するのも、なか

なか難しいでしょうし、顧問税理士でない

税理士から依頼者に意見を求められても、

回答しづらいこともあるでしょう。法律と

税務、読者の方々は両方に通じている方も

多いと思いますが、広く信託が利用される

ようになると、専門領域の縦割りでなく横

ぐしで連携できる仕組みが必要になると考

えた質問でした。 

 

 今回は、筆者が最近受けた質問のうちの

一部を紹介させていただきました。紹介し

たのは、担当した専門家の対応が誤ってい

たということを指摘したいのではなく、こ

のような事例が身近に起こっているという

ことをお知らせしたかったからです。思わ

ぬところが見えていなかったという気づき

を得た方がいらっしゃったら、是非、早め

の対応をしていただき、問題を未然に防い

でいただけたらと思います。 

（石脇俊司 民事信託活用支援機構理事） 



 
 

 

 

 

 

 

悩ましい…信託不動産の変更と信託目録 

 

先日、民事信託絡みの登記のご相談を受けました。 

 

複数人で共有している土地の持分を民事信託に

入れて受託者名義に登記を完了しています。 

この度、他の共有者の持分すべてを信託財産であ

る金銭で購入して、土地全部を信託財産にしたいと

いうものです。 

 

早速、少し話はずれますが、信託財産である金銭

で購入した財産は、当然に信託財産となります（信

託法第１６条第１号）。基本的なところではあります

が、頻繁に質問される箇所なのであらためて。 

よく、信託財産である金銭で新たに不動産を購入

した際、この不動産を信託に入れる追加信託契約書

を作ってほしいと頼まれることがあります。その際、

私は、「本物件は、信託法第１６条第１号の財産（信

託財産に属する財産の処分により受託者が得た財産）

に該当し、当然に本信託契約の信託財産に組み入れら

れる」という趣旨の覚書を作成するようアドバイスし

ています。 
 

さて、話を戻しまして、今回のケースであれば「持

分全部移転及び信託財産処分による信託」として登

記できるのは間違いありません。 

では、信託の登記にくっついて登記簿に載る信託

目録はどうなるのか？ 

最初に持分について信託の登記をした際に、信託

目録は作成しています。土地の謄本をとれば、本信

託の内容が書かれた信託目録がついてきます。 

では、今回新たに購入した持分を登記する際、信

託目録はどうなるのでしょうか？新たに不動産を

購入したケースと同じ扱いで、原則どおり、もう一

つ信託目録が作られるのか？しかし、同じ不動産に

同じ信託の目録が複数できるのは何となく違和感

があります。 

結論としては、やはり原則どおり、同じ不動産に

同じ信託の目録をもう一つ作ることになるようで

す。 

 

 

次に、信託目録の中で、信託に入っている不動産

を列挙しているケースについて。 

なぜ列挙するのかというと、信託目録を見ればそ

の信託に入っている不動産が一覧できるという理

由によるものと思われます。 

銀行などが複数の不動産に担保を付ける際には、

共同担保目録が作成され、同じ担保に入っている不

動産が一覧できます。将来的に完済して担保を消す

際に確認するのはもちろんのこと、相続のときに対

象不動産の手続漏れを防ぐために使ったりもしま

す。これと同じ機能を信託目録にも持たせようとい

う発想なのだと思います。 

 

今回のケースでも、最初に信託した持分の信託目

録の中には信託不動産が列挙されており、当該土地

は「～○番○の土地（持分〇分の〇）」と書かれて

います。 

この後、この土地の他の持分全部を取得し、完全

な所有者になるわけですから、前回の信託目録の

「（持分〇分の〇）」も削除する変更登記をすべきで

しょうか？するとすれば、手間と費用がかかります。 

 一方、前回の目録を変更せず、今回の目録を作っ

てしまうこともできますが、信託不動産の一覧性は

なくなります。 

 同様のことが起こりうる典型的なケースとして

は、土地を信託し、融資を受けて建物を建築した際

の建物の信託登記の際などでしょうか。土地の信託

目録には土地しか記載されていないが、建物の信託

目録にはどのように記載するのか？土地の信託目

録は変更するのか？ 

 

おそらく専門家によって判断が分かれるところ

だと思います。たまたま、前回の登記をした司法書

士を知っていたのできいてみたところ、不動産の列

挙の箇所には「本信託の当初の信託不動産は以下の

とおり～」としてあり、信託不動産に変更があった

としても信託目録の変更登記はしないという頭で

いたようです。 

 

（司法書士岩白啓佑 民事信託活用支援機構理事） 
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米国の受益者連続信託について    

１．問題提起 

跡継ぎ遺贈型の受益者連続信託に関しては、

当機構の 3月 26日の専門研修で、山口理事

が「跡継ぎ遺贈型受益者連続信託の現在と

未来」と題して、この信託の利用方法とし

て、①生存配偶者の保護、②障害のある子

の保護、③家族みんなの収入確保のための

信託の仕組みを紹介しました。これらの利

用方法は、この信託の超高齢者社会におけ

る課題解決の方法としての有用性を示して

います。しかし、跡継ぎ遺贈型の受益者連

続信託に関しては、予て、遺留分侵害額請

求に於いて請求の相手方、請求額の算定に

おける承継受益権の評価について、民法に

は明文の規定がありません。また相続人が

受益者連続信託の収益の受益権を取得した

場合に、相続税法の特例により元本の受益

権も併せて取得したものと見なして信託財

産の全額に対して課税が行われます。この

加重な課税がこの信託の利用の障害になっ

ています。そこで、民事信託の先進国の米

国では、このような受益者連続信託に係る

問題をどのように解決しているのか気にな

るところです。 

２．米国の受益者連続信託の利用 

米国の受益者連続信託については、信託法

のリステイトメント第 3版に於いて、連続

受益者の権利義務等についての規定があり、

また連続信託の期間についての永久禁止則

に基づく期間制限の規定があります。無遺

言の場合は法定相続分が定められています

が、被相続人の遺言・信託による遺産承継

の指定に対して原則として制限がありませ

ん。遺留分制度を認める州はごく一部に限

られます。 

英国では伝統的に不動産に信託を設定し、

その期間受益権として年金権、生涯不動産

権、定期不動産権を設定者の家族に付与す

ることが行われました。受益者の死亡等に

より期間受益権が終了すると信託財産が残

余財産受益者に承継されました。信託設定

者が復帰権を留保している場合は残余財産

が信託設定者に復帰しました。これが英米

の伝統的な受益者連続信託です。注意すべ

きは、受益者連続信託は、日本では資産家

が資産承継目的に利用するものと見られて

いますが、英米では委託者が生前に信託収

益を享受し、その死後は家族が信託収益を

享受することを目的に利用するものであり、

信託収益の享受の期間が終了し、その結果

として信託財産が承継されました。 

３．米国の受益権の評価 

米国では所得課税、相続贈与税課税のため

の一般的な権利の評価方法が内国歳入法典

に定められています。これは前述の年金権、

生涯不動産権、定期不動産権が信託受益権

である場合も普通法の不動産権である場合

も同じように評価されます。受益者連続信

託だからと言って特別の評価方法はありま

せん。内国歳入法典が定める権利の評価方

法は原則として 10年毎の人口調査の結果か

ら得られる生命表の生存確率等に基づきま

す。米国の評価方法は今後の機構の基礎研

修で詳しく解説する予定です。 

（民事信託活用支援機構代表理事 高橋倫

彦） 

専門家協議会 会員 ニューズレター 

  

民事信託の活用が広がるための環境づくり 

2024.03.25   No173 

Member’s 

News 

一般社団法人 

民事信託活用支援機構 


	民事信託活用支援機構ニューズレター（第101回～120回）
	第101回
	第103回
	第104
	第105回
	第106回
	第107回
	第108回
	第109回
	第110回
	第111回
	第112回
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第115回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第116回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第117回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第118回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第119回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第120回）

	民事信託活用支援機構ニューズレター（第121回～146回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第121回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第122回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第123回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第124回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第125回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第126回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第127回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第128回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第129回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第130回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第131回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第132回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（号外2022.5.15）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第133回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第134回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第135回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター第136回髙橋
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第137回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第138回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第139回） (1)
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第140回） (1)
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第141回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第142回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第143回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第144回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第145回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第146回）

	民事信託活用支援機構ニューズレター（第147回～150回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第147回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第148回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第149回）

	民事信託活用支援機構ニューズレター（150回～165回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第150回～第161回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第150回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター(151回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第152回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第153回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第154回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第154回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター(155回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第156回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第157回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第158回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第159回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第160回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第161回）

	民事信託活用支援機構ニューズレター（第162回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター(163回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第164回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第165回）
	受益者連続信託における遺留分侵害額請求の再考


	民事信託活用支援機構ニューズレター（166-174回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第166回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター(167回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第168回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター(169回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター(170回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第171回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター(172回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（173回）
	民事信託活用支援機構ニューズレター（第174回）


